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平成29年３月13日（月曜日）

午前10時１分開会

会議に付託された議案等

○議案第１号 平成29年度宮崎県一般会計予算

○議案第２号 平成29年度宮崎県開発事業特別

資金特別会計予算

○議案第３号 平成29年度宮崎県公債管理特別

会計予算

○議案第23号 知事等の給与及び旅費に関する

条例等の一部を改正する条例

○議案第24号 職員の特殊勤務手当に関する条

例の一部を改正する条例

○議案第25号 みやざき産業人財確保支援基金

条例

○議案第28号 宮崎県特定非営利活動促進法施

行条例の一部を改正する条例

○議案第29号 宮崎県行政手続における特定の

個人を識別するための番号の利

用等に関する法律に基づく個人

番号の利用及び特定個人情報の

提供に関する条例の一部を改正

する条例

○議案第30号 宮崎県情報公開条例の一部を改

正する条例

○議案第31号 宮崎県個人情報保護条例の一部

を改正する条例

○議案第32号 職員の勤務時間、休日及び休暇

に関する条例等の一部を改正す

る条例

○議案第40号 包括外部監査契約の締結につい

て

○議案第44号 みやざき男女共同参画プランの

変更について

○議案第45号 みやざき文化振興ビジョンの変

更について

○総合政策及び行財政対策に関する調査

○その他報告事項

・平成29年度組織改正案について

・宮崎県における事務処理の特例に関する条例

の一部を改正する条例について（議案第33号

関連）

・新田原飛行場周辺騒音度調査の概要資料につ

いて

・防犯カメラの設置及び運用に関するガイドラ

インの策定について

出席委員（８人）

委 員 長 二 見 康 之

副 委 員 長 重 松 幸次郎

委 員 坂 口 博 美

委 員 星 原 透

委 員 中 野 一 則

委 員 日 高 博 之

委 員 満 行 潤 一

委 員 来 住 一 人

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

総務部

総 務 部 長 桑 山 秀 彦

危機管理統括監 畑 山 栄 介

総 務 部 次 長
郡 司 宗 則

（総務･職員担当）

総 務 部 次 長
田 中 保 通

（財務･市町村担当）

危 機 管 理 局 長
平 原 利 明

兼危機管理課長

部参事兼総務課長 上 山 伸 二

平成29年３月13日(月)
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志 賀 孝 守防災拠点庁舎整備室長

人 事 課 長 吉 村 久 人

行 政 経 営 課 長 小 田 光 男

財 政 課 長 川 畑 充 代

税 務 課 長 髙 林 宏 一

部参事兼市町村課長 藪 田 亨

総務事務センター課長 大田原 節 郎

消 防 保 安 課 長 福 栄 芳 政

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 長 谷 恵美子

総務課主任主事 日 髙 真 吾

ただいまから総務政策常任委員○二見委員長

会を開会いたします。

まず、本日の委員会の日程についてでありま

す。

日程案につきましては、お手元に配付のとお

りでありますが、御異議ございませんか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

次に、当初予算関連議案の審査○二見委員長

方法についてであります。

お手元に配付している資料、委員会審査の進

め方案をごらんください。

まず、１、審査方針についてであります。当

初予算の審査に当たっては、重点事業・新規事

業を中心に説明を求めることとし、あわせて決

算における指摘要望事項に係る対応状況につい

ても説明を求めることとしております。

次に、２、当初予算関連議案等の審査につい

てであります。今回の委員会は、新年度当初予

算の審査が中心となりますので、最初に当初予

算全体の説明を聞くため、総務部の審査を先に

行い、その後、総合政策部ほかの審査を行いた

いと存じます。

また、総務部及び総合政策部の審査につきま

しては、長時間にわたることが予想されますの

で、お手元の資料のとおり、３課から４課ごと

に説明・質疑を行い、最後に総括質疑を行う形

にしたいと存じます。

審査の進め方については以上でありますが、

このとおり進めることに御異議ありませんか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのように決定いた○二見委員長

します。

次に、議案第23号、第24号及び第32号に対す

る人事委員会の意見についてであります。

。お手元に配付してある資料をごらんください

これは、地方公務員法第５条第２項の規定に基

づき 議会は人事委員会の意見を聞くこととなっ、

ております。その回答でありますので、参考に

お配りしております。

それでは、執行部入室のため、暫時休憩いた

します。

午前10時３分休憩

午前10時５分再開

委員会を再開いたします。○二見委員長

当委員会に付託されました議案等の概要説明

を求めます。

おはようございます。総務部○桑山総務部長

でございます。よろしくお願いいたします。

それでは、本日御審議いただきます議案等に

つきまして、お手元に配付しております総務政

。策常任委員会資料により御説明を申し上げます

まず、平成29年度当初予算案の概要につきま

して、資料の１ページから御説明を申し上げま

す。19ページまで記載しておりますが、これは

別途配付いたしております当初予算の概要につ

いての冒頭部分を抜粋したものを掲載している
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ところでございます。

それでは、資料の１ページをごらんいただき

たいと思います。

まず、基本方針であります。平成29年度の当

初予算の編成につきましては、昨年10月に決定

しました当初予算編成方針において、財政改革

の取り組みを不断の取組として位置づけ、これ

を着実に実行しますとともに、人口減少問題に

真正面から向き合い、中長期的な視点に立った

施策を着実に推進するため、①から③までの３

つの重点施策を掲げまして、未来志向の地方創

生に取り組む予算として編成をしたところでご

ざいます。

中ほどの予算額でありますが、一般会計の当

初予算額は5,778億3,500万円となりまして、対

前年度比42億3,700万円、率にして0.7％の減と

なっております。

次に、特別枠でありますが、平成28年度に引

き続き、３つの特別枠を措置しております。

１つ目が、県営電気事業みやざき創生基金事

業であります。県営電気事業みやざき創生基金

を活用しまして、みやざき創生の加速化といた

しまして、地方創生推進事業と地域振興事業

に8.2億円、そして、みやざき新時代へのチャレ

ンジに1.5億円、合わせて47事業で9.7億円を措

置しております。これらの事業は、通常の新規

・改善事業とは別枠で措置をしておるところで

ございます。

２つ目は、公共事業の追加措置であります。

地域経済活性化と県民の安全・安心の確保のた

めに、平成28年度と同様に、補助公共・交付金

事業につきましては、予算編成方針で95％とし

ておりましたシーリング、要求限度額を100％と

した上で、さらに20億円、また県単公共事業に

は25億円、合計で45億円の追加措置を行ってお

ります。

また、３つ目は、大規模災害対策基金事業で

あります。防災・減災対策のさらなる強化のた

めに、23事業、6.7億円を措置しております。

これら３つの措置によりまして、特別枠は総

額61.4億円といたしました。

次に、２ページをごらんいただきたいと思い

ます。

予算規模でありますが、平成27年度の特殊要

因であります口蹄疫対策転貸債等償還金を除き

ますと、一番下のほうに表がございますが、平

成26年度から28年度まで３年連続の増加となっ

ていたところでありますが、平成29年度は、公

債費や普通建設事業費の減によりましてマイナ

ス予算となったところでございます。この要因

につきましては、後ほど歳出予算の中で御説明

を申し上げます。

３ページからは、歳入予算の特徴を記載して

おります。

４ページのほうをごらんいただきたいと思い

ます。

①の自主財源につきまして、下のほうの表を

ごらんください。

、 、 、まず 表の上から２つ目 県税でありますが

法人事業税の増などによりまして、11億4,000万

円増の958億3,000万円となっておりますが、一

方で地方消費税の減が見込まれておりまして、

これに伴い、次の段の地方消費税清算金であり

ますが、14億7,600万円の減となっております。

また、下から３つ目の繰入金でありますけれ

ども、括弧書きにありますように、財源調整の

ための財政関係２基金の繰り入れは、8,900万円

減の208億1,900万円となっております。

この結果、５ページのほうの上から２つ目の

表、基金残高の推移を見ていただきますと、平
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成29年度末の残高の見込みは、当初予算編成後

で243億円程度となります。

次に、６ページ、７ページにつきましては、

依存財源の状況を記載しております。

７ページの一番上の表をごらんいただきたい

と思います。地方交付税及び臨時財政対策債の

状況でありますが、本県の歳入の３割以上を占

める地方交付税は、２億7,800万円減の1,824

億2,500万円となっております。これに、次の欄

の地方交付税の代替財源であります臨時財政対

策債を合わせた、一番下の計の欄ですが、実質

的な地方交付税額は４億6,900万円減の2,073

億7,600万円となっております。

次の２つ目の表をごらんください。県債の状

況であります。発行額は608億4,100万円で、施

設整備の増などによりまして、21億4,700万円の

増となっております。

その下の欄でありますが、県債残高につきま

しては、平成29年度末で193億700万円減の8,642

億3,900万円で、括弧書きにございますが、臨時

財政対策債を除いた残高につきましても、174億

円減少し、4,861億9,600万円となる見込みであ

ります。

次に、８ページ以降でありますが、歳出予算

の特徴を記載しております。

８ページ、９ページは、性質別の歳出予算の

状況であります。

、９ページのほうに説明を記載しておりますが

まず、①の義務的経費につきましては、人件費

が増加いたしますものの、扶助費、それから公

債費の減によりまして 11億6,000万円減の2,518、

億2,400万円となっております。この人件費の増

は、退職手当の増によるものでありまして、退

職手当は ２つ目に書いてありますが 18億1,200、 、

万円増の147億9,400万円となっております。

次に、②の投資的経費につきましては、普通

建設事業費の減によりまして、23億5,900万円減

の1,015億6,300万円となっております。普通建

設事業費の減の主な要因は国庫補助事業の減に

よるものでありまして、特に平成28年度予算に

おきましてはＴＰＰ対策関連の国庫補助事業、

これを計上しておりましたが、平成29年度はこ

れらが大きく減少することによるものでありま

す。

なお、公共事業費につきましては、枠外の米

印に書いておりますが、９億7,700万円、率にし

。 、て1.1％増の876億円となっております これは

事業の分類を一部整理したことによる増加が含

、 、まれておりますけれども これを除きましても

平成28年度と同規模の予算額を確保したところ

でございます。

次に、③の一般行政経費につきましては、貸

付金の減などによりまして、７億1,800万円減

の2,244億4,800万円となっております。

続きまして、10ページから12ページにかけま

しては、款別の歳出予算の状況と主な事業、主

な増減要因を記載しておりますので、後ほどご

らんいただければと思います。

13ページでございますが、特別会計と公営企

業会計についてまとめております。

また、14ページ、15ページにつきましては、

冒頭に申し上げました特別枠として措置しまし

た基金事業の一覧を、また16ページにつきまし

ては、同じく大規模災害対策基金事業の一覧を

掲載しているところでございます。

続きまして、17ページをごらんいただきたい

と思います。

上のほうですが、地方消費税引き上げ分を充

てる社会保障関係費でございますが、消費税及

び地方消費税の税率改正による引き上げ分につ
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きましては、社会保障の充実に充てることとさ

れておりまして、その状況を公表する必要があ

りますことから、引き上げ分の消費税収と社会

保障関係費についてまとめたものであります。

５％から８％への消費税引き上げに伴う地方

消費税の増加分は、歳入というところに書いて

ございますが、平成29年度は83億円程度となっ

ておりますが、一方で、社会保障関係費の歳出

でありますが、一般財源ベースで863億円程度に

も上っております。下のほうにグラフを掲げて

おりますが、その２つ、社会保障関係費と一般

財源総額の推移を示すグラフであります。一般

財源の総額が伸びない中で、棒グラフのほうで

すが、社会保障関係費は毎年度、数十億単位で

増加しておりまして、政策的経費の財源を圧迫

しておりまして、今後とも増加が見込まれてい

るところでございます。

次に、18ページをごらんいただきたいと思い

ます。

不断の取組としての財政改革であります。当

初予算編成における財政改革の取り組みの概要

を記載しております。

、 、２段落目に ２つ目の四角にありますように

新年度予算では、歳出につきましては、引き続

き、各部局において徹底した事務事業の見直し

を行う一方で、より積極的に事業を構築するた

めに、今回は捻出された財源の全額を新規・改

善事業として各部局に配分しておりまして、特

別枠も含め、新規事業97件、36億円程度、それ

から改善事業93件、20億円程度の事業を計上し

たところであります。

本県の財政状況につきましては、下から２つ

目に県債発行額の状況を記載しておりますが、

これまでの財政改革の取り組みによりまして県

債残高が減少するなど、現時点ではおおむね健

全な財政状況を維持できているものと思ってお

ります。

しかしながら、歳入の大幅な増加が見込めな

い中、今後とも、先ほど申し上げました社会保

障関係費の増加に加えまして、国体関連経費で

ありますとか公共施設の老朽化対策など、多額

の財政需要が想定されます。今後とも、不断の

取組として、財政改革をしっかり取り組んでい

く必要があるというふうに考えているところで

ございます。

、 、続きまして 19ページの右側でございますが

国の予算の状況、それから地方財政計画の関係

を記載しているところでございます。

以上が29年度当初予算の総括的な説明でござ

いましたが、予算の増額はマイナスとなってお

りますが、通常の新規・改善事業に加えまして

特別枠での措置も行い、限られた財源を工夫し

ながら、県民の安全・安心の確保を図る取り組

みでありますとか、あるいは中長期的な視点に

立った取り組みなど、必要な事業を構築したと

ころでございます。

また、今年度の11月補正におきまして、国の

経済対策に係る事業を300億円以上措置しており

まして、繰越事業費が大幅増となる見込みであ

りますことから、これらも一体的に執行するこ

とによりまして、積極的な取り組みを行ってま

いりたいと考えております。

当初予算の概要につきましては、以上でござ

います。

次に、資料の21ページをごらんいただきたい

と思います。

総務部における平成29年度当初予算の課別集

計表であります。

今回お願いしております総務部の一般会計と

特別会計を合わせた予算額は、一番下の表の太
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枠の中にありますように、2,642億6,143万9,000

円となっておりまして、前年度と比較します

と、2.6％の増となったところでございます。

次に、22ページをごらんください。

この22ページから28ページにかけましては、

総務部の主な新規・重点事業を掲載しておりま

す。後ほど、関係課のほうから御説明をさせて

いただきます。

次に、29ページをごらんいただきたいと思い

ます。

債務負担行為でございます。表にありますよ

うな３つの事項につきまして、追加をお願いす

るものでございます。

、 。予算議案につきましては 以上でございます

次に、特別議案でありますが、資料の30ペー

ジをお開きいただきたいと思います。

特別議案といたしましては、この30ページか

ら34ページまでになりますが、議案第23号「知

事等の給与及び旅費に関する条例等の一部を改

正する条例」など５件でございます。

最後に、その他報告事項でございます。

35ページをお開きいただきたいと思います。

本日御報告申し上げますのは、ここに記載し

ております平成29年度組織改正案についてなど

２件と、それから、先日の２月補正の常任委員

会で要請をいただきました、別途提出させてい

ただいておりますけれども、新田原飛行場周辺

騒音度調査の概要資料についての合わせて３件

でございます。

それぞれの詳細につきましては、危機管理局

長及び担当課長から御説明申し上げますので、

。御審議のほどよろしくお願いしたいと思います

私からは以上でございます。

税務課から、地方消費税清算○髙林税務課長

金及び県税収入の当初予算について御説明いた

します。

委員会資料の４ページをお開きください。

ページ中ほどに、自主財源の状況の表がござ

いますが、この上から３段目、地方消費税清算

金の欄をごらんください。これは、本県を含め

た全都道府県に国から払い込まれた地方消費税

総額を、消費に関連した基準によって、各都道

府県間において清算、配分するものでございま

す。

平成29年度の予算は、403億8,105万1,000円を

計上しております。前年度に比べまして14

億7,629万6,000円の減、対前年度増減率マイナ

ス3.5％となっております。

この地方消費税清算金は、全国の地方消費税

の動向に影響されますが、円高等により、輸入

取引に課税される貨物割が減少すると見込まれ

ますことから、このような額といたしておりま

す。

続きまして、県税収入予算について御説明い

たします。

ページが飛びますが、資料の20ページをお開

きください。

県税収入につきましては、県内の経済動向や

、 、主要企業の業績見通し 平成28年度の税収状況

税制改正等の影響を総合的に検討して見込んだ

ものでございます。

当初予算は、表の一番上の段、県税計の右の

欄の①の欄のとおりでございますが 958億3,000、

万円を計上したところでございます。これは、

前年度に比べ11億4,000万円の増、対前年度

比101.2％となっております。

それでは、主な税目について御説明いたしま

す。

増減額①―②の欄をごらんいただきたいと思

います。



- 7 -

平成29年３月13日(月)

まず、県税計の下の段、個人県民税でござい

ますが、主に証券税制の影響によりまして、６

億9,290万円余の減と見込んでおります。

次に、その４つ下の法人事業税につきまして

は、企業業績が堅調に推移するものと見込まれ

ますことにより、21億4,822万円余の増と見込ん

でおります。

次に、その下ですが、地方消費税の関係にな

ります。譲渡割地方消費税が６億9,376万円余、

その下の貨物割地方消費税が6,347万円余の減と

見込んでおります。これは、いずれも、28年度

に生じた特殊要因が29年度には生じないこと等

により減となるものでございます。

このことについて若干御説明いたしますと、

地方消費税の国から県への払い込みは、国に納

付された２カ月後となります。１月末日が休日

になりますと、納付期限が延長されまして、そ

の税収が２月に納付されることになります。そ

うなりますと、２月に納付されました地方消費

税は、２カ月後の４月に本県に払い込まれるこ

とになりますことから、地方消費税の税収の一

部が年度をまたぎまして翌年度の収入になるた

め、こういう現象が起きるものでございます。

、 、次に その４つ下の自動車税につきましては

自動車保有期間の長期化に伴う重課対象自動車

の増により、１億2,918万円余の増と見込んでお

ります。

また、その３つ下の軽油引取税は、軽油の消

費量の増加によりまして、２億1,125万円の増と

見込んでおります。

説明は以上でございます。

議案の概要説明及び歳入予算等○二見委員長

の説明が終了しました。

ここまでのところで質疑はございませんか。

17ページ、地方消費税分の社会保○坂口委員

、 、障関連 今度の引き上げ分の地方への清算基準

これが見直されたんだったですかね。８分の１

・８分の６・８分の１ルールが。だから、都道

府県分も市町村への清算基準の見直しをやっ

たっていうのが、29年度から反映されることに

なるんですか、これは。

今度の29年の税制改正におき○髙林税務課長

ましては、１つは、地方消費税の清算基準を最

終消費地に帰属させるということを目的にして

おりましたんで、清算する指標の基準でありま

、す小売年間販売額へのデータの更新を行う際に

事業者の所在地で計上されると思われます通信

・カタログ販売、それとインターネット販売に

ついて、これを基準から除外とすると。あわせ

まして、清算基準に用います人口と従業員数の

割合を現行の15％から17.5％ 従業員のほうは10、

％から7.5％に減少させるというのを平成28年度

から改正するということになっております。

、 。○坂口委員 減少させるのは どの部分ですか

もう一回、増加分と減少分の対象項目はどこに

なるのか。

変わりますのは、小売年間販○髙林税務課長

売額のデータの中から、通信・カタログ販売、

インターネット販売、こういったものを除外す

る。それと、基準に用いております人口と従業

員数の割合。これを、人口につきましては現行

の15％を17.5％、従業員数は10％から7.5％に引

き下げるという、この改正でございます。

結局、大まかに言えば、属地性か○坂口委員

ら人口割へのシフトがなされる。それから、実

際に品物が動いたところに帰属させるという考

え方が反映されるようになったのかなと思うん

ですけれど。

僕が、去年、おととしか 今の増税分５％─

分の清算基準というのは、これはおかしいと、
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目的を逸脱しているということで、知事にもか

なり一般質問をやったんですけれど。そのとき

の県の考え方っていうのは、あくまでもこれは

地方消費税だと。だから、やはり消費地帰属型

が当たり前で、それは変えられないんだという

ようなトーンだったんです。ところが、やはり

変えてきてますよね。だから、宮崎ファースト

、 。 、というのは ここらなんですよ 目的に沿って

我が県に堂々と持っていくべき金というのは、

やはりそれは主張すべきだと思うんです。これ

を本県は遠慮していて、オールジャパンだった

んです。オールジャパンは５％以下の消費税の

話で、増税分というのは、これは間違いなく目

的税だから、せっかく切り口があいたから、こ

こんところを今後もっと徹底して求めていって

ほしいって思うんです。これは強く要望してお

きます。ぜひ、総務部長、知事にもしっかりそ

こを伝えて、我々も議会でやりますけれど、知

事会でやはりやっていってほしいということで

す。

これ、もし何かコメントがあれば。

消費増税の趣旨等を踏まえな○桑山総務部長

がら、その辺、しっかり対応してまいりたいと

思います。

それから もう一つ これはちょっ○坂口委員 、 、

と関連して聞くんですけれど、１ページのみや

。ざき創生基金での地域振興事業の畜産新生です

、 。これは 口蹄疫の復興ファンドをもうやめたと

まだ再生されてないじゃないかってことで、経

済も立ち直ってないじゃないかって、それは継

続して国に求めるべきだっていうことがあった

けれど、今度は特別交付税で措置してもらうこ

とにしたんだっていう説明だったんです。今の

時点での締め切り分の特交は、この畜産新生関

係に29年度予算として何ぼぐらい反映されます

か。まだ年度末分もあるけれど、12月末分で。

特別交付税の今年度分につき○川畑財政課長

ましては、12月分として、口蹄疫対策に要する

経費が交付されております。詳細なところ、口

蹄疫のところのファンドの減少で、27年度まで

ありました転貸債の利子分の８割という４

億8,000万についてはなくなるけれども、それの

引き続きの事業については配慮していただける

というお話でありました。

実際にどうかというところですが、独自に取

り組む農家支援対策については、引き続き特別

交付税の対象とされまして、４億8,000万円が丸

々減るのではなく、ほかのも含めてですが、３

億5,000万円の減額という程度にとどまっており

ます。

来年度分につきましては、特別交付税につい

て、予算で口蹄疫関係で幾らという計上はして

いなくて、予算については、特別交付税は毎年

度25億という予算計上をしておりますので、予

算上、口蹄疫の関係で幾らという計上にはなっ

ておりません。

それは、ちょっとおかしいと思う○坂口委員

んです。その分は特交でもらうんだということ

だったんですよ。だから、通常の特交部分とい

、 、うのは これはもうそのときの国の台所事情で

災害なんかがぽんと出たときは、もうゼロに限

りなく近づいていくでしょうけれど。これは、

今後しっかり特交で措置するということを国が

言ったという説明だったわけだから、６億の８

割にしても４億8,000万です。これをしっかりも

らっていかなきゃだめですよ そういう説明だっ。

たんですよ。

申しわけありません。説明が○川畑財政課長

少し不十分だったんですけれども。６億という

のは昨年度までの利子分の８割という措置でし
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て、今年度につきましては事業が減少しており

ますので、額としましては、事業費でファンド

の後継としましては３億1,800万円余でございま

す。５割の措置率で考えますと、ファンド以外

の部分と合わせまして３億程度ということで、

こちらがこの事業について対象としてほしいと

挙げた事業については、ほぼ査定されることな

。くつけていただいているものと考えております

いや、そりゃ、だめですよ。地域○坂口委員

振興から何から、ことごとく言われていた６億

円ですから だから その分を確保してこなきゃ。 、

だめですよ。通常の事業で復興ファンドに当た

る、地域振興の商品券みたいな事業とか、そう

いった通常の事業でできないところのすき間を

埋めていたのが口蹄疫、一旦ろ過してからやっ

ていたわけだから。その自由度をなくして、通

常の事業でできるものの中での畜産新生に係る

部分だけを請求しましたというんじゃ、これは

議会の説明と全然違いますよ。あのときは、基

金をなくすべきじゃないと、国の責任でやはり

やらせるべきだと。ワクチンまで打って、宮崎

の牛を全部なくした。その害が出てきて、まだ

立ち直れないんで それは国の責任でやんなきゃ、

だめだというところを、今後は特別交付税で措

置してもらうことになりましたというのがその

説明です。それまで６億出してたんです、５年

間で30億ですから。例えば、その利息分の半分

を県が金利負担をしていくにせよ、それでもま

だ年間３億です。それはすき間に埋めれる、通

常届かないところへ届かせるための財源として

確保しなきゃだめなわけです。だから、それ、

ちょっと説明の仕方が変わってきてますよ。

昨年度までのファンドの経費○川畑財政課長

につきましては８割で措置されておりまして、

６億のところを４億8,000万円という措置率でし

た。今回、こちらとして、事業費として計上し

ているのは農家支援対策だけではなく、風評被

害対策、経済対策のようなものも事業費として

拾って、こんだけかかってますという要望をし

ております。そこも全て含めた上で５割の措置

をいただいているということで、広く拾って、

。今後とも要望はしていきたいと考えております

やはり分母が小さ過ぎます。もっ○坂口委員

と市町村にやってから、これまでやっていた２

事業まで 本当に大丈夫なのかということをやっ、

て、もう少し復興対策に対しては、そこへ投資

していかないと、その分を国に求めないと。今

まで以上のものをもらうというのは難しいで

しょうけれど。これは、明らかに100％、国の責

任です 超法規的な措置でこれだけのことをやっ。

て、他の地域へもう迷惑をかけまいという、あ

る意味犠牲だったわけですから。だから、そこ

んところをやはりしっかりやっていかないと。

今までの通常の事業でできなかった、補助事

業でもできなかった、県単でちょっと手伝いし

てあげるかということも厳しかったものに対し

て、ずっとそこに補塡できていたんです。それ

で、地元の商店街なんかが喜んでいたものの一

つが地域での商品券ですかね、地元の商店街で

２割安ぐらいで買えるとか。こういったものま

でやっていって、徐々にそのときのダメージか

ら立ち直ってきていたわけです。まだまだ後遺

症があるよというときに、ファンドを打ち切っ

たわけですから。これは続けて求めるべきだっ

ていったのを。だから、そこんところは、もう

ちょっと積極的な予算がないと。今言われたの

は、通常の事業ですよ。

おっしゃるとおり、経緯のあ○桑山総務部長

、 。 、る この問題であります これにつきましては

蔓延防止対策以外の風評被害あるいは農家経営
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支援、こういったものをファンドの後継事業あ

るいはファンド以外のものもなるべく広く拾っ

て対象に含めて、交付税措置の対象となるよう

努力しておりますので 今後とも議員のおっしゃ、

る趣旨を十分踏まえまして、幅広に拾って要望

していく、そういう努力を重ねていきたいと思

います。

自主財源のことでちょっとお聞き○中野委員

しますが、地方消費税清算金というのは、宮崎

県内で発生した消費税に係るものですがね。

、 、○髙林税務課長 地方消費税 資料の20ページ

こちらのほうの県税収入予算の表の中ほどにご

ざいます譲渡割地方消費税と貨物割地方消費税

、 。は これは宮崎に入ってきた税収でございます

それと、委員から今お話しがありました地方消

費税清算金、これは一旦各県に納められた消費

税を全国のレベルでまとめまして、それによっ

。 、て配分するものでございます そういうことで

地方消費税清算金は全国の地方消費税をベース

にしております。県の予算のほうの、この20ペ

ージに書いてあるものは、県のほうに直接、宮

崎税務署長を通しまして入った税収でございま

す。

難しく答弁されたので、一段とわ○中野委員

けがわかりませんでした。単純に聞いたつもり

だったんですけれども。

要は、原因が円高で、宮崎県の輸入商品の落

ち込みを見込んだからマイナス3.5％という説明

をされたから。それじゃ、日本全体での貿易の

取引なんかの比率で宮崎県がもらうのが落ちた

と理解すればいいんですか。

委員のおっしゃるとおりで、○髙林税務課長

これは地方消費税清算金、全国ベースになりま

すんで、いわゆる貨物割と言われる税収のほう

が、円高の影響で全国的に落ちているものです

から、その関係で宮崎県の配分も少なくなると

いうことで、全国ベースの動きでございます。

私は、誤解も含めてですが、宮崎○中野委員

県の貿易の取引で、円高で落ち込む分の消費税

分がということかなと思ったもんだから。それ

とは関係ないわけですよね。

その関係につきましては、１○髙林税務課長

つは、先ほどの20ページをもう一度ごらんいた

だきますと、ここで本県に入ってきますのは貨

物割地方消費税で、これが本県も前年度に比べ

ますと87.3ぐらいになっております。ただ、う

ちの県につきましては、この税収の割合を見て

いただきますと、譲渡割という、普通の商品取

引に係るほうは165億ほどございます。貨物割と

いう輸入消費に係る税のほうは２億3,400万とい

うことで、割合的にかなり本県のほうは影響は

少なくなります。

一方で、全国ベースになりますと、これは国

の地財計画上で見てみたんですが、７割が譲渡

割のほうでございまして、３割が貨物割、結構

大きい額でございます。こちらのほうの税収が

減ってくるものですから、その影響に引っ張ら

れてしまうということで、本県よりも、全国的

な港の多いところとかの県のほうの影響に引っ

張られているような状況でございます。

18ページなんですが、不断の取組○日高委員

という言葉を最近よく耳にするんですけれど、

ことしは財源を県政の重要施策に充当し、新規

事業97件、改善事業93件を措置したということ

、 、 、で これって 今まではやってなかったけれど

ことしから不断の取組として、これぐらい事務

、事業を見直したというふうに理解していいのか

その辺をお伺いします。

財政改革につきましては、平○川畑財政課長

成16年度から継続的に取り組んできておりまし
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て、今、第四期の財政改革推進計画を27年度か

ら取り組んでいるところです。

新規・改善事業につきましては、毎年度、事

業の終期を迎えたものを改めて見直して、そこ

の財源を各部局で、この事業については終期を

迎えるので、その財源を新たな事業、また改善

事業と言ってますが、引き続きの事業で改善点

などを考えていただいて、新たな事業として新

規・改善事業ということになっております。予

算編成の過程で新規事業・改善事業については

議論していきますので、この改善事業の件数、

また額については、毎年度異なる。結果とし

て、29年度の予算編成においては、この件数、

額であったということになります。

特に今年度、特別にこういう形で○日高委員

徹底的な事務事業の見直しをしたというわけで

はなくて、27年度から毎年、第四期財政改革に

あわせて取り組んでおるということでいいです

よね。

例えば、この事業も結局、見方によっては将

来性とか、この事業を行ったときの効果、最小

の経費で最大の効果 当然 その辺の説明をしっ、 、

かり受けながら予算をつけていくのかなという

ふうにも思うんですが、そういった形で編成と

いうのはなされているのか、ちょっとお伺いし

ます。

毎年度の予算編成に当たりま○川畑財政課長

しては、夏の時点から、今年度、事業終期を迎

、えるものの次の財源をどうしようということで

各部局と議論を行っていきます。財政改革自体

は平成16年度から取り組んでおりまして、今

回、10月の時点ですけれども予算編成方針を出

すときに、これまでは予算編成方針の基本方針

の中のトップに書いてあった財政改革を、財政

改革は引き続き取り組んでいくものとして、不

断の取組という冠をつけたのは29年度の予算編

成からです。

ただ、徹底した事務事業の見直し自体は、毎

年度、予算編成に当たって行っておりまして、

各部局と丁寧に議論をしながら、新しい事業の

ためには財源が必要ですということとか、この

事業については必要だから、じゃあ、この改善

ポイントをもって新たな事業として構築をして

いこうとか、議論を重ねて編成を行っておりま

す。

各部があります。それぞれには部○日高委員

長さんがおられると思うんですが 部局マニフェ、

ストなるものが県にあるのか、ちょっとわから

ないですけれど、部長と知事の約束みたいな、

そういったので、やはり部として各部長の権限

というのはどこまであるのかなと。それについ

て、わかる範囲で総務部長にお答えをお願いい

たします。部長の財政に対する権限。

大変難しい質問なんですけれ○桑山総務部長

ど。

各部局、この重点施策を頭に３つ掲げており

ますが、そういった方針のもと、全庁的にそれ

ぞれの部局の守備範囲に応じて、この重点施策

を推進していくわけですが、当然、事業は100や

、 。りたいとしても 財源には限りがありますので

そこに、部局横断的なルールとして、私どもが

財政改革推進計画を策定して、絶えず財源を見

直しながら、新しい事業をやっていきましょう

よと。将来の本県の財政見通しを立てながら、

このくらいが限度だねというものをベースとし

て我々が設けているものが、こういうシーリン

グであったり、そういう財政のルールでござい

ます。

したがいまして、部局としては、しっかり施

策を考えて推進してほしいんですが、当然予算
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に限りがありますので、そこにやはりめり張り

をつけながら、順位づけをしながら取り組んで

いくということになろうかと思います。

それはわかっているんです。です○日高委員

から、枠配分した中で、その事業を、そこの部

長ないし、その部が順位性をしっかりつけさせ

て、これが必要なんだということでやっていっ

ているのかという話なんです。

ということは、そういう作業はないってこと

なら、ないでも……。

各部局で財源捻出のためのシ○桑山総務部長

ーリングの作業をやりつつ、一方で新年度の事

、業を各部局でそれぞれの担当課から聞きながら

部として整えていくわけですけれども、その中

で、当然財政課に要求する際には、捻出した財

源を、ことしは100％返しておりますけれども、

それをもとに要求するものとか、あるいは特別

枠と申し上げておりますが、そういった別枠で

も要求する。そういったものを部局内では当然

優先順位をつけて、そして私ども総務部財政課

のほうに要求してくると、それを踏まえて、知

事まで査定をして決めていくということになり

ます。当然、内部では、部局でしっかり判断を

していただいているという状況です。

なるほどね。○日高委員

結局、部長の権限というところが曖昧なとこ

ろで、言葉はばっと話すけれど、実際的にどう

なのかというところも正直ありまして。絶対そ

れが、まだ財政に予算をつけろつけろという問

題ではなくて、枠配分された財源を、やはり部

が一番わかっているわけですから、そこでしっ

かりと順位性をつけるぐらい、これが必要なん

だって言ってきて、それが将来性とか効果が出

、てくるというふうな部局マニフェストなるもの

当然、知事との約束ってなってくると思うんで

すが、そういったことも取り組むべきじゃない

かなということを提案させていただきたい。

各部局で年度初めには目標を○桑山総務部長

立てまして そして おっしゃるようなマニフェ、 、

ストのようなものを部長段階あるいは課長段階

でもつくっております。そして、人事評価制度

というのを言っておりますが、そういったもの

をブレイクダウンして、職員のレベルでも、組

織目標を達成するためにどういう努力をするか

ということも目標を立てて取り組んでいるとこ

ろでございます。

、 、今後とも そういうものをベースにしながら

例えば本年度でいえば畜産関係の輸出関係の支

援、施設への５億円の補助であるとか、部局の

、財源を大きく突出するような事業もありますが

そういったものに対しては、めり張りのついた

。予算措置なども行っているところでございます

最後に。○日高委員

部長が１年でころころかわりよったら始まら

んわけなんですよね、こういうのは成り立たな

いわけですけれど。そのケースが、最近、まだ

入ってきたばっかりですけれど、先輩たちに聞

いても、部長が一、二年でかわれば、なかなか

体制を整えるのは結構厳しいだろうと。当然だ

なと。ここら辺も、やはり人事的なところでも

問題があるのかなという指摘もしたいし こ─

れは答えなくていいんで 指摘だけれど、知─

事マニフェストとの整合性ってどこでとってい

くんだと。というのは、これとは、もう全然整

合しちょらんわけです。その辺は、マニフェス

トと県の総合計画のリンクがないと私はおかし

いなというふうには思うんで、ちょっと指摘だ

けさせていただきました。

質問でもしたんで、再度なんです○満行委員

けれど、国は地方創生と言いながら、なかなか
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地方に財源を渡してくれないなというのが不安

なんです。地財計画では、総体は確保するもの

の、やはり地方交付税は落ちています。区分で

いけば依存財源となりますが、これはもう地方

の固有の財源なわけで、ぜひこの確保は努力し

ないといけない。これは、知事にも旧自治省に

も頑張って財政とやって、取ってほしいなと強

く思うんです。もう社会保障費はどんどん上が

る。警察にしろ、教育にしろ、何にしろ、全部

地方の財源を求められるわけで、もう地方はど

うなるのか。こういう意味では将来が大変不安

なので、知事に質問しましたけれど、ぜひ県を

挙げて。市町村も本当に困っているわけで、将

来が大変不安です。部長の答弁を聞きたいなと

思っています。

やはり地方にとっては、必要○桑山総務部長

な財源確保っていうのは大変大きな問題である

と思っております。平成29年度の国の地方財政

計画に関しましては、地方の一般財源総額につ

いては前年度を4,000億円ほど上回る額が確保さ

れたということでありますとか、あるいは地方

創生関連の交付金、あるいは事業費自体が維持

されたというそういった点、あるいは防災・減

災の緊防債と言っておりますが、起債関係、そ

ういったものも延長された。そういったことで

は評価できるところがあったというふうに思っ

ております。

ただ、一方で人口減少対策関係の措置である

とか、どうしても地方にとってなかなか厳しい

と思われるようなものもございますので、今後

とも、地方にとっての財源確保に向けてのさま

ざまな要望をしっかりやっていく必要があると

いうふうに思っております。

もう一つ。○満行委員

臨財債なんですけれど、国を信用していない

わけではないんですけれど、いつまで臨時なの

か。これもまた不安材料で、本当に返ってくる

のかよという心配もするし、どんどん振り替え

がふえてしまっているわけです。そのことも本

来の法の趣旨に戻るべきだと。いつまでやるん

だということは 地方からの投げかけが必要じゃ、

ないのかなと思うんですけれど、もう一回、部

長いかがでしょうか。

、○桑山総務部長 臨財債の関係につきましては

委員会資料の７ページでもお示ししましたよう

に県債残高がございますけれども、臨財債を除

いた額が4,860億程度、総額で8,600億程度とい

うことですから、相当な割合に上っているとい

う現状がございますので、おっしゃるような点

については、交付税の法定の率の引き上げであ

りますとか、いろんな手法があると思いますけ

れども、今後とも国に強く要望していきたいと

思います。

よろしくお願いします。○満行委員

今言われましたから、関連がある○中野委員

と言えばあるんですが。国は債務がどんどん超

過してふえていますよね。宮崎県は努力して県

債残高が減っているということで、せっかく努

力をしているんだけれど、国全体は国債がふえ

ている。そういう中で、地方、地方といいなが

ら、地方創生という言葉を使いながら予算を組

む。現実的には42億円、昨年よりも0.7％減額に

なったということですよね。そういう中で、地

、方創生で何とか地方の景気を向上せんないかん

地方の時代が云々といいながら、予算的には非

常に厳しくなっている。国が予算を立てたもん

からすると、地方には余り来ていないんじゃな

いかなと。そしてまた、地方は地方でなるべく

借金を努力して少なくせにゃいかんということ

で予算を組まれるわけです。だから、何か矛盾
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しているような気がするんです。

それで、実際は予算を立てるのに、何か四苦

八苦しながら5,778億円をつくられたんじゃない

かなという気がするとです。平たく言えば、前

年度よりも42億円減ったんだけれど、毎年の予

算額、金額的に本当の予算。基金に積んで、そ

れを取り崩せば、倍の予算額になりますよね。

真水の予算というか、それは前年からするとど

んな数字になっているんですか。これは予算と

いうのは、予算高ですよね、金額高。そこで宮

崎県の経済がどうなっているか、市中に流れる

お金がどうかということを見ていく必要がある

と思うんです。減ってないのか、ふえているの

か、その比較とか、そういうのはわかりません

か。

おっしゃるのは、例えて申し○桑山総務部長

上げますと地域医療介護総合確保基金 こういっ、

たものが国から補助金、交付金を受けて、それ

を一旦基金に積むという歳出と、その積んだ基

金をまた取り崩して収入を受けて、そしてまた

歳出するという、そこがダブルカウントになっ

ているような、そういった点をおっしゃって真

水ということをおっしゃっているのだと思いま

す。

これについては、例えば地域医療介護総合確

保基金であれば、国のルールとして、一旦基金

に積みなさい、そしてその年度で使いなさいと

いうことでありますので、そういう計上の仕方

。 、にならざるを得ないわけでございます 幾つか

そういったものがございます。

それを除いた真水の部分というのは、比較が

なかなか難しいという状況で何とも申し上げら

れないんですが、ことしの予算で申し上げます

と、ことしは農林水産業費におけるＴＰＰ関連

の予算の国庫補助関係が大幅に減少したという

のがマイナスの要因でありまして、それを除き

ますと、決して緊縮型というようなことではご

ざいません。

ただ、地方と国との比較のお話もありました

けれど、地方ではやはり行革という部分におい

ては職員数の減でありますとかいろんな面で、

私どもとしては国より進んでいるんではないか

というふうに思っておりまして、そういった努

力をしながら、事業に回せるような予算の確保

に努めているところでございます。

制度上、基金に積んで取り崩すと○中野委員

いうことをせざるを得ないから、そのことを毎

年、去年もことしもするわけですから、そうい

うことを全部清算して、真水という言葉がいい

のかわかりませんが、その金額の前年と比べて

どうかというのを見て、それが予算的に市中に

流れるお金だから。給料という形だったり、公

共事業という形をとったり、補助だという形を

とりながら、県内に流れるわけですから。それ

の増減が、宮崎県内の景気に、かなり公共とい

う面で影響していると思うんです。だから、そ

こで予算が膨らんだり、へっこんだり、真水と

いう部分ですれば。地方創生といいながら、厳

しいときには、もともとこの公共の予算で伸び

ないなとか想定がされます。それで、国もそう

いうことで景気対策を含めて予算をつくってい

くわけですから。そういうことはしていないわ

けですね。そこ辺を見ないと、地方創生云々と

言いながら、今度は未来志向ということでやっ

ていらっしゃるわけですけれども、本当の意味

でそれがうまくいくのかなという気がするもん

で聞いてみました。

、○桑山総務部長 一旦基金に積むという歳出と

それから基金から取り崩して、また補助金を出

すという、そういうことで、10の予算が20とい
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うようなことをおっしゃっているわけですけれ

ども。そういったことは、申しわけありません

が、前後の比較はしていないんですが、いわゆ

る県民向け、あるいは県内の産業等に向けての

必要な予算については、各部局の要求等を受け

ながら、必要なものについては確保に努めてお

りますので、そういった点から、今後とも努力

をしていきたいと思います。

ちょっと先ほどの質問の関連なん○日高委員

ですけれど、部局マニフェストにこだわるわけ

じゃないんですけれど、多分、宮崎県には部局

マニフェストというのがあって、部長が達成し

たい事項について、知事に対して、各部が提案

したわけですよね。その達成率は、１年後にど

れだけ達成して、どういうふうな評価を受けた

かというのは、知事が公表しなくちゃいけない

ことになっていたはずなんですけれど、その制

度というのはいつの間にか消えたのか。多分、

部長が知らんから、ないんでしょうけれど。い

つ消えて、どうなったのかというのを、ちょっ

と。

部局マニフェストは、以○小田行政経営課長

前ございました。年度当初に、こういった取り

組みをやりたいというものを知事に提出して説

、明をする場もあったということでございますが

それはもう数年前にやめておりまして、今は部

局長メッセージということで、どちらかという

と職員に対して、自分はこういう形で事業を進

めていきたいというのを示す内容に変えてきて

おります。

ですので 部局マニフェストという 以前やっ、 、

たような取り組みというのは数年前にやめて、

今は部局長メッセージということで、職員に対

してこういう取り組みをやっていきたいという

のを年度初めに示すという取り組みに変えてき

ております。

その部局マニフェストというやり○日高委員

方自体が、効果が薄かったと。だから、そうい

う職員へのメッセージということに変えてきた

と。その根拠って、その辺はどうなんですか。

これは効果が薄いというふうに判断した根拠で

す。

実際、部局マニフェスト○小田行政経営課長

を立てても、先ほどいろいろ話がありましたと

おり、やはり予算の関係もございます。

もう一つは、実際、政策につきましては、総

合計画が、知事の政策提案を受けてアクション

プランも策定をし、それに基づいて各部局が政

策を実施しているというところもあります。で

すから、一応、そういう流れでもって政策推進

のほうは行っているというところになっていま

す。

部局長に関しましては、部局マニフェストっ

て立てるよりも、実際にその部局がやる政策と

いうのは、もうアクションプランのほうで４年

間決めてありますので、それを着実に推進して

いくというのが基本だろうと思っています。

一応そういう形で今取り組みは行われており

ますので、部局マニフェストというのは、特に

もうやらないということにいたしたところでご

ざいます。

最後に。○日高委員

やる、やらないはそちらが決めることですか

ら、それはいいんですけれど。やはり、この事

業をして、これだけの数字を残して成果を残し

ますよということの知事との約束がしっかりと

達成できたか、できなかったかというのは、職

員さんの意識改革とか、これを絶対やり遂げる

んだとか自己研さんとかです。当然、数字を求

められたり達成率を求められることは、私は有
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効手段だというふうに思うんです。金がないか

らという問題じゃなくて、金がない中でどうし

ようかというのは、当然どこの部もわかってい

て、金がないのにめちゃくちゃな、これをした

い、これをしたいというのは出すわけないんで

すよね、それをわかっているわけですから。と

ころが、目標的な、これをせにゃいかんという

のが下がるから、こうしなさい、ああしなさい

よといったほうが、基本的に楽です。だから、

そういったところというのを なぜそういう─

ことをせんと、いつの間にかなくなっていると

いうのは何か腑に落ちないんです。

部局マニフェストという形態○桑山総務部長

は終了しているわけでありますけれども、先ほ

どちょっと触れましたけれど人事評価制度とい

うものも、昨年度試行ということで、本年度か

ら本格実施をしているところでございます。

この中で、例えば私ども部長であれば、おお

むね５項目程度の欄が設けてありますが、それ

によって、ことしの目指すべきいろんな目標を

立てて、上司である副知事との面談を行いなが

ら、ことしの目標を明確化する。そして、それ

を中間あるいは期末に、成果についてまた報告

して、それを評価・検証するといったものを、

担当者の方は直属のリーダーであるとか課長あ

、 、るいは所属長と リーダーはまたその上の方と

、段階別にそういった制度を導入しておりまして

そういったものを通じて、組織として達成すべ

き目標を明確にしながら成果を上げる、そうい

う仕事を進めていきたいというふうに思ってお

ります。

部長が言うんであれば、それで成○日高委員

。果をしっかりと求めていただければと思います

ほかに質疑はありませんか。○二見委員長

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、引き続き、３課ごと○二見委員長

に班分けして議案の審査を行い、最後にその他

。報告及び総括質疑の時間を設けることとします

執行部の皆様の御協力をお願いいたします。

なお、歳出予算の説明については、重点・新

規事業を中心に簡潔に行い、あわせて決算にお

ける指摘要望事項に係る対応状況についても説

明をお願いいたします。

まず、第１班として、総務課、人事課、行政

経営課の審査を行いますので、順次議案の説明

をお願いします。

なお、委員の質疑は３課の説明が全て終了し

た後にお願いいたします。

それでは、総務課の当初予算○上山総務課長

について御説明をいたします。

お手元の歳出予算説明資料の63ページをお開

きください。

総務課の平成29年度当初予算額は、21億7,473

万2,000円でございます。

それでは、主な内容について御説明をいたし

ます。

65ページをお願いいたします。

まず 下から３段目 事項 文書管理費5,068、 、（ ）

万9,000円であります。これは、文書収発業務に

要する発送料や非常勤職員等の人件費、文書管

。理システムの運用保守に係る経費でございます

次に その下 事項 浄書管理費4,289万8,000、 、（ ）

円であります。

めくっていただきまして、66ページの上段を

ごらんください。

これは、庁内で作成します冊子類の印刷・製

本業務などの経費でありまして、印刷機器類の

保守・リース料、用紙などの消耗品代、非常勤

職員等の人件費となっております。

続いて （事項）情報公開推進費444万3,000円、
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であります。これは、情報公開・個人情報保護

制度を推進し、適正な運営・理解を図るための

経費でありまして、審査会や審議会の開催経費

及び情報公開の窓口であります県民情報センタ

ーの運営費でございます。

次に、（事項）文書センター運営費3,361万9,000

円であります。これは、歴史的価値のある公文

書や県史資料等を適正に保存管理するための経

費でありまして、公文書のマイクロフィルム撮

影委託や消火設備等維持管理に要する費用、非

常勤職員等の人件費が主なものでございます。

次に （事項）庁舎公舎等管理費４億8,173、

万4,000円であります。これは、庁舎・公舎等の

維持管理に要する清掃警備などの委託料や光熱

水費、職員宿舎の維持管理経費であります。

次に 事項 防災拠点庁舎整備事業費９億282、（ ）

万2,000円でありますが、詳細につきましては、

後ほど常任委員会資料で説明させていただきま

す。

続きまして、67ページをお願いいたします。

（事項）東京ビル運営費2,874万8,000円であ

ります。東京ビルは、東京事務所の職員宿舎や

長期研修生の職員寮、本県出身者の学生寮など

から構成される複合ビルでございまして、ビル

の管理運営に要する委託料や学生寮の指定管理

料となっております。

続いて （事項）公有財産管理費３億1,647万、

円であります。

説明欄の１、公有財産維持管理費は、県有財

、産の災害共済保険料や公共下水道受益者負担金

３の県有資産所在市町村交付金は、県営住宅や

職員宿舎等が所在する市町村に固定資産税に相

当する額を交付するものであります。

４の県有財産利活用強化促進事業は、県有財

産の貸し付けや未利用財産の維持管理、売却等

を推進するための経費でございます。

説明欄の５、新規事業「県有施設評価システ

ム整備事業」につきましては、後ほど常任委員

会資料で説明をさせていただきます。

続きまして、68ページをお願いいたします。

（事項）県有施設災害復旧費9,270万円であり

ます。これは、天災やその他の事故により被害

を受けた県有施設の復旧措置を行うための経費

でありまして、財源は県債となっております。

それでは、常任委員会資料の22ページをお願

いいたします。

新規事業「県有施設評価システム整備事業」

について御説明いたします。

１、事業の目的・背景にありますように、こ

のシステムは昨年９月に策定しました公共施設

等総合管理計画を具体的に進めるために整備す

るものでございます。

２の事業の概要ですが、予算額は4,200万円、

財源は全額一般財源、事業期間は平成29年度で

あります。

（４）の事業内容ですが、これまで各施設所

管部局で管理されていました利用者数や維持管

理費といった建物の情報を一元的に管理し、施

設カルテの作成や施設の保全に関する将来経費

。の予測等を行うシステムを構築してまいります

３の事業の効果ですが、これらの情報を活用

することによりまして （１）の老朽化対策とし、

まして、個別の建物ごとにメンテナンスサイク

ルを構築し、予防的な修繕・改修を実施するこ

とにより、長寿命化と財政負担の低減化を推進

いたします。

さらに、個別の建物の将来経費が予測できま

すことから （２）の施設の維持管理について、、

、全庁的な将来経費の予測が可能となりますので

年度ごとに急激な変動がある場合等は施設類型
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ごとに工事の実施時期等を調整することで、そ

れを緩和することができ、全体として財政負担

の平準化を図ることができます。

続きまして、資料の23ページ、防災拠点庁舎

整備事業につきまして御説明をいたします。

まず、１の事業の目的・背景ですが、御案内

のとおり、大規模地震等の災害時に、県民の生

命と財産を守る司令塔としまして十分な耐震性

能を有し、災害応急対策等を円滑に実施できる

防災拠点庁舎の建設に来年度から着手したいと

考えております。

次に、２の事業概要ですが、29年度は本体工

事等の工事費を中心に９億282万2,000円を計上

しております。

右下のスケジュールのとおり、29年度から31

年度にかけての工事を考えておりまして、29年

度は５号館の引き家を行った後に、11月議会に

本体工事の契約締結議案を上程し、可決いただ

けましたら、12月末から着工し、約２年間の工

期で31年12月末の竣工を予定しております。

本体完成に前後いたしまして、５号館の改修

や外構・植栽工事、また一番左下の行にありま

すように、別途、防災行政無線の移設や県庁Ｌ

ＡＮの整備等を行いまして、31年度末の供用開

始を目指しております。概算工事費は、左下の

表の一番下の欄にありますように、約132億円と

なっております。

３の事業の効果ですが、防災拠点庁舎の整備

によりまして、県の防災対応力の強化が図られ

るものと考えております。

次に、債務負担行為についてでございます。

。常任委員会資料の29ページをお開きください

表の１段目、防災拠点庁舎建設事業ですが、

平成31年度までの継続契約となるため、限度

額122億5,918万5,000円を計上しております。

続きまして、常任委員会資料の32ページをお

開きください。

議案第30号「宮崎県情報公開条例の一部を改

正する条例」案につきまして御説明をいたしま

す。

改正理由につきましては、１にありますよう

に、公立大学法人宮崎県立看護大学が本年４月

１日に設立されることに伴い、条例の実施機関

に、県が設立した地方独立行政法人を加えるな

ど、所要の改正を行うものであります。

、 、改正内容としましては ２にありますとおり

県が設立した地方独立行政法人を条例の実施機

関に加えるとともに、同法人または公社が行っ

た開示決定などに不服がある場合、これまでど

おり審査請求をすることができる旨の規定を設

けるなど、必要な改正を行うものであります。

３の施行期日としましては、29年の４月１日

としております。

続きまして 資料の33ページ 議案第31号 宮、 、 「

崎県個人情報保護条例の一部を改正する条例」

案であります。

改正理由につきましては、１にありますよう

に、公立大学法人宮崎県立看護大学の設立及び

行政手続における特定の個人を識別するための

番号の利用等に関する法律、いわゆる番号法の

改正に伴い、関連規定の改正を行うものであり

ます。

改正の内容としましては、２にありますとお

り、先ほどの議案第30号と同様に、県が設立し

た地方独立行政法人を条例の実施機関に加え、

審査請求に関する規定を新たに設けますととも

に、番号法の改正により、県が行う独自利用事

務において、情報連携を可能とする条項が追加

されたことに伴う改正など、所要の改正を行う

ものであります。
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３の施行期日としましては、29年の４月１日

としておりますが、番号法に係る部分につきま

しては、番号法改正の施行日に合わせ、平成29

年５月30日としております。

総務課からの説明は以上でございます。よろ

しく御審議のほどお願いいたします。

人事課の平成29年度当初予算○吉村人事課長

につきまして御説明をいたします。

歳出予算説明資料の69ページをお願いいたし

ます。

人事課の平成29年度当初予算額は、49億4,642

万8,000円であります。

主な内容につきまして御説明をいたします。

めくっていただきまして、71ページをお願い

いたします。

まず、ページの中ほどにございます（事項）

人事調整費７億4,641万4,000円であります。こ

れは、説明の欄にありますように、非常勤職員

の雇用、職員の赴任旅費、産休や休職者等の代

替臨時職員の雇用など、人事給与管理の全庁的

な調整に要する費用であります。

続きまして （事項）人事給与費35億4,596、

万3,000円であります。

その主なものといたしまして １ページめくっ、

ていただきまして、72ページの一番上、説明欄

、 。の２ 退職手当34億4,406万4,000円であります

前年度当初に比べまして４億6,000万円余の増と

なっております。これは、退職見込み者数が平

成28年度149名に対しまして、29年度が170名

、 。と 21名の増となることによるものであります

続きまして （事項）県職員研修費の3,060、

万7,000円であります。これは、自治学院におい

て行う県職員の研修に要する経費であります。

次に （事項）職員派遣研修費の2,214万8,000、

円であります。説明欄にありますように、①の

職員の国内派遣研修といたしましては、自治大

学校、政策研究大学院大学への派遣を、また、

②の海外派遣研修としましては、職員の自主企

画による短期海外研修や自治体国際化協会海外

事務所などへの派遣経費を計上しております。

続きまして （事項）東日本大震災被災地職員、

派遣事業費の977万7,000円であります。被災地

へ派遣します職員の代替としまして非常勤職員

や臨時的任用職員を配置するための経費や、派

遣職員の業務報告などの経費でございます。

次に （事項）熊本地震被災地職員派遣事業、

費1,680万7,000円であります。熊本県からの要

請に基づきまして、災害復旧事業に従事する職

員の派遣に要する経費でございます。

次に、資料がかわりまして、常任委員会資料

の29ページをお願いいたします。

債務負担行為の追加でございます。

表の２段目、人事・給与システム統合基盤移

行に係る改修委託事業であります。職員の人事

や給与を管理しますシステムのサーバーなど、

ハードウエアが平成30年２月に更新時期を迎え

ますことから、全庁的な指針であります電子行

政推進指針にのっとりまして共有サーバーに移

行するとともに、ソフトウエアにつきましても

機能強化のための改修を行う予定であります。

この移行や改修につきましては、人事異動な

ど、繁忙期であります年度末にかかりますとシ

ステムトラブル等のリスクが大きいことから、

システムへの負荷が小さい夏場等に実施するの

が望ましいと考えております このため 平成29。 、

年度から平成30年度にかけまして実施をお願い

するものであり、3,320万4,000円を計上してお

ります。

以上が人事課の平成29年度当初予算の説明で

あります。
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続きまして、特別議案の内容につきまして、

。常任委員会資料の30ページをお願いいたします

議案第23号「知事等の給与及び旅費に関する

条例等の一部を改正する条例」についてであり

ます。

まず、１の改正理由についてでありますが、

職員の通勤実態やガソリン価格、車の燃費等の

諸事情を踏まえまして、一般職の自動車等利用

に係る通勤手当を改正しますとともに、国や他

県の状況、実費弁償的な性格であるという通勤

手当の趣旨等を踏まえまして、実際に通勤手当

を負担している常勤の特別職に通勤手当を支給

するため、改正を行うものであります。

次に、２の改正の内容についてであります。

まず、一般職についてでありますが （１）の、

表をごらんください。

自動車等を利用する場合の通勤手当は、表に

ありますとおり、５キロ刻みの区分で手当額が

定められております。通勤手当は、実費弁償的

な性格のものでありますことから、今回、ガソ

リン価格の動向や自動車の燃費等を考慮しまし

て、30キロ未満の距離区分で100円ずつ引き下げ

る、その一方、表の下段のほうにありますよう

に、職員の勤務実態を考慮しまして、65キロか

ら100キロを超える区分まで８区分を増設しまし

て、その距離区分に応じた手当額を定めること

といたしました。

次に （２）の常勤の特別職につきましては、、

国あるいは他県の多くで常勤の特別職に通勤手

当が支給されているという状況、また、実費弁

償的性格であるという通勤手当の趣旨を踏まえ

まして、本県においても、実際に常勤の特別職

が通勤手当を負担している場合、一般職の例に

より、通勤手当を支給することといたしたいと

思います。

実際に通勤費用を負担している必要がありま

、 、すので 通勤手当が支給される常勤の特別職は

常勤の監査委員、企業局長、教育長、病院局長

となる見込みであります。

改正に係る条例といたしましては、３にあり

ますとおり、６つの条例になります。

最後に ４の施行期日につきましては 平成29、 、

年４月１日であります。

続きまして、31ページをお願いいたします。

議案第24号「職員の特殊勤務手当に関する条

」 。例の一部を改正する条例 についてであります

まず、１の改正の理由でございますが、特殊

勤務手当は、通常の業務に比べて著しく危険、

困難であるなど、特殊な業務に職員が従事した

場合に、その勤務実績に応じて支給される手当

ですが、職員の勤務実態や国の同種あるいは類

似の手当の改正状況等を踏まえまして、今回、

所要の改正を行うものであります。

２の改正の内容でございますが、職員の業務

実態を調査しまして、国との均衡や本県におけ

る他の業務との均衡を考慮しました結果、表に

ありますとおり、８つの手当について見直しを

行うものであります。

見直しの具体的な内容としましては、代表的

なものとしまして （２）にあります精神保健福、

祉業務手当につきまして、生活保護とか児童相

談などの業務との類似性を勘案しまして、それ

らの手当額と同額に引き上げるものであり、そ

れ以外の手当につきましては、国に合わせて新

設や廃止、また、手当の額、支給要件について

国との均衡を図るものであります。

なお、改正による影響額は、今回新設します

鳥インフルエンザ等の防疫作業に係る手当を除

きまして、年間約70万円の増となると見込んで

いるところでございます。
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次に、３の施行期日は、平成29年４月１日と

しております。

最後に、４のその他としまして、今回の条例

の改正事項ではありませんけれども、特殊勤務

手当の見直しとあわせて行いました給料の調整

額の見直しについてであります。

特殊勤務手当も給料の調整額も、どちらも著

しい業務の特殊性に着目して措置されるもので

ありますが、給料の調整額は、その特殊性が恒

。常的なものに対して支給されるものであります

この給料の調整額について、特殊勤務手当と同

様の観点から検討した結果、表にありますとお

り、３つの職種等について平成29年４月１日か

ら見直しを予定しているものであります。

なお、給料の調整額は、職員の給与に関する

条例において、人事委員会が定める旨、規定さ

れておりますので、今回の見直しにつきまして

は、人事委員会規則で具体的に定めることとな

ります。

次に、飛びまして、34ページをごらんくださ

い。

議案第32号「職員の勤務時間、休日及び休暇

に関する条例等の一部を改正する条例」につい

てであります。

まず、１の改正理由でございますが、地方公

務員の育児休業等に関する法律などが改正され

まして、職員が仕事をしながら育児や介護を行

うための環境の整備等が図られることとなった

ことから、国と同様の措置を講ずるための所要

の改正、その他関係規定の整備を行うものであ

ります。

、 、次に ２の改正の内容についてでありますが

まず （１）の育児休業等の対象となる子の範囲、

の拡大についてであります。これまで、育児休

業の対象となる子の範囲は、実子及び養子であ

りましたけれども、国と同様、養子縁組里親に

委託されている児童などまで範囲を拡大するも

のであります。

次に （２）の介護休暇を取得できる期間の見、

直しについてであります。これまで、１つの介

護事由に対しまして、連続する６月の範囲内で

１回のみしか取得できなかったものを、国と同

様、３回を超えず、通算６月の範囲内で分割し

て取得することができるようにするものであり

ます。

次に （３）の介護部分休暇の新設についてで、

あります。育児につきましては、育児部分休業

、 、制度がありますが 新たに介護につきましても

国と同様、１日につき２時間を超えない範囲内

で取得できる部分休暇制度を設けるものでござ

います。

最後に、３の施行期日は、一部を除きまして

平成29年４月１日としております。

人事課からは以上でございます。よろしくお

願いします。

行政経営課分の当初予算○小田行政経営課長

につきまして御説明いたします。

恐れ入りますが、歳出予算説明資料の73ペー

ジをごらんください。

行政経営課の平成29年度当初予算額は、１

億1,526万8,000円でありまして、前年度当初予

。算と比べて624万3,000円の増となっております

それでは、主な事業につきまして御説明いた

します。

めくっていただきまして、75ページをごらん

ください。

ページ中ほどの 事項 行政管理費302万7,000（ ）

円であります。これは、行政管理・行政改革に

要する経費でありまして、行政組織・事務の管

理改善や宮崎県行財政改革懇談会の開催等に要
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する経費であります。

次に、一番下の（事項）法制費724万3,000円

であります。これは、条例の審査等に要する経

費でありまして、条例・規則等の審査事務や宮

崎県公益認定等審議会の開催等に要する経費で

あります。

76ページをお開きください。

最後に （事項）県公報発行費944万8,000円で、

あります。これは、条例や規則など、県民に周

知すべき事項を掲載する県公報の発行に要する

経費であります。

。行政経営課分につきましては以上であります

よろしくお願いいたします。

各課長の説明が終了しました。○二見委員長

議案について質疑はありませんか。

総務課長にお尋ねします。この庁○中野委員

舎公舎等の維持管理をしますよね。それが４

億5,000万とか大きいんですが 具体的には どっ、 、

か１億を超えるようなところで修繕というか、

維持管理のためにどういうところがあるのかを

聞きたいと思います。

というのは、我々もよく承知しているんです

が、あっちこっちで庁舎等が大きな修理をされ

ますよね ああ これもどっか当初の予算で入っ。 、

とったんだろうかなと思いながら、いつも見て

いるわけですが、そういうところの事業の経費

ですが、主なものをちょっとお聞きしたいと思

います。

庁舎公舎等管理費で上げてお○上山総務課長

ります予算の主なものといたしまして、１の庁

。舎公舎管理等維持管理費というのがございます

４億5,800万ございますけれども、この内訳とい

たしましては、清掃と警備に関係する費用が２

億7,700万円余、あと光熱水費が１億7,000万円

余となっております。中野委員がおっしゃいま

した修繕関係の費用につきましては、別途、ま

た営繕課のほうで予算を計上しております。

わかりました。ここじゃなかった○中野委員

んですね。

それから、委員会資料でお尋ねしたいんです

が、議案23号、これの一般職員の対象者という

のは、知事部局のほかもあるんですか。知事部

局だけが対象ということなんですか。

知事部局だけではございませ○吉村人事課長

んで、教育委員会を含め、他の部局も同じ取り

扱いということになります。

では、65キロを超える対象者は、○中野委員

今、該当する人が何名おるんですか。

新しく制定する分に該当する職員の数。

86名でございます。○吉村人事課長

その予算金額は幾らですか。○中野委員

351万円程度でございます。増○吉村人事課長

加分の65キロ、今回新設したところに係る人た

ちに係る金額としまして、351万でございます。

それは増額分だけですか。○中野委員

増額分になります。○吉村人事課長

86名に係る総額って幾らになるん○中野委員

ですか。今まで、65キロ以内も払っていたわけ

でしょう。それを超える分だけが351万というこ

とですが、トータルは幾らになる。

これまで、60キロまでという○吉村人事課長

ことで手当を支給しておりましたので、今回60

キロ以上を新たに新設したことで、ふえる金額

としましては56万9,000円、57万弱になります。

そうすると、351万というのは、今○中野委員

まで払っている分も含めて、その86名の人に払

う総額ということですね。さっき言っとったの

は違ったようなふうに聞きました。

申しわけございません。今回○吉村人事課長

の65キロ以上を新設したことによりまして、そ



- 23 -

平成29年３月13日(月)

の新設部分に係る職員全体に支払う金額が351万

程度でございまして、これまで、その区分の60

キロまで支払っていた分を差し引きまして、今

回、区分を新設したことによる金額が59万とい

うことになります。

次に、もっと具体的に。さっきは○中野委員

一般職とは知事ほかということでしたが、それ

ぞれ知事部局、公安委員会、教育委員会ごとに

人数を教えてください。

済みません。ちょっと手元に○吉村人事課長

ございませんので、時間をいただきたいと思い

ます。

それは、午後にでもお教えくださ○中野委員

い。

、 、私は 改正することに反対はしないんですが

毎日、長く通勤する人に手当を出すということ

は、今でも車を利用されているんだろうと思う

んですが、交通事故とか違反とかというリスク

も含めれば、職員は非常に御苦労をしているな

という気がするんです。そういうことも含めて

ですが、勤務先が遠いという人は、できたら、

その勤務先に居住するような仕組みのほうがい

いのではないかなと。それで、さっき言ったよ

うなリスクもないし、そしてまた仕事も安心し

て働けると思うんです。まだ具体的にはこの人

数で聞いていきたかったんですが、この86名の

人たちは宮崎からどっかへという人が多いとい

うことですか。

、 、それとまた 今後こういうのを認めていけば

どんどん遠いところへ遠距離通勤をする人がふ

えてくるとなれば、私は基本的に勤務するとこ

ろに本当は住んでほしいなと。一段と一極集中

というか、宮崎市だけに住むということになっ

てしまうんじゃないかなと。予算の基本方針の

、中の重点施策の①も中山間地域対策の強化とか

それで人口減少対策とか言われているわけです

けれども、通勤が可能であれば、そういう中山

間地、特に山間地あたりは、もうどんどん人口

が減っていくということになると思うんです。

だから、県庁に係る職員の人も含めて、もと

もとあっちこっちの出身の人が県庁職員になっ

ているわけやから、大方はいろんなこと、利便

性を含めて宮崎市周辺に居住する形になってい

ると思うんです。それより、地域にも住んでお

れる形のほうがいいような気がするんですけれ

ども。住居費とか、かえってそんなのをふやし

てくれれば、そっちにも住むと思うんですが。

そういうのは、全く変更はないわけですか。

おっしゃいますように、地域○吉村人事課長

振興の観点ですとか、あるいは危機管理の観点

から申し上げますと、勤務地内に居住すること

が理想であるとは思いますけれども、職員の家

庭の状況とかがありますことから、居住地の選

択につきましては、最終的には職員みずからが

判断せざるを得ないというふうに認識しており

ます。

一昨年度、知事が議会で答弁を申し上げたん

ですけれども、勤務地に居住しない場合であっ

ても、職員には可能な限り地域に寄り添って、

地域の実情とかニーズに沿った状況を把握して

。職務に生かしてほしいということはございます

けれども、今回の改正につきましては、実際

に長距離通勤をしている職員がいますので、通

勤手当の本来の目的からしますと経済的負担を

軽減するという観点から、長距離通勤の部分に

つきましても手当を出すといったことをしたも

のでございまして、特に長距離通勤を奨励する

とか勧めるというものではないというふうに考

えております。

あと、住居費等につきましては、今回の改正
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に該当はございません。

それぞれ職員の今住んでいること○中野委員

から含めて勘案すればそうだと思うんですが、

もともと採用して一番利便性のいいところに住

むようになったから、住んでいる人の状況を勘

案すればこうなったというのですから。私は、

これは過疎化がどんどん もう今は過疎とい─

う言葉も使わないぐらい過疎が進んでいますか

ら。そういうことを考えると、県の職員も地域

に満遍なく住んでほしいな。特に教育委員会な

んか、もう、えびのなんか、そりゃ、ほとんど

住んでいませんよ。もともとえびの出身の方は

別として。昔は小林からが多かったけれど、今

はもう宮崎からもどんどん通勤するようになっ

ているんです。警察もそういうのがあるように

思いますが。できたら、社会教育面とか、いろ

んな地域の教育の面から含めて、在職されるそ

、 。の地域に 先生たちはみんな住んでもらいたい

警察もそうしてもらいたい。そしてまた、えび

のには県の施設がほとんどないですけれども、

。できたら出先のあるところに住んでもらいたい

私は、そういう形を進めるいろんな人事上の配

慮というものをしてほしいなと思うんです。

現実は、住んでるのが宮崎だから、宮崎から

遠いところにという人のために改正がされたと

いうことは理解するんですけれども、長い目で

見た場合は、一段と利便性もよくなっていくわ

、 、けですから できたら生まれ在所に住むように

そして何かのきっかけで中山間地にも住むよう

になって、そこにまた居住するような、何かそ

ういう方式が欲しいなと。そういうことが進ん

でいけば、少しでも人口減少のひどいところが

緩和されるんじゃないかなと思うんです。みん

な宮崎に住まないかんような形は、学校の置か

れている状況とかいろんなものが、人がふえた

から、そこにいろいろ施設をつくらざるを得ん

ということはもちろんわかるんだけれども、そ

れを長年、何十年と続けてきたから、宮崎県内

においても一極集中の形になっているわけです

から。

我々は、東京に向かって、全国的に一極集中

はけしからんと言って、知事を先頭にいろんな

形をやっているのに、県内に来れば、宮崎一極

。集中が助長されているというのが現実ですから

できたら、いろんな制度をつくるときにはその

辺も考慮されて、宮崎県下津々浦々に職員の皆

さん方も住んでいいような形を、そっちのほう

を目指してほしいなと思うんです。制度上、長

い通勤が可能だということになれば、これから

のことは逆のことももちろん考えられるんです

けれど、そういうところも配慮して、いろんな

改良・改革というものは進めてほしいなという

ふうに思います。

総論でいいですから、部長にコメントをいた

だきたいと思います。

この自動車等利用に係る通勤○桑山総務部長

手当、実態として、私ども知事部局の出先機関

あるいは逆もそういうことになりますが、交通

の便の比較的いいところにありますので、この

該当者の相当割合は教育委員会の学校に勤務さ

れている方ということになります。

それで、九州各県の中でも、比較的面積が小

さい佐賀県は長い距離区分を設けておりません

が、ほかの県ではもう大方このような状況にご

、 。ざいますので 今回改正をお願いするわけです

私どもとしても、やはり職員の健康管理を考え

ても、余り長距離の通勤というのは好ましくあ

りませんので、こういう手当に限らず、職員に

は十分体のことも考えて通勤なりするとか、そ

ういったこともあわせてやっていく必要がある
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というふうに思っております。

ついでに言えば、今、大きな３つ○中野委員

、 。の国体の施設も あちこち案が出ていますよね

ああいうのも含めて、こういう人事も含めて、

できたら宮崎県津々浦々に住んでもいいよ、そ

ういう施設もそこにありますよという形をとっ

て、均衡ある県政の発展だと思うんです。何も

かんも、今まで宮崎市に集中し過ぎたから。今

後の政策をよろしくお願いしときます。

総務課長に、22ページの建設評価○坂口委員

システムについてです この考え方はよくわかっ。

て、大変必要なことだなと思うんですけれど。

問題は、その中身を見るときに、例えば保有と

か運営とか維持の最適化を図るとか、財政負担

の平準化だったり低減化、効率よい投資の仕方

をやっていくんだというような目的でというこ

となんですけれど、具体的にこれをやるとなる

と、例えば保有については、保有ってなると、

手放すか、あるいは更新するかという判断が迫

られるわけです。この施設は、もう将来は要ら

ないよとか。学校でいえば、僕の地元では都農

高校の問題も出ているんですけれど。この学校

はもうなくそうと、ここは老朽化するから建て

かえようというようなところまで入っていくこ

とになると、まずこれは、かなりな評価チーム

というものが要ると思うんです。専門的な評価

チームと、全県的にそういったことを広い視点

と長いスパンで判断できるような人材を持った

体制整備というものが一つ要ると思うんです。

そこにそれだけの責任を持たせるとなると、限

りなく公務員に近い方がやらないと、専門家委

員会に任せましたなんていう、ある意味、難し

いことをうまく切り抜ける手段としてこれを

、 。使っちゃ 大きな間違いを起こすと思うんです

だから、あくまでも内部にいて、責任を持って

判断ができる人たちが要るというのが１つ。

それと、財政の平準化となると、今度は同じ

施設類型ごと、工種ごとにちょっと調整する必

要もあるかもしれませんねということもうたっ

てあって、これはもう当然だと思うんですけれ

ど。その調整をどうやってといったときに、先

の投資というものまで含めて、こちらを先にや

るべきだろうとか、これは割りながらやるべき

だろうかというと、すごく失礼な言い方になる

かもわかんないけれど、これは今の営繕課あた

りの持っている指揮権では、この判断はまだま

だ難しいと思うんです。かなり専門的な判断と

経験を要する作業だな。また、そういったチー

ムがなければ、これの実効性はやはり期待でき

ないなってなるんですけれど、そこらに対して

の将来の体制整備、これはかなり予算も伴うと

思うんですけれど、ここらについてはどんなぐ

あいな判断をされているんですか。

、○上山総務課長 坂口委員がおっしゃるように

これから評価システムを活用して、それぞれの

施設類型ごとにいろんな分析を行うということ

に対しては、やはり相当な知識と技能を有した

職員が相当な数いないと非常に厳しいかなとい

うふうに、私自身も感じております。

特に、これから施設の評価・分析を行って、

施設のカルテというのをつくっていくんですけ

れども、その作業におきまして、例えばこれを

残していったほうがいいのか、修繕していった

ほうがいいのか、そういった検討も行ってまい

ります。ただ、残したほうがいいのか、改修し

たほうがいいのかというのは、これも非常に難

しい判断が出てくるのではないかなと考えてお

ります。

私どもといたしましては、そういった判断も

大事なんですけれども、それ以前の作業につい
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て、インフラ等建物建設部会という専門的な部

会というのを今回設置しまして、まず、そちら

のほうでこれから作業を進めていきまして、そ

の中で、いろんな課題がやはり出てくると思い

ます。委員がおっしゃったようないろんな課題

が出てきます。例えば、これが県職員だけで全

部対応できるのだろうかとか、やはり民間の方

を 専門的なところを入れないといけないんじゃ、

ないだろうかとかいうような対応が出てくると

思いますので、そういった議論も含めて、この

専門部会なり、その上部組織である幹事会なり

でしっかり議論していきながら、どういった方

向性が一番いいのかということも、来年度あた

りから、スピード感を持って、じっくり検討を

。やっていきたいなというふうに考えております

大まかには、そういうことだと思○坂口委員

うんです。ただ、具体的に言うと、例えば今回

国体をやるので、スポーツ施設については、市

町村も含めて、あるいは場合によっちゃ民間も

含めてかもわかんないけれど、県内にどんなも

のがどういった状況にあるというのが一つわか

りますよね。将来、その施設に対してのニーズ

というものも見えてきますよね。だから、県有

施設に限って言えば、学校とかが一番わかりや

。 、 、すいんですけれど それから 今後の組織なり

そういった施設の再編のあり方とかいう大きい

方針があると思うんです。

そのときに、新しい施設だけれども、これは

もう廃止せざるを得ないというものが一つはあ

ると思うんです。将来、こんなものをここに置

いていたって、人口減少の中、それから人口の

年齢構成自体ががらがらっと変わっていこうと

すると、この施設はもったいないけれど無用の

長物になるなというのと、これはかなり老朽化

が進んでるけれど、またこれは再投資して更新

しなきゃ、引き続いて将来に必要な施設だとい

う、そういう廃止しなきゃならんというような

判断は、そう簡単に住民の説得ができないと思

うんです。でも、それもやらなきゃいかんとい

うこと。それは、ある程度のスケジュールを示

して、何年後には、もうこの施設はなくします

よということも、ここで検討したからには、そ

れは情報提供として出していかなきゃならんと

いうことです。そのとき、それだけの説得力を

。持った判断が一つはできるのかということです

それと、かなりこれから窮屈になっていく中

で、大規模改修なり保全なりを今やらなくって

もまだまだ大丈夫ですよと。しかしながら、ラ

イフサイクルを見たときには、今やっとかない

と、この病気はもっと重度化しますよと、今な

ら予防治療で終わりますよというようなことに

対しての、そういったときの財政方なり、ある

いは県民に対しての説得力です。誰がそれを持

てるのかって、これはそういう作業になってい

く部署じゃないかなって気がするんです。

だから、この構想を予算措置をして具体的に

進まれるとしたら、まさしく仏をつくって魂入

れずの魂の部分です。これは、より難しいし、

もうその考え方っていうのは基本的には固めて

おかれないと間に合わなくなるんじゃないか

なって気がするもんですから。今、それをどう

考えているということがないにせよ、そこらに

対しての考え方というものを、ちょっと部長の

ほうから聞かせていただきたい。

坂口委員がおっしゃいますと○桑山総務部長

おり、立派な計画をつくっても、これが本当に

実効あるものとして機能していくかというのは

大変重要でありますし、また大変難しいなとい

うふうに思っております。まず、類型別の調整

もありましすし、類型でまとめた後の全体をど
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うするのか。それから、外向きの市町村あるい

は国の施設あたりと重複したりする部分もある

わけですから、そういった人口の減少あるいは

高齢化の中でどういう姿に持っていくべきなの

か。あるいは、その施設自体の予防的な保全を

どう進めていくか。やはり、大変力強いといい

、 、ますか 一定の権限なりを持った組織でないと

なかなかやれないのかなという感じもしており

ます。

そういう意味では、今後、他県の例なんかも

参考にする必要があると思いますけれども、現

在の県土整備部の施設保全の部署であるとか、

そういったところと総務課あたりの連携を一層

密にする必要がありますし、また財政あたりの

関与も非常に強くしていかないとなかなか進ま

ないと思っておりますので、今後、この計画を

実効あるものとするための体制のあり方につい

ても、しっかり検討していきたいと思います。

そうですね。そこんところ、財政○坂口委員

、課長もそこはしっかり捉えてほしいんだけれど

これはかなりの財源をしっかり確保して、そう

いった専門的なチーム、それをこの総務課内に

置くのか、あるいは全県的に専門的な情報を集

め切れる推進機構みたいなところがあるでしょ

う。そういったところに、新たに組織をつくる

のか。

いずれにせよ、人の定数の問題と人件費なり

経費なり、これはやはり相当な金は覚悟しない

と実効性を持たない事業になるんじゃないか

なって気がするもんですから、これは総務課長

に、ぜひともそこを詰めていただいて。せっか

くつくられた これは、すごく必要な考え方─

だと思うんです。せんだっても言いましたけれ

ど、ファシリティーマネジメント的な考え方と

いうのは、公共施設を効率よく維持していくた

めに、今後、絶対必要になってくる。

ただ、その中で、特に目的によって廃止せざ

るを得んような施設が出てくるとか、かなりな

荒治療というのが必要になってくる事業なんで

す。その判断と県民を説得できるような権威と

説得力を持ったものがしっかりそこから出てこ

、 。 、なきゃ 混乱するだけだってこと そうなると

やはりどっかに専門的なチームというのが、そ

してそれを責任を持って、自分も公務員の一人

として物を判断できるような。外部委託して、

大学の先生らに専門家の意見を聞きましたとい

うような程度じゃ、これは県民説得にもならな

いし、また財政方説得にもならないと思うんで

す。だから、今詰まっていなければ、そこをぜ

ひ今後詰めていただきたいと思うんです。

関連質問は何かありませんか。○二見委員長

ほかに、まだ質疑はありますか。なければ、１

班を終わりますけれども、関連があるんでした

ら、午後に回したいと思いますが、ほかにあれ

。（「 」 ）ば もう時間があれだもんな と呼ぶ者あり

では、午後の再開は１時10分再開としたいと

思います。

暫時休憩いたします。

午後０時１分休憩

午後１時８分再開

委員会を再開いたします。○二見委員長

午前中に引き続き、第１班の質疑をお願いい

たします。

午前中の質問にございました○吉村人事課長

ことをお答えいたします。

65キロ以上の通勤の人数を86人と申し上げま

したけれども、部局ごとで申し上げます。知事

部局が38名、教育委員会が47名、警察が１名、

合計の86名でございます。
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それと、金額の御質問がございまして、私の

ほうが増額になる影響額としまして56万9,400円

と申し上げましたけれども、これは月額で申し

上げておりましたので、年額にしますと683

万2,800円になります。これを引き下げの見直し

をしました各区分がございますけれども、それ

らのトータルとしますと、全体ではマイナスの

金額になるということでございます。

結局、12倍されましたので、当初○中野委員

言われた351万については幾らになりますか。

65キロ以上からの影響額が351○吉村人事課長

万600円と申し上げましたので、１年間で12倍い

たしますと4,212万7,200円になるものでござい

ます。

、○中野委員 せっかくですから繰り返しますが

金額も大きいですよね。事故とか違反とか、そ

ういうリスクを考えたら、住居費を何かうまく

やって、そこに住めるように、ひとつお願いし

ときます。

以上です。

防災庁舎整備室長に教えてもらえ○坂口委員

たら。23ページの財源内訳で国庫支出金が1,100

万、その後のこの県債発行分に対しての交付税

措置、これは大まかにどんなぐあいになってい

きます。

県債の内訳でご○志賀防災拠点庁舎整備室長

ざいますけれども、今回、防災拠点庁舎本体に

つきましては２種類の起債を予定しておりまし

、 、て １つは緊急防災・減災事業債と申しまして

非常用発電機ですとか、ヘリポートですとか、

備蓄倉庫ですとか、こういったように直接的に

防災に寄与する部分が対象になる起債と、もう

１つは社会資本整備交付金の地方負担分が対象

になります公共事業等債、この２つを活用する

こととしております。

大体それが、大まかにどんなぐあ○坂口委員

いになっていきますか。それぞれの総額が幾ら

で、大体でいいんですけれど、交付税でどれぐ

らい措置されるもんかというのと、29年度の新

年度予算で1,100万の国庫支出金というのが、こ

れがどこを対象にされた国庫支出なのか。

県債の内訳でご○志賀防災拠点庁舎整備室長

ざいますけれども、６億3,430万のうち、緊急防

災・減災事業債が2,130万円、それから公共事業

等債が3,920万円となります。このうち、緊急防

災・減災事業債につきましては、充当率が100％

で交付税措置が70％、それから公共事業等債に

つきましては、充当率が90％で交付税措置が20

％というふうになっております。

それから、社会資本整備総合交付金が1,100万

、 、円余ございますけれども これにつきましては

国土交通省住宅局の優良建築物等整備事業とい

う事業を活用しまして、そこに充てられるもの

でございますけれども、この事業が、もともと

庁舎を対象にしていないというような事業でご

ざいまして、具体的に申しますと、主に想定さ

れておりますのは、民間の事業で多数の一般県

民の方が交流をするような施設を対象とした事

業でございます。

今回の防災拠点庁舎にも、多数の県民の方が

立ち寄られるスペースというのもございますの

で、そういったところを補助対象にしてほしい

ということで、もう何年もかけて交渉いたしま

して、一部を見ていただけるというふうになっ

て、ちょっと額的には少のうございますけれど

も 今回対象としていただけるということになっ、

たところでございます。

人事課の職員研修費。これって結○日高委員

構執行残が出ていたと思うんですが、この職員

の研修というのは、やはり力を入れていくべき
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重要な事業だと思うんです。執行残というより

も、しっかりと研修を重ねて、職員として質を

上げていくという方向性をとっていただきたい

んですが、それについてちょっとお答えいただ

ければ。

職員の研修につきましては、○吉村人事課長

将来の県政を担っていく人材を育成していくと

いう観点から、大変重要なことだという認識を

しております。研修につきましては、自治学院

で行いますＯｆｆ―ＪＴといいましょうか、職

場を離れて行う研修ということで、座学を中心

に教室形式、あるいはワークショップみたいな

形でいろんな話し合いをしているようなものと

かという形で取り組むもの、これにつきまして

は、自治学院のほうで年間の研修方針なりを決

めた上で、どういう研修を行うかというプログ

ラミングを毎年、その全体的なものは、人材育

成基本方針という形で全体の方針を決めて、そ

れに基づいてやっているところでございます。

、 、 、あと 国内派遣 あと海外派遣ということで

国の省庁ですとか民間の企業とか、そういった

ものの国内のポジションに派遣をしまして、違

う釜の飯を食べてくるといいましょうか、見識

を広めるというような形で知識、経験をふやし

てきていただく。

それと、海外研修につきましては、先ほど申

しましたけれども、自治体国際化協会という形

でＣＬＡＩＲの海外事務所とかに派遣をしまし

て、この場合は１年間東京で研修をした上で、

海外事務所に２年行くというような形でやって

おります。

それと、自主企画ということで、職員が既存

のツアーではなくて、自分が海外で行きたいと

ころ、どこに行きたいかというのを事前に自分

で行きたい行程を決めまして、その全体額につ

いて人事課が承認した上で行ってきてもらうと

いうことにしております。そういったことにつ

きましては、職員に啓発をしながら、どういっ

た目的でどういった研修があるというものを広

めていきながら、多数の応募者があるようにと

いう形で、研修については取り組んでいきたい

というふうに思っております。

そうですね。結局、自分で目的を○日高委員

持って学ぶというのが、一番重要なことだとい

うふうに思いますんで 逆に お金が足りんなっ。 、

て、これは補正でも組まにゃできんよというぐ

らいあると。物すごく活性というのは出てくる

と思うし、今、スーパー公務員とかいろいろは

やっておりますが、自分のところの町は自分の

ところで活性化していく、地域のものを上げて

、 、いくという そういったものが出てくるように

ひとつ要望いたしたいと思うんです。執行残が

ないように。

総務課長に教えてほしいんですけ○星原委員

れど、66ページの文書センター運営費というの

が前年度とすると３分の１ぐらいに、約7,500万

ぐらい減っているけれど、これ何か違うの。

、○上山総務課長 文書センターにつきましては

今年度、５号館から６号館のほうに移転しまし

。 、た そのときの移転する際の引っ越しの費用と

あと書架等の備品を今年度買わせていただきま

したので、その差が減った要因でございます。

了解です。○星原委員

ほかに質疑はありませんか。○二見委員長

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

これは確認なんですけれども 75○二見委員長 、

ページの行政経営課で訴訟費というのがあると

思うんですが、これは訴訟事務に要する経費の

どういった内容であるのか 中身についてちょっ。

と教えていただけますか。
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訴訟費でございますけれ○小田行政経営課長

、 。ども 訴訟事務に要する経費と書いております

県が原告、被告になります訴訟が、年間、やは

りございまして、基本的には原課のほうで対応

するんですけれども、当課のほうで法制担当を

持っておりますので、いろんな法律的な相談を

受けたりいたします。そのための職員の法令基

礎研修への参加費ですとか、あと弁護士の法律

相談料、それと訴訟と書いてありますけれど、

もう一つは行政不服審査、こちらの制度のほう

の所管もしておりますので、行政不服審査制度

のための事務費、これを計上しております。

そうすると、訴訟事務関係費と○二見委員長

いうのは各担当課でも持っている部分があると

いうことなんですか。

例えば訴訟をいたします○小田行政経営課長

際に、弁護士を代理人として立てたりいたしま

すので、その弁護士の費用につきましては、予

算上は予備費のほうで対応するということに

なっておりまして、原課のほうで、もうあらか

じめ訴訟を予定することはありませんので、特

に事務費等につきましては計上していないとい

うところでございます。

できるだけ、こういう訴訟関係○二見委員長

というのはないにこしたことはないものだと思

うので、現在、県が抱えているそういう訴訟案

件とかの傾向というのは、何かあるんですか。

今、消費者問題がふえているとか、振り込め詐

欺問題があるとかだけでなく、こういう場合で

は、いろんな行政サービスの中で起こる県民に

、対する関係が多いんだとは思うんですけれども

そこ辺、もし何かありましたら、教えていただ

けますか。

現在、年度によっても、○小田行政経営課長

それから年内のある時点によってもちょっと違

うんですけれども、県が抱えております訴訟、

現時点で申し上げますと６件ございます。

民事事件が３件で行政事件が３件ということ

になっていまして、民事事件のほうは道路瑕疵

による損害賠償請求が県民の方から提起されて

いるもの。それともう１つは情報公開請求に絡

んで損害賠償請求がされているもの、それとも

う一つ、これは県が原告になっているんですけ

れども、魚礁設置の際の瑕疵をめぐって訴訟を

しております。

それともう一つは行政事件が３件ございまし

て、これは行政処分を行いましたときの、その

許可等の違法性をめぐる裁判でございまして、

現在起こされているのは産廃処理施設の設置許

可等に関して訴訟が提起されております。

以上でございます。

わかりました。○二見委員長

ほかにはないでしょうか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上で第１班の審査○二見委員長

を終了いたします。

次に、第２班として財政課、税務課、市町村

課の審査を行いますので、順次議案の説明をお

願いいたします。

財政課の平成29年度予算案に○川畑財政課長

つきまして御説明をいたします。

歳出予算説明資料の77ページをお開きくださ

い。

、 、財政課の平成29年度当初予算額は 一般会計

特別会計合わせまして2,098億9,394万円をお願

いしております。その内訳は、一般会計が895

億4,392万5,000円、公債管理特別会計が1,203

億5,001万5,000円となっておりまして、平成28

年度当初予算に比べ86億3,019万6,000円の増と

なっております。
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29年度当初予算額が28年度当初予算に比べて

増加した理由としましては、公債管理特別会計

における県債の償還が増加したことなどが主な

要因となっております。

以下、主な事項について御説明いたします。

79ページをお開きください。

まず、一般会計について御説明いたします。

（目）一般管理費では、上から２番目の事項

になりますが （事項）諸費が18億5,776万9,000、

円であります。その内訳は、説明欄に記載して

おりますとおり、国庫補助事業の確定等に伴う

国への償還金など、税以外の収入について還付

が生じた場合に備えた全庁的な経費としまし

て16億1,049万5,000円を財政課で一括計上して

おります。

また、各課ごとに執行額を見込むことが困難

な経費など、いわゆる庁内一般共通経費といた

しまして２億4,727万4,000円をお願いしており

ます。

、 （ ） 。次に 一番下の 目 財産管理費であります

これは、財政課において所管しております財政

調整積立金など、５つの基金に係る利子の積み

立てに要する経費でありますが、ページをおめ

、 （ ）くりいただきまして80ページ 一番下の 事項

県営電気事業みやざき創生基金積立金につきま

しては、利子の積み立てに加えまして、29年度

に基金の財源として、企業局から一般会計に繰

り出される10億円の追加積み立てを計上してお

ります。

次に、その下から、公債費になります。

まず 81ページになりますが 目 元金の 事、 、（ ） （

項 元金償還金でありますが 772億8,845万5,000） 、

円となっております。その主なものは、県債の

償還を行う公債管理特別会計に、その財源を一

般会計から繰り出すものであります。

次は、その下の（目）利子の（事項）利子償

還金でありますが、89億4,051万1,000円となっ

ております。これは、県債の利子の支払いに要

する経費でありますが、その主なものは、元金

と同じく公債管理特別会計への繰出金となって

おります。

次は （目）公債諸費の（事項）事務費であり、

ますが、県債を発行するために要する事務経費

として2,559万3,000円をお願いしております。

次に、ページの一番下の（事項）予備費であ

りますが、例年と同様に１億円を計上させてい

ただいております。

続きまして、公債管理特別会計について御説

明いたします。

ページをおめくりいただきまして、83ページ

でございます。

まず （款）総務費ですが （事項）県債管理、 、

基金積立金で13億9,400万円を計上しておりま

す。これは、将来の満期一括償還に備えて県債

管理基金に積み立てを行うものであります。

次は、その下の（款）公債費であります

、 。が 1,189億5,601万5,000円を計上しております

その内訳としましては （事項）元金償還金、

が1,102億7,152万円 （事項）利子償還金が86、

億7,171万7,000円、次の84ページの公債諸費に

つきましては （事項）事務費が1,277万8,000円、

となっております。

財政課の歳出予算関係の説明は以上でござい

ます。

続きまして、決算特別員会の指摘要望事項に

係る対応状況について御説明いたします。

委員会資料とは別に配付されております、決

算特別委員会の指摘要望事項に係る対応状況と

書いてあります資料の１ページをごらんいただ

きたいと思います。
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これは、決算特別委員会の指摘要望事項に対

する現時点での対応状況を取りまとめたもので

ございます。

総括的指摘要望事項①というところにござい

ますが、引き続き財政改革を推進し、効果的、

効率的な予算の執行に努め、健全な財政運営に

取り組むことについてであります。

本県では、平成16年度から財政改革に取り組

んでおり、収支不足額の圧縮や実質的な県債残

高の減少など、一定の成果を上げてきたところ

です。

しかしながら、平成29年度当初予算編成にお

きましては、中期財政見通しを下回ったもの

の、208億円の収支不足が生じております。

今後、社会保障関係費に加え、防災・減災対

策や公共施設の老朽化対策、さらに国体開催に

伴う施設整備等に多額の財政負担が見込まれま

すが、このような中にあっても県政の課題に的

確に対応し事業を展開していくためには、引き

続き、歳入歳出両面からの財政改革の取り組み

を一体的に実施し、将来にわたって健全性が確

保される財政構造への転換を進めていく必要が

あると考えております。

財政課の説明は以上でございます。

税務課の平成29年度当初予算○髙林税務課長

について御説明いたします。

歳出予算説明資料の85ページをお開きいただ

きたいと思います。

税務課の平成29年度当初予算額は436億1,194

万5,000円でございます。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。

87ページをお開きください。

ページの中ほどに記載しております（事項）

諸費は、税の過年度収入に係る還付金等に要す

る経費でありまして、15億円を計上しておりま

す。

次の（事項）賦課徴収費は23億8,804万8,000

円でございます。これは、県税の賦課徴収に必

要な経費でありまして、その主なものといたし

ましては、説明欄の１、徴税活動費の（１）徴

税活動経費といたしまして２億175万6,000円を

計上しております。これは、県税の徴税活動に

必要な郵送料、印刷費、旅費等の事務経費でご

ざいます。

次に、２つ下の（３）でございますが、個人

県民税徴収取扱費交付金といたしまして15

億2,698万9,000円を計上しています。これは、

個人県民税の賦課徴収は市町村長に法定委任さ

れておりますことから、その経費を補償する目

的で市町村へ交付するもので、各市町村におけ

る納税義務者１人当たり3,000円を乗じた額等を

交付することとなっております。

ページをめくっていただきまして、88ページ

をごらんいただきたいと思います。

２、自主納税の推進費の（２）各種団体との

協力体制推進費でございます ２億4,450万9,000。

円を計上しておりますが、その主なものといた

しましては、ウ、軽油引取税徴収取扱費報償金

で２億3,278万円を計上しております。これは、

軽油引取税の特別徴収義務者であります元売業

者や、特約業者の徴収取扱に対して交付するも

のでございます。

次の３、管理機能の充実費の（４）税務電算

トータルシステム運営費といたしまして、２

。 、億8,898万3,000円を計上しております これは

税務電算トータルシステムの維持管理費及び税

。制改正等に伴うシステム改修費等でございます

次に （款）諸支出金でございます。これは、、

都道府県民の清算に伴い支出する清算金と、県
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内の市町村に対しまして、県の税収の一定割合

を交付する法定交付金でありまして 384億2,491、

万9,000円を計上しております。

主な事項について御説明いたします。

まず （事項）地方消費税清算金でございます、

、 、が 本件に納付されました地方消費税について

各都道府県間で清算を行うために支出するもの

でありまして、167億4,572万7,000円を計上して

おります。

次の（事項）利子割交付金以下６つの各種交

、 、付金は いずれも市町村に対する法定交付金で

平成29年度の税収見込み額を基礎に算出したも

のでございます。事項別の説明は記載のとおり

でございますので省略させていただきます。

ページをめくっていただきまして、90ページ

をごらんいただきたいと思います。

（ ） 、最後の 事項 利子割精算金につきましては

本県で徴収した利子割県民税のうち、他の都道

府県に帰属すべき額について、関係する都道府

県間で精算を行うために要するものであり、100

万円を計上しております。

予算については、以上でございます。

次に、委員会資料の29ページをお開きくださ

い。

債務負担行為の追加でございます。一番下の

ほうになります。これは、平成30年度分の自動

車税の納税通知書等の印字、封入・封緘業務を

委託するものでございますが、30年４月の印刷

作業の前に、台紙やチラシの作成、コンビニ納

付のためのバーコード読み取りテストを行う必

要があり、その期間として１カ月以上を要しま

すことから、平成29年度から30年度にかけて実

施をお願いするものであり、1,610万2,000円を

計上しております。

説明は、以上でございます。

市町村課の平成29年度当初○藪田市町村課長

予算について御説明をさせていただきます。

歳出予算説明資料の91ページをごらんくださ

い。

市町村課の平成29年度当初予算額は14億9,153

万円であります。

主なものについて御説明をさせていただきま

す。

資料の93ページをごらんください。

まず、中ほどの（事項）地方分権促進費4,466

万8,000円であります。これは、県から市町村に

権限移譲した事務の執行に要する経費を市町村

へ交付をするものでございます。

次に、94ページをごらんください。

一番上の（事項）自治調整費7,839万6,000円

でありますけれども、これは、市町村の行財政

運営に関する助言等に要する経費であります。

その中で主なものといたしましては、説明欄の

６にございます住民基本台帳ネットワークシス

テム事業費6,078万6,000円でありまして、これ

は住民基本台帳ネットワークシステムの全国的

な運営を担っております地方公共団体情報シス

テム機構への本県分の負担金や関連機器の使用

料などとなっております。

次に、その下の（事項）の市町村公共施設整

備促進費６億15万7,000円であります。これは、

市町村が取り組みます防災・減災対策事業や行

財政経営の健全化事業などを対象といたしまし

、 。て 無利子の貸し付けを行うものでございます

次に、95ページをお願いいたします。

一番上の（事項）市町村振興宝くじ事業費５

億839万1,000円であります。これは、市町村振

興宝くじとして発売されますサマージャンボ宝

くじとオータムジャンボ宝くじの収益金及び時

効金の本県への配分額の全額を宮崎県市町村振
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興協会に交付をするものでございます。

次に、中ほどの（事項）運営費997万4,000円

であります。これは、選挙管理委員会の委員の

報酬や選挙管理委員会の事務費となっておりま

す。

市町村課の説明は以上でございます。よろし

くお願いいたします。

各課長の説明が終了しました。○二見委員長

議案について質疑はありませんか。

市町村課、93ページですけれど、○来住委員

地方分権促進費4,466万8,000円で、先ほどの説

、 、明では市町村に権限を移譲した これに伴って

いわゆる市町村にこれが出されるわけですけれ

、 、ど 今まで何回か資料が出たと思ったんですが

具体的に移譲されている件数というのは、かな

りの量だったような記憶をしているんですけれ

ど、その数がわかりますか。

今回の常任委員会資料のそ○藪田市町村課長

の他のところで御報告をさせていただくことに

しておりますけれど、一番最後のその他報告事

項のところに、宮崎県における事務処理の特例

に関する条例の一部改正する条例についてとい

う資料があるかと思います。この参考欄のとこ

ろをごらんいただきますと、これまで市町村の

ほうに権限移譲してまいりました推移等を記載

しております。この表のとおり、これは一番右

の欄は、この議会で２つの条例の改正を行いま

して、２事務の追加を行う予定にしております

けれども、それを含めまして、累計で89法令

の1,314事務を市町村に移譲するということにな

ります。

なお、下のほうがその事務の、現在移譲して

おります事務の市町村ごとに移譲するというこ

とになっております。

、 。○来住委員 どうも済みません 失礼しました

わかりました。ありがとうございました。

よろしいですか。ほかに質疑は○二見委員長

ありませんか。よろしいでしょうか。

、 。それでは 以上で第２班の審査を終了します

次に、第３班として総務事務センター、危機

管理課、消防保安課の審査を行いますので、順

次、議案の説明をお願いいたします。

総務事務セン○大田原総務事務センター課長

ターの平成29年度当初予算について御説明いた

します。

お手元の歳出予算説明資料の97ページをごら

んください。

当課の当初予算額は７億3,541万2,000円でご

ざいます。

それでは、当初予算の主なものについて御説

明いたします。

99ページをお開きください。

中ほどの（事項）総務事務センター運営費、

予算額2,341万5,000円でございます。これは、

本庁総務事務センター及び各県税・総務事務所

の総務事務センターの運営費や給与計算事務に

係る経費、職員の給与等の処理を行う人事給与

オンラインシステムに係る経費であります。

次に、一番下の（事項）健康管理費、予算

額7,007万3,000円でございます 次のページ 100。 、

ページをお開きください。これは職員の健康管

。 、理事業等に要する経費であります 説明欄の２

職員のからだの健康に関する事業は、全職員を

対象とした定期健康診断等を行うための経費で

ありまして、３の職員のこころの健康づくり総

合支援事業につきましては、職員のメンタルヘ

ルス対策に係る経費であります。

次に 事項 職員厚生費 予算額1,571万5,000、（ ） 、

円でございます。説明欄の１の（２）改善事業

「職場で取り組む元気回復応援事業」につきま
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しては、後ほど常任委員会資料で御説明いたし

ます。

２の保健体育施設管理費は、職員健康プラザ

の警備、清掃や光熱水費など施設管理に要する

経費であります。

次に 事項 恩給及び退職年金費 予算額820、（ ） 、

万9,000円、またその下の警察費の（事項）恩給

及び退職年金費、予算額6,589万6,000円でござ

いますが、これは、元知事部局職員９名、元警

察職員72名に係る恩給等の経費であります。

次に、改善事業について御説明いたします。

。常任委員会資料の24ページをお開きください

改善事業、職場で取り組む元気回復応援事業

でございます。

まず、１の目的・背景であります。職員のメ

ンタルダウンの原因の１つといたしまして、職

場の人間関係 上司・部下とのコミュニケーショ、

ン不足が言われている中、県政運営を支える職

員一人一人の能力の発揮やメンタルダウンの未

然防止を図るためには、コミュニケーションの

図りやすい風通しのよい職場環境をつくること

は重要であります。

そこで、職場でのレクリエーションなどの元

、気回復事業を担う元気回復推進員の資質向上や

各種厚生事業の推進を通じて、職場における元

。気回復への取り組みを応援するものであります

次に ２の事業概要でありますが 予算額は276、 、

万5,000円で、全額、一般財源でございます。事

業期間は平成29年度から31年度の３年間であり

ます。

事業内容といたしましては、①「元気回復推

進員パワーアップ事業」として、職場レクリエ

ーションを活発化させるため、推進役を担う元

気回復推進員の技能向上のための専門研修を実

施するものであります。

また、②「元気になる職場環境整備事業」と

して、元気回復推進員が推進役として実施する

各地区球技大会や、職域・職場でのレクリエー

ション活動に対して、厚生備品、用品等の整備

や活動支援を行うものであります。

３の事業効果でありますが、職員が参加しや

すい職場などのレクリエーション活動を活発化

することで、風通しのよい職場環境づくりが推

進され、メンタルダウンの未然防止や、県政運

営を支える職員の一人一人の能力の発揮がさら

に期待できるものと考えております。

総務事務センターは、以上でございます。

危機管理課の当初予算に○平原危機管理局長

ついて御説明をいたします。

歳出予算説明資料の101ページをごらんくださ

い。

危機管理課の平成29年度当初予算額は６

億5,682万2,000円であります。

主な事業について御説明いたします。

103ページをごらんください。

まず、一番下のほうの（事項）防災対策費１

億8,214万6,000円であります。

主なものについて御説明をいたしますの

で、104ページをごらんください。

一番上の説明欄の、まず10の災害対策本部運

用体制等強化事業2,377万6,000円は、大規模災

害時における災害対策本部の情報収集・発信機

能を強化するための衛星携帯電話等の整備や、

ＢＣＰの推進等に要する経費でございます。

次に、11の自助・共助による減災力強化総合

啓発事業2,949万円は、大規模災害に対する県民

の備えを促進し、減災力の強化を図るため、テ

レビ、ラジオ、新聞等の各種媒体を活用した啓

発キャンペーンや、県民参加型の防災イベント

等を実施するための経費でございます。
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また、12のみんなの力で地域を守る！地域防

災力向上推進事業2,646万9,000円は、地域防災

、 、力の向上を図るため 防災士の養成や能力向上

自主防災組織の資機材整備に対する助成等に要

する経費でございます。

次に、13の総合防災訓練強化事業702万8,000

円は、年間を通して実践型の防災訓練を実施い

たしますとともに、市町村等の防災訓練に参加

し、県の災害対応能力の向上や関係機関との連

携体制の構築を図るものでございます。

また、14の南海トラフ地震応急対策体制構築

支援事業につきましては、後ほど委員会資料で

御説明をいたします。

次に、15の減災力強化推進事業3,551万2,000

円は、南海トラフ巨大地震等の大規模災害から

県民の生命を守るため、市町村が行います津波

避難タワー、避難路等の整備や避難訓練に要す

る経費に対する助成を行うものでございます。

来年度は、津波避難タワー等の整備について、

これまでの本体工事費に加えまして、用地取得

費を新たに助成対象とするとともに、避難所等

につきましては、範囲の間仕切り等の整備に要

する経費を助成対象といたすことにしておりま

す。

次に、１つ飛びまして（事項）火山対策費の

改善事業「霧島山警戒避難体制整備事業」につ

きましては、後ほど委員会資料で御説明をいた

します。

その下の（事項）危機管理総合調整推進事業

費1,030万5,000円は、さまざまな危機事象に迅

速・的確に対応するため 災害監視室における24、

時間災害監視体制の運用等に要する経費でござ

います。

105ページをごらんください。

一番下の（事項）災害救助事業費１億1,068

万2,000円は、災害救助法が適用される大規模災

害の発生に備えまして、食料などの備蓄を行い

ますとともに、大規模災害が発生した際に、市

町村が災害救助のために支出した経費の支払い

や、災害救助法に基づく災害救助基金への積み

立てに充てるための経費でございます。

次に、主な改善事業について御説明をいたし

ます。

資料がかわりまして、委員会資料の25ページ

をお願いいたします。

まず、南海トラフ地震応急対策体制構築支援

事業であります。

１の事業の目的・背景でございますが、南海

トラフ地震が発生した場合は、国の応急対策活

動に関する計画に基づきまして、救助や医療、

物資の供給などの支援がなされますが、この計

画を実効あるものにするため、引き続き広域物

資輸送拠点の機能充実や人材育成、関係防災機

関との連携強化を図ります。

また、熊本地震で、国などの支援に対する市

町村の受け入れ態勢が十分でなかったことなど

を踏まえ、新たに応急対策活動等に関する市町

村の受援計画の策定を促進するとともに、受援

計画で定めた各拠点の資機材の整備支援を行い

ます。

２の事業の概要ですが 予算額は4,145万5,000、

円で （４）の事業内容といたしまして、まず①、

の拠点機能充実事業では、今年度新たに指定を

追加いたしました日向市と日南市の広域物資輸

送拠点に、エアテントや投光器を配備いたしま

す。

②の新規の応急対策受援体制構築支援事業で

は、市町村の受援計画に位置づけられた拠点の

運営に必要な資機材の調達等に要する費用の補

助を行います。
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また、③の人材育成等事業では、広域物資輸

送拠点等の従事者研修などにより人材育成を図

るとともに、九州ブロック協議会や県津波対策

、 、推進協議会の開催 防災訓練の実施などにより

広域連携体制の強化等を図ります。

３の事業の効果といたしましては、国等から

の支援を円滑に受け入れることによりまして、

被災者に対して、迅速かつ的確な支援が実施で

きるようになるものと考えております。

次に、26ページをお願いいたします。

霧島山警戒避難体制整備事業でございます。

まず、１の事業の目的・背景ですが、霧島山

の警戒避難体制につきましては、改正活火山法

の施行に伴いまして、昨年の８月に鹿児島県や

周辺の市町と共同で霧島山火山防災協議会を設

置いたしまして、硫黄山の噴火警戒レベルの設

定等に取り組んでまいりましたが、来年度も引

き続き、この協議会において、警戒避難体制の

整備や関係機関との連携強化を図りますととも

に、硫黄山の火山ガス濃度の測定・監視により

まして、霧島山の火山防災対策の強化を図って

まいります。

２の事業の概要ですが 予算額は1,099万1,000、

円で （４）の事業内容としましては、①の霧島、

山火山防災協議会の運営等では、今年度に引き

続き、想定火口ごとの噴火警戒レベルや各市町

における避難計画策定に向けた検討・協議等を

行います。

また、②の火山ガスの測定でございますが、

硫黄山周辺では引き続き高濃度の火山ガスが発

生しておりますことから、観光客等の安全確保

のため、定期的な手動測定と、計測値を常時把

握できる自動測定を組み合わせた火山ガス測定

を実施いたしまして、県ホームページ等を通じ

て情報提供を行い、注意を呼びかけてまいりま

す。

なお、自動測定につきましては、ことしの１

月から２カ所で測定を開始しておりますが、来

年度は自動測定器を３器増設いたしまして、合

計５カ所で測定する予定でございます。

３の事業の効果といたしましては、関係機関

等が一体となった警戒避難体制の整備が促進さ

れ、霧島山の火山防災対策の強化が図られるも

のと考えております。

説明は以上でございます。

消防保安課に関する当初○福栄消防保安課長

予算に関しまして御説明いたします。

歳出予算説明資料の107ページをお開きくださ

い。

消防保安課の平成29年度当初予算額は６

億3,536万2,000円であります。

当初予算の主な事業につきまして御説明いた

します。

109ページをお開きください。

まず、一番上の（事項）防災行政無線管理費

３億1,406万7,000円であります。これは、防災

行政無線等の無線設備の維持管理、保守委託、

設備更新等に要する経費であります。

説明欄１の無線設備の維持管理につきまして

は、総合情報ネットワークを適正かつ円滑に運

営管理するための防災行政無線設備の電気料や

衛星回線の負担金、機器類の修繕や更新等に要

する経費であり、２の無線設備の保守委託につ

きましては、防災行政無線設備や防災・水防情

報処理システムなどの保守委託に要する経費で

あります。

３の総合情報ネットワーク設備更新事業につ

きましては、防災行政無線等の設備更新に要す

る経費であります。

５の新規事業「防災行政無線落雷対策事業」
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につきましては、後ほど委員会資料で御説明い

たします。

次の 事項 航空消防防災推進事業費１億7,077（ ）

万3,000円であります。これは、防災救急ヘリコ

プター「あおぞら」の管理・運航に要する経費

であります。

次に、下の（事項）消防防災施設設備整備促

進事業費3,695万円であります。これは、市町村

の消防防災施設等の整備促進及び緊急消防援助

隊の体制強化に要する経費であります。

説明欄２の新規事業「消防広域化・常備化支

援事業」につきましては、後ほど委員会資料で

御説明いたします。

110ページをお開きください。

一番上の（事項）消防指導費1,830万3,000円

であります。

、説明欄２の救急振興財団に対する出捐金等は

救急救命士を養成する目的で、平成３年に都道

府県が共同出資して設立いたしました救急振興

財団への負担金であります。

３のふるさと消防団活性化支援事業につきま

しては、地域防災力のかなめである消防団の活

性化及び消防団員の士気高揚を図るため、消防

団員等の表彰や消防大会のイベント等の開催、

県消防協会等関係団体との連携等に要する経費

であります。

４の消防団員養成・加入促進事業につきまし

ては、若手のリーダー、女性消防団員の育成を

図るための研修や活性化大会等を開催し、次世

代団員の養成を図るため、学校等における出前

講座ですとか、少年消防クラブの活動支援を行

うほか、消防団員加入促進を図るため、消防団

広報紙や加入促進チラシの作成、テレビＣＭの

放映等、消防団員の養成や加入促進を図るため

に要する経費であります。

次の（事項）予防指導費1,853万2,000円であ

ります。これは、消防設備士に対する再講習や

危険物取り扱いに対する免状交付及び講習等に

要する経費であります。

次の（事項）消防学校費7,018万7,000円であ

ります。これは、消防職員、消防団員等を対象

に、消防学校で教育訓練を実施するために要す

る経費であります。

説明欄４の消防学校訓練機能強化事業は、老

朽化した消防学校の施設整備や国の運営基準に

基づいた資機材購入を計画的に行い、消防学校

の教育訓練の充実強化を図るものであります。

111ページをごらんください。

次の（事項）火薬類取締費67万9,000円、高圧

、 （ ）ガス保安対策費514万8,000円 一番下の 事項

電気保安対策費72万3,000円につきましては、そ

れぞれ火薬、高圧ガス、電気工事業に関する許

認可や保安指導等に要する経費であります。

次に、委員会資料で御説明いたします。

資料の27ページをお開きください。

新規事業の消防広域化・常備化支援事業であ

ります。

まず、１の事業の目的・背景ですが、現在、

消防本部が設置されていない、いわゆる消防非

常備町村が全国に29町村ありますけれども、離

島を除いた８町村のうち、半数の４町村が本県

にあります。

消防非常備町村では、人口減少や高齢化が進

む中で、消防団員の減少や救急業務に対する需

要の高まりが予想されておりまして、早急な常

備化が喫緊の課題となっております。

このような中、諸塚村、椎葉村、美郷町にお

きまして、常備化を前向きに検討する機運が高

まりまして、昨年12月に検討協議会が設置され

たことから、常備化への動きを後押しし、大規
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模災害に対応できる消防体制の構築を図るもの

であります。

次に、２の事業の概要ですが、予算額は200万

円で （４）の事業内容としては、市町村が設置、

する検討協議会に対し調査及び計画作成、会議

開催等の運営について、１市町村当たり50万円

を上限として補助を行うものであります。

３の事業の効果としては、地域消防力の一層

の強化により、災害に強い、安全で安心な地域

社会の構築につながるものと考えております。

次に、資料の28ページをお開きください。

新規事業の防災行政無線落雷対策事業であり

ます。

まず、１の事業の目的・背景ですが、近年、

防災行政無線中継局におきましては、落雷によ

。り無線機器が故障する被害が増加しております

このため、落雷対策機器を計画的に設置し、被

害防止を図るものであります。

次に、２の事業の概要ですが、予算額は1,190

万円で （４）の事業内容としましては、①の落、

雷抑制システムと②の避雷器の設置工事を実施

するものであります。29年度は、えびのと大森

山の２つの中継局に設置することとしておりま

す。

３の事業の効果といたしましては、この落雷

対策の強化によりまして、災害に強い情報通信

ネットワークを構築できるとともに、安定した

通信手段の確保が可能になるものと考えており

ます。

消防保安課は以上であります。

各課の説明が終了しました。○二見委員長

議案について、質疑はありませんか。

もう少し説明してほしいのが、危○来住委員

機管理課の105ページ、大規模林野火災対策の強

化に要する経費193万6,000円で、これは空中消

火用資材などの維持管理。具体的に、例えば消

火資材などの種類なんかが、どんな種類がある

のか、それから保管場所はどこに保管されるの

か。県下に１カ所ということはないんだろうと

、 。 、思うんですが 何カ所にされるのか それから

その資材についても例えば種類によって何年か

に１回変えないと効力がなくなるというか、効

果がなくなるとかいうのもあったりするんです

か、いずれにしても、この事業について、もう

少し詳しく説明をお願いしたいと思います。

この空中消火の関係は、○平原危機管理局長

県の防災ヘリにもバケットを積んで空中から消

火するというのはあるんですが、それ以外に、

それだけでは足りないときに、自衛隊に依頼を

して空中消火をしてもらわないといけない場合

が想定されますので、その自衛隊用の大型のバ

ケットをリースで借り上げまして あれは熊─

本の高遊原ですか 自衛隊のそういう場所に─

置いておいていただいて こちらから要請があっ、

た場合は、それをぶら下げて消火に当たってい

ただくというものでございます。それのリース

料等でございます。

そうすると、バケットだけという○来住委員

ことになりますね。例えばその消火剤とか、そ

れは入ってないんですね、これに。

この部分については、バ○平原危機管理局長

ケットのリース料と一部修繕料が入っておりま

す。

１つは航空消防防災推進事業、航○満行委員

空隊ですね。大きな事故が起こりましたが、本

県のこの当初予算、日常的にはやっているんだ

ろうと思うんですけれど、研修とか、これはも

う十分に参加はされているということでよろし

いでしょうか。

委員お尋ねのとおり、訓○福栄消防保安課長
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、 、 、練が非常に大事でございますので 通常 年間

トータルで300時間の運航を計画しておりますけ

れども、その半分については、しっかりと訓練

をすると、実機を使った訓練を行うというふう

に考えておりますし、それ以外にも駐機訓練と

いうことで、防災センターの中に設備をつくり

まして、そこでの訓練も行っております。

また、新隊員になる前に新隊員訓練というこ

とで、駐機あるいは実機を使った訓練等も行っ

ておりますし、東京での研修等々も行わせてお

ります。

ぜひ、今後とも事故のない運用を○満行委員

お願いしたいと思います。

もう一つ、消防学校費ですけれど、消防学校

の機器等も設備も大分古くなっているとは思う

んですけれども、これは年次的に施設の更新と

いうか、そういうメンテナンスというのは、こ

の予算でやっているということでしょうか。

、○福栄消防保安課長 消防学校につきましては

今御指摘のとおり、施設等についても、あちこ

ち古くなっている部分等がございますので、年

次計画的に更新していこうということでござい

まして、次年度につきましては、特に 寮の空調※

設備並びに給湯設備、こちらのほうが古くなっ

ておりますので、更新をしていきたいというふ

うに考えております。

女子の消防職員の対応というのは○満行委員

どうなっていますか。

現在、女子の単独寮とい○福栄消防保安課長

うのはございませんけれども、女子の専用の部

屋、これを確保しておりまして、最大６名が入

寮できるようにしております。

あと消防の広域化ですけれども、○満行委員

日向市が委託を受けるという報道もちらっと聞

いたようなんですけれど、この諸塚、椎葉、美

郷の今の状況がわかったら教えていただきたい

と思います。

現在、諸塚、椎葉、美郷○福栄消防保安課長

３町村で、常備化に向けた検討協議会、これを

設置しているところですけれども、来年度は日

向市に一緒に入っていただこうということで声

かけをするというふうに伺っております。

今後の具体的な計画ですけれども、現在、検

討会を発足したばかりで、一応日向のほうに事

務委託をしようということを中心に検討をして

いきたいと伺っておりますけれども、まだ具体

的には費用対効果、その他もろもろ検討する材

料がたくさんございますので、慎重にしっかり

と検討していきたいというふうに伺っておりま

す。

。 。○満行委員 以上です ありがとうございます

委員会資料で危機管理課にお尋ね○中野委員

します。この硫黄山の火山ガスの測定ですね、

手動測定と自動測定を組み合わせて火山ガスの

観測を実施するとありますが、この前、新聞を

見て、あっと思ったんだけれど、この手動測定

ですよ、危険なガスをするのに、やはり誰かが

行って測定するんでしょう。１週間に１回か２

、 。回かと書いてあったけれど 大丈夫なんですか

調査について、今、週に○平原危機管理局長

３回行っていただいておりますが、ガスマスク

をつけた形で入って測定をするというふうにし

ていただいております。

量によっては死ぬ可能性はあるわ○中野委員

けですから。ガスマスクをすれば大丈夫だと思

うんだけれど、自動測定でもできるということ

ですか。

自動測定のほうは、刻々○平原危機管理局長

とデータが送られてくるようになりますので、

※42ページに訂正発言あり
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それはそれでもできますが、経費の問題もござ

いまして、全部の箇所に設置することはなかな

か厳しいのかなということで、県道沿いを中心

に、この自動測定はしようということに考えて

おります。

できたら、安全性のために自動測○中野委員

定をできるような体制を組んでほしいと思いま

すが。この手動測定そのものは誰がしているん

。 。ですか 県が誰かに委託されているわけですか

これは、業者さんに委託○平原危機管理局長

をしておりまして、現在は 霧島町の静環検査セ※

ンターというところに委託をして検査をしてお

ります。

わかりました。続いて、いいです○中野委員

か。

消防保安課にお尋ねしますが、この落雷対策

ですけれども、落雷によってこれが増加してい

るということでしたが、なぜ増加しているんで

すか。

落雷がふえた原因という○福栄消防保安課長

のは、ちょっと私も明確な回答はできかねるん

ですけれども、全国的に非常に落雷の被害がふ

えてきていると。平成３年と平成21年を比較し

た場合で見ますと、件数的には７倍、額的には

、 、９倍以上ふえてきているということで ここ四

五年で見ましても、本県でも4,000万円以上の修

理費等がかかっておりまして やはりこれはしっ、

かりと対応する必要があるということで、今回

予算を計上させていただきました。

、○中野委員 原因はわからんという話でしたが

７倍ですか。それは気象条件が７倍も悪化した

ということですか。それか、そういう機器が雷

を引き寄せる機器ということで、落雷が発生し

やすくなったということのどちらかだと思うん

です。我々が一般的に見て、急に７倍も雷が鳴

り出したとは思いませんが、それはそれでいい

でしょう。

それで、システムの設置と避雷器の設置とい

うことで２つに分けてやっているんですが、避

雷器の設置なら、こっちのほうが大丈夫だとい

うことですか。金額もかなり、１つ当たりが高

いですよね。それで、①のほうのこの抑制シス

テムのほうは暫定的な措置なんですか。

まず、抑制型の避雷針で○福栄消防保安課長

ございますけれども、通常の今立っている避雷

針、これは避雷針という名前がついております

けれども、実は一部の学者に言わせますと誘導

針、雷を寄せて、それを地面に流すという役割

のものでありまして、これでいきますと、今の

電子機器というのは非常に繊細にできておりま

、 、 、して ここで落ちていく中で いわゆる電磁波

これが発生しまして、中の機器が壊れるといっ

た被害がふえてきていると。雷というのは、雷

雲の一番下の部分、ここがマイナスのイオンが

集まるということで、この避雷針に同じ極性を

持たせることで、雷そのものを近づけないとい

う性能を持つものだそうです。

これは、実際どのような効果が上がるかとい

うのは、なかなか測定はしづらいんですけれど

も、海外の実験で実際に取りつけたところでい

きますと、１月に一、二件、雷が落ちていたも

のが、取りつけてから４年ぐらい、全く雷が落

ちていないといった実例も挙がっているという

ことで、本県では初めてですけれども、国の機

関では国土交通省も取りつけているというふう

に伺っております。

もう一つの②につきましては、先ほど言いま

した雷による電磁波ですね。実は雷というもの

は直接落ちるばかりではなくて、二、三キロ近

※次ページに訂正発言あり
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くのところに落ちますと、この電磁波が発生し

まして、中の機器類あるいは電圧を狂わせると

いうことでありますので、もともと電源部分に

つきましては避雷器、ＳＰＤというものですけ

れども、これを取りつけておりますけれども、

それとあわせてこの電子機器の入り口、こちら

にもＳＰＤを取りつけることによって、雷サー

ジ、電磁波を防ぐということで、二重に防ぐと

いう効果を期待しております。

ということは、これは、１つの中○中野委員

継局に２つの事業をするということですか。

。○福栄消防保安課長 そのとおりでございます

えびのにということでしたが、え○中野委員

びのはどこにこの無線の接続がしてあるんです

か。

白鳥山に設置していると○福栄消防保安課長

いうことでございます。

よくわかりました。○中野委員

この落雷というのは怖いですから、過去、私

のうちにも落ちたことがあって。ふえたと言っ

たけれど、昔のほうが多かったような気がする

んです。えびの、私のところは九電の高圧線な

りにも避雷針が立っていますから、あのおかげ

でか知らんけれども、あれは雷を引き寄せると

いう話でしたが。昔、ジェファーソンが落雷の

実験をしたという有名な話がありますけれど、

何か引き寄せられて、その傘下になっているの

かどうかしらんけれど、落ちないですよ、うち

辺は。落ちないことを言う必要はないですが、

白鳥山はわかりました。

済みません。先ほどの中○平原危機管理局長

野委員の質問で、火山ガスの測定業者を霧島町

のと申し上げましたが、霧島市の間違いでござ

いましたんで、訂正させていただきます。

先ほどの説明で学生寮の○福栄消防保安課長

空調設備と申しましたけれども、本庁舎の空調

設備に訂正させていただきます。

危機管理なんですけれど、防災対○日高委員

策という面では、非常にいろんな対策をとって

おられて、私はいろいろな角度から考えて予算

化されていると思うんで、すごく評価しており

ます。

その中で、私は日向なもんですから、先日、

「 」 、護衛艦 おおすみ という護衛艦がありまして

それでＬＣＡＣといって膨らんで救助する。前

も質問したかと思うんですけれど、海からの救

、 、助とか海からの物資援助とかというのは 当然

自衛隊との連携というのは出てくる。この間、

そういった形で民間も試乗があったんです。局

長が来るかなと思ったら、案内もなかったんで

しょうか。そういった自衛隊と海との、逆に海

からの援助、救助について、いろんな形で連携

を持っていったほうがいいと思うんです。

、 、もう しょっちゅう日向には護衛艦じゃって

毎週、時期になると、２週間に１回ぐらい、の

そっと来るんです。その辺もちょっと連携して

、 。もらいたいんですが その辺どう思われますか

熊本地震でも海上保安部○平原危機管理局長

のほうの船で炊き出しをしたり、お風呂に入れ

たりとかいうのが、非常に好評であったという

ような話も聞いておりまして。

言われましたＬＣＡＣについては、私も10年

くらい前に危機管理にいたときに、あれは串間

でやったんですか、そのときに砂浜に乗ってき

てというので 一遍乗せていただいたことがあっ、

て 非常に有効な輸送手段だなというふうに思っ、

ております。

今回、２カ所、日向と日南のほうに新しく拠

点を今年度指定をしまして、来年度予算で新た

に資機材整備しますが、あれも、どちらかとい
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うと海からの物資を県の拠点として受け入れる

ような考え方で、今回は指定したというところ

でございます。

今後とも、そういう自衛隊にしろ海上保安部

にしろ、津波がやってまいりますので、その辺

のところは十分連携しながら対応していきたい

と考えております。

ということは、もう既に協定とい○日高委員

う形で、そういった災害時には、自衛隊の護衛

艦が日南、または日向に入ってくるということ

にはなっているんですか。

当然、自衛隊なり海上保○平原危機管理局長

安部は、その本来の業務として危機管理、災害

対応をいたしますので、協定をしているわけで

はございませんが、国の計画の支援の中で、ど

ういう形で運ぶかというものの１つとして、そ

ういう海上ですとか、当然、航空の輸送もござ

いますし、陸上の輸送もございます。そんなも

のを総合的にやっていかないと対処できません

ので、海も含めて対応していきたいと思ってお

ります。

その件はその件で。○日高委員

あともう一つ、消防広域化・常備化、これは

一般質問もさせていただいたんですが、先ほど

消防保安課長のほうが、これからだと、まだ日

向市に対する、委託についても検討するという

ことだったんですが 日向市が契約委託しなかっ、

た場合、ほかにどういった方法があるのか、教

えてください。

まず、方法といたしまし○福栄消防保安課長

ては、市町村それぞれ単独での常備化、そして

３町村で組合をつくって、事務組合での消防本

部の設置等が考えられます。

、 、○日高委員 そういった例えば単独 事務組合

日向市が入って広域化でやっていく。メリット

としては、メリットというか、実質この常備化

を進めるためには、やはり日向市が入ったほう

がいいのか、その３町村で、もう組合をつくっ

てやったほうがいいのかという点では、その辺

はどう考えておりますか。

、○福栄消防保安課長 今後の人口減少ですとか

あるいは高齢化等々を考えていきますと、財政

的にも、この３町村というのは強くはないとい

う状況でございまして、単独で、あるいは事務

組合でという形での存続というのは、つくった

としても、今後の継続が非常に厳しいものにな

るのかなというふうに予想しております。

やはり、一番現実的なところ、あるいは落と

しどころとしては、日向市に事務委託をして、

どこまで委託ができるのかということまでしっ

かりと協議する必要があるのかなというふうに

感じております。

それだったら、もう日向市にスト○日高委員

。レートに日向・入郷を全体的に見ていくんだと

その辺の責任というか、責任と言ってはいかん

ですけれど、その連携というのは、県も日向市

のほうに呼びかけていく必要が。その協議会で

決めてもらうよりも、県として日向市に、やは

り一体になって常備化に向けてやるようにとい

う声かけのほうがいいと思うんですが、その辺

はどうでしょう。

委員がおっしゃられたと○福栄消防保安課長

おり、やはり現実的なところとしては事務委託

という形が一番現実的でございますので、その

点につきましては、日向市の消防担当幹部等々

ともお話をさせていただいているところでござ

います。

、○日高委員 これは３年間の事業でありますが

スピード感というのも当然必要になってくると

思うんです。私、一般質問でも言いましたが、
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統括監が在任中には道筋をつけていただいて、

、しっかりと３年後にはそういう体制がとれると

安全安心のこの地域ができるということを要望

したんですけれども、統括監、きょうは一言も

しゃべってないので、何かありましたら。

私がしゃべるまでもな○畑山危機管理統括監

く、優秀な職員が委員の質問に答えていただけ

、ているので私の発言の機会もないということも

ある意味うれしく思いながら、ここに座らせて

いただいているわけでございますが。

御指摘のとおり、消防の広域化については、

今、消防保安課長が言ったとおり、持続的な可

能性、そういったものをしっかり見た上で、な

おかつ我々も、もちろん各市町村が主体的に判

断していくことではありますけれども、実際に

どういったことがいいのかというのは助言して

いって、時にはそれぞれの市町村の間でいろい

ろと相談に乗りつつというところもやっていこ

うと思っておりますので、そこはしっかりやっ

ていければと思っております。

あとは蛇足ではございますが、本当に蛇足だ

と言われるでしょうけれども、先ほどＬＣＡＣ

の話がありましたが、それは私も黙って聞いて

いたんですが、夏場に、私も日向に行って乗っ

てまいりました。確かに、九州電力の車とかが

乗って来れるというようなものもあって、非常

に物資、車、さまざまな物が輸送できる、非常

にすごい船でございましたので、そういったも

のを、私どももいろいろと知った上で、それで

自衛隊等との連携もしっかりやっていければと

思っております。

多分、地域の状況というのは、統○日高委員

括監、見て回っていると思うんです。過酷とい

うか、かなり厳しさもある地域がある。ただ、

それが宮崎県の防災を守る一つの中で、ほかの

県でそういった例があれば、私どもも、そこに

行って研修というか勉強をしてきたいんで、危

機管理局として、そういった例があれば教えて

いただきたいというふうに思いますんで、よろ

しくお願いいたします。

また、ＬＣＡＣについては、まだ何回も来ま

すんで、日向市は自衛隊協力会ということで、

祝賀会みたいなやつを年に20回ぐらいするんで

す。そのたびに3,000とか4,000円取って。そう

、 、いう中でも やはり１度でも２度でもいいんで

そのとき１度出席してもらって。だから、そう

いうことを、やはりコミュニケーションもしっ

かりととっていただければというように思いま

すので、よろしくお願いいたします。

避難タワーについて。大体、今後○坂口委員

どれぐらいの箇所に設置が必要という把握を、

見込みというか、そういうのを持っておられる

のかというのが１つと、市町村に対してという

説明があるんですけれど、国あるいは県がやる

べき箇所というのもあると思うんです。一つに

はそこの港湾、宮崎港のところに盛り土、高台

をつくられたんですけれど、今後の、そこらの

ところの役割分担と考え方というのは持ってお

られるんですか。

今、市町村が設置しよう○平原危機管理局長

としている計画が23基でしたか、そのうち串間

市は、まだ正式な計画は出してきていないんで

すが、そこが２基ですので、21足す２で23の予

定をしております。

、 、あと 県の予定が計画として出ていますのが

今言われた命の丘というやつで 港湾等につくっ、

ておりますのが３基予定をしておりますので 26、

基の予定でございますが、今後どうしていくか

というのは、また県土整備部のほうで検討され

ていると思います。
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市町村と県の役割は、港湾のように施設の管

理自体を県がしているところは県が整備してと

いうことでやっていただいていると思います。

それから、別途市町村で、これは旭化成だっ

、 、たと思いますけれども 広い民間の用地の中に

どうしても逃げ切れない場所があるときは、 １※

基だったと思いますけれども、独自に民間でつ

くっているところもあると聞いております。

そういった役割分担があると思う○坂口委員

んです。特に市町村の場合は、規模的にも局所

的というか、狭いエリアの集落あたりを対象に

というやつと、避難箇所として、そこに避難す

ることになるだろうと予想される人たちが、割

と地域を熟知していますよね。ところが、国県

となると、今言われたように宮崎港とか、場合

によっちゃ海外から人が来ている。宮崎港の３

基だけでいいのかなとなったとき、重要港湾だ

けで３つ持っているのと、それから海洋高校が

１つあります。この子供たちをどこに逃がすの

かって、これも県の責任だと思うんです。それ

から、総合運動公園。特に平日の平常時間だっ

たらいいと思うんです。企業の人たちが、そこ

をよくわかった人たちで訓練を受けている人と

か、あるいは県職の人たちとか、そういった人

たちがいる通常の時間帯。ところが土日だった

り夜だったりすると、そこらにはいろんな人、

初めてここに来たという人とか、東西南北もわ

からない人たちに、特にこういうエリアでの避

難台というのは、大方が海に向かって避難させ

ることになると思うんです。これは、よほどの

誘導策を講じないと、それは波が来るほうには

行かないですよ、丘に逃げちゃう、そこでやら

れてしまうということで、これは本当に県土整

、 。備部に任せていていいのかと ソフト部分です

避難の誘導のための標識であったり、あるいは

そこに避難された人たちを、着のみ着のままで

しょうから、その人たちをそこで何時間もどう

やってもらうんだとかいうこととか。

だから、今のままで、ただハードをつくれば

いいというんじゃなくて、むしろ、こちらの危

機管理サイドがしっかりやって、夜でも何でも

波に向かって逃げさせるとよという、そうなる

と照明がついた誘導とか、ここの場所にありま

すよという 夜でも目標点がわかる 丘に向かっ、 。

て逃げちゃだめだぞ、沖に向かって逃げるんだ

よという、かなり強力な誘導力というか誘因力

を持ったような案内表示とか、これが全くない

んです、今の計画の中で。これで本当に大丈夫

なのかって、県土に任せていてということが１

つと。

これは、やっぱり国と県とでしっかり、今後

こんだけ整備するんだというものはやって、今

後の港湾計画なんかを見ながら、将来外国船を

何隻入れるんだとか 大型クルーザーが何ぼ入っ、

てくるんだとか、そんなものと整合させてやら

なきゃ、ただ市町村がつくれつくれってつくれ

ば、今後、用地代まで出すよとか、今度は壁の

整備まで補助対象にするよということじゃだめ

だと思う。まず自分らがやるべきことが、まだ

あると思うんですね、その前に。そこんところ

をぜひとも検討を進めていただきたい。

おっしゃるとおりでござ○平原危機管理局長

いまして、今、避難タワーとか命の丘でも、や

はり高いところをつくるだけでは、そこに一定

期間いていただかないといけないので、照明設

備をつけるですとか、仮設のトイレを使えるよ

うに常備しておくとか、そういう取り扱いをし

ているのが１つ。あと言われるように、やっぱ

り避難をしっかりしていただかないといけない

※48ページに訂正発言あり
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というのが大事ですので、この間、港湾でも避

難訓練をやりましたが、しっかり訓練やらをや

りながらやっていかないといけないということ

があります。

それと、言われた誘導の標識についても、こ

れは大事でございますので、一応補助の対象に

はしておりますので、そういうとこもしながら

やっていきたいと思います。

それからもう一点、重要港湾の中で日向の細

島港につきましては、あそこはタワーはつくっ

ていないんですが、近くに小高いところがござ

いますので、そこへの避難路整備を港湾のほう

でやりまして、避難できるようにというような

対応をしております。

今後とも 県土整備部とも連携しながら しっ、 、

かりとした対応をしていきたいと考えておりま

す。

だから、天然のそういった避難箇○坂口委員

所があるところはいいにせよ、例えば漁連のレ

ストランあたりにいたとします 津波が来るぞっ。

て、避難してくださいって言われたときに高台

に向かって行く、これは、そこによほどの信頼

感がないと、みんな丘のほうに逃げますよ。

だから、そういったこと、それはいつ来て、

夜だか昼だか、土曜日だか日曜日だかわかんな

いというところで、これは誘導すべきものが何

もないんですよ。こちらにいて、あそこに避難

台があるということすらわかんないですよ。そ

ういったものをしっかりしていかないと、もち

ろん市町村への指導とか整備を急がせるという

のは必要ですけれど、自分のお膝元がそういう

状況でいいのかなというのが一つあるもんです

から。これ、県土整備部では、そこらまでは守

備範囲としては考えていないと思うんです。そ

こまで人を誘導してきて、そこに乗っけるとい

うのは。そこに安全を確保するための高い場所

をつくるというところまでだと思うんです、県

土整備部では。そうなると、どうしても危機管

理局サイドで、そこらはやっていかないといけ

ないんじゃないかなと、必要な物の備蓄も含め

て。少なくとも、やっぱりそこに向かわせるた

めの仕掛けというのは、絶対必要じゃないかな

と思うもんですから、これはお願いをしておき

ます。

もう一点いいですか。資料の24ページの元気

回復応援事業です。これは、もう以前から随分

心配されていることで、特にメンタル面での対

応、対策というんでしょうか。ただ、これを職

員一人一人の能力の発揮ということと、このメ

ンタルダウンの未然防止というのをセットでや

れるぐらい簡単な仕事かなって。メンタルがそ

こまで落ちていくという人たちは、果たしてこ

ういった１つの事業で対応するような、共通的

な要因でメンタルがダウンしていっているのか

というとそうじゃなくて、その人がいたところ

。とか置かれた立場とか千差万別だと思うんです

だから、そこんところをやっていかないと、こ

んな簡単なことでメンタルダウンはしないと思

うんです。簡単にぱっと復帰できるような。そ

。れをどういうぐあいに分析されてきているのか

実際そういった鬱なりになっていったり、職場

であったり仕事をしていくことが困難になって

いったりする人たちに、果たしてそこに元気で

みんなで頑張れよというなり、運動会の応援団

のリーダーみたいなのがいれば、それは防げる

ぐらい簡単かなというと、そうじゃないような

気がするんですけれど。

総務事務セン○大田原総務事務センター課長

ターのメンタルヘルス対策といたしましては、

今、段階的にやっております。



- 47 -

平成29年３月13日(月)

第１次予防といたしまして、いろんな啓発と

か職場での研修会、それにあわせまして今年度

から全職員を対象といたしましたメンタルヘル

、 。スチェック これの分析結果での所属への対応

そして、２次予防といたしまして、鬱病等を早

期発見して治療に結びつけるための専門医や看

護師とか保健師の県のＯＢの方にお願いしてい

るんですが、こころの健康相談専門員等による

各種相談を実施しております。３次予防といた

しましては、一旦、病休休職となった職員に対

しまして、円滑に職場復帰をしていただくため

に、復職支援の取り組みもやっているところで

あります。

今回、改善事業としてお願いをいたしました

が、これはまた別な方向、視点での取り組みと

いうことで、一体化して総合的に、これからも

メンタル対策はしていかないといけないかなと

いうふうに感じているところです。

なかなか、これは難しいことだと○坂口委員

思うんです。でも、ここにいっちゃいかんとい

うこともはっきりしていますし、ぜひ、総合的

、 、に この優秀な人たちを守り抜くということが

特に人事も含めて必要じゃないかなと。

最終的には、余りにも事務量に追われ過ぎる

というのが一つあるんじゃないかなと思うもん

ですから、そこらも、やはり必要なものは必要

といって、アウトソーシングできるようなもの

はやっていくとかで、まず守ること、そこに追

。 、いやらないこと 全くわからないんですけれど

そういった調べも統計もとっていないけれど、

この部署に行くと人が多いよなというような部

署があったりとか、こういったチームは、そう

いうことが起こるよなというようなことが、も

し共通事項が少しでも、人事面とか人員配置も

含めた。あるいは、特に課長あたりの人の管理

、 、のための余力というのでしょうか 煩雑過ぎて

そこまでとても気が回らないというような、そ

ういう事務をあてがうというかそういうことで

はなくて、そういうのを全体として共通点が何

ぼか見えるんじゃないかと思うんです。

そこらはやはりやっていかないと、だんだん

多くなってきているような気がして、僕らの近

くの事務所なんか見ても。もちろん凸凹はあり

ますけれど、何かそういう人事なりの配慮の仕

方というので、ちょっと防げるんじゃないかな

という気がして、そこをぜひ総合的にやってい

ただいて、そこに行かせないということを。

先ほども申し○大田原総務事務センター課長

ましたけれど、今年度からストレスチェックと

いうのを全職員を対象に導入したわけですが、

これは個別のストレス度合というのも、当然、

個人ごとにチェックされた人についてはわかる

、 、わけですけれど 職員の一人一人の分析結果で

その職場の環境というのもある程度測定できま

すので、それを所属長にフィードバックして、

職場の改善を図っていただくという方法もとっ

ております。

私どもといたしましては、いろんな方向性か

ら新たな手法も出てきましたので、その部分を

十分分析しながら、関係機関と改善に向けた取

り組みを行っていきたいというふうに思ってい

ます。

、 。○坂口委員 ぜひ そこをお願いしておきます

、 、本当 そういうところに追い込まれていったら

やっと頑張って公務員になれて、その子がだめ

になったら、そりゃ親御さんの気持ちとか、あ

るいはまた働き盛りになって家族の気持ちとか

、 、思ったら こりゃやはり防げる手立てがあれば

どんな手立てを講じてでも、そこは守らなきゃ

いかんという気がしますので、これは、ぜひお
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願いしておきます。

済みません。先ほど坂口○平原危機管理局長

委員の御質問の中で、旭化成の避難タワーにつ

いて、延岡の１基じゃないかと申し上げたんで

すが、日向の細島にももう１基ございまして、

合計２基でございますので、訂正させていただ

きます。

宮日の報道にあったですよね。○坂口委員

よろしいですか、ほかに。○二見委員長

、 。それでは 以上で第３班の審査を終了します

次に、ここで１回休憩を入れようと思います

けれども、55分再開で。

暫時休憩といたします。

午後２時41分休憩

午後２時55分再開

委員会を再開いたします。○二見委員長

次に、その他報告事項に関する説明を求めま

す。

それでは、平成29年度組○小田行政経営課長

織改正案について御説明いたします。

お手元の総務政策常任委員会資料の35ページ

をごらんください。

まず１の基本的な考え方でございますが、今

回の組織改正は、県総合計画に掲げる政策課題

に対応して地方創生に取り組む施策の推進や業

務の効率化、効果的な施策の推進・強化など、

（ ） 、みやざき行財政改革プラン 第二期 に掲げる

行政需要に対応した簡素で効率的な組織体制の

見直しの観点から実施するものであります。

次に、２の主な組織改正の内容としては、枠

内の７点でございますが、個別に御説明いたし

ますので、資料の36ページをごらんください。

まず（１）は、今般改定を行うため、この２

月議会に上程しております、みやざき文化振興

ビジョンに基づきまして、文化振興の取り組み

を進めるとともに、平成32年度の開催が内定し

、た国民文化祭に向けた準備体制を構築するため

。みやざき文化振興課を設置するものであります

具体的には、下の組織図のとおり、課内に国

民文化祭担当を新設し、あわせて記紀編さん記

念事業とその集大成となる国民文化祭の開催準

備を一体的に推進するため、商工観光労働部の

観光推進課から記紀編さん記念事業推進室を移

管して、みやざき文化振興課の課内室といたし

ます。

次に、資料の37ページをお開きください。

（２）は、フードビジネス推進のための司令

塔として設置したフードビジネス推進課を、全

庁的な産業・雇用政策に係る企画立案や総合調

整機能を担う司令塔として発展をさせて、産業

政策課を設置するものです。

これに伴いまして、商工観光労働部の産業振

興課は、幅広い県内企業活動の振興・成長施策

を強化する観点から企業振興課に再編をいたし

まして、課内室の産業集積推進室は、現在力を

注いでいる分野をより具体的にあらわすため、

食品・メディカル産業推進室に名称変更いたし

ます。

次に、資料の38ページをごらんください。

（３）は、社会福祉法人や施設の効果的で効

率的な指導監査体制の構築を図るため、指導監

査・援護課を設置するものであります。具体的

には、福祉保健課の課内室である法人指導・援

護室を中心として、中央及び北部福祉こどもセ

ンターの監査部門を本庁に集約いたしまして、

指導監査・援護課とするものであります。

次に、資料の39ページをごらんください。

（４）は宮崎県動物愛護センターの新設であ

ります。宮崎市と共同で設置する動物愛護セン

平成29年３月13日(月)
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ターにおきまして、適正な飼養や動物愛護精神

の普及啓発を進め、殺処分を減らすための譲渡

の推進などを機能的に行うため、県の出先機関

を設置するものであります。

次に （５）は県の組織としての県立看護大学、

の廃止であります。自主性・自律性に富んだ大

学運営を図るとともに、客観的な評価による自

己改革や透明性の確保などの制度改革を進める

ため、公立大学法人による運営に移行すること

に伴いまして、県の組織としての県立看護大学

を廃止するものであります。あわせて、医療薬

務課の課内室である看護大学法人化準備室も廃

止いたします。

次に、資料の40ページをごらんください。

（６）の自然公園室の新設につきましては、

自然公園関連業務を一体的に所管し、国立公園

満喫プロジェクトにおける整備事業などを円滑

に進めるため、自然環境課に課内室を設置する

ものであります。

次に、資料の41ページをごらんください。

（７）は漁村振興課の体制強化であります。

具体的には、まず、多様化・高度化する地域の

ニーズに組織的に対応するため、中部及び児湯

、地区の水産業普及指導業務を集約いたしまして

あわせて担い手確保に関する業務の強化を目的

として、課内に担い手・普及担当を新設いたし

ます。

また、漁港漁場の整備や防災対策、老朽化対

策を機動的に進めるため、課内室として漁港漁

場整備室を新設いたします。

それでは、お手数ですが、35ページにお戻り

ください。

下の欄にありますとおり、今回の改正に伴う

知事部局の組織数は、指導監査・援護課の新設

、 。 、のため 課の数が１増となっております なお

課内室の数につきましては、環境森林部に自然

公園室、農政水産部に漁港漁場整備室の２室を

、 、新設いたしますが ２つの室を廃止しますので

増減なしとなっております。

説明は、以上でございます。

常任委員会資料の42ページ○藪田市町村課長

をお願いいたします。議案第33号の「宮崎県に

おける事務処理の特例に関する条例の一部を改

正する条例について 、御報告させていただきま」

す。

この議案につきましては、厚生常任委員会に

付託をされておりますので、ここでは概要につ

いて御報告させていただきます。

、 、まず １の改正の理由でございますけれども

知事の権限に属する事務を新たに取り扱いを希

望いたします市に権限を移譲するため、関係規

定の改正を行うものでございます。

次に、２の改正の概要にありますとおり、医

療法の改正に伴いまして、新たに規定されまし

た医療法人の分割に係る事務につきまして、宮

崎市に権限を移譲するものであります。今回、

条例改正に伴いまして、宮崎市で２事務が増加

をすることとなります。

施行期日は平成29年４月１日であります。

なお、参考までに、下のほうに、権限移譲の

これまでの推移等を記載しております。どうぞ

よろしくお願いいたします。

前回の委員会で御依頼の○平原危機管理局長

ございました新田原飛行場周辺騒音度調査の資

料概要について御説明いたします。

別途お配りしております青色のカラー刷りの

資料をごらんください。この資料は、昨年の11

月15日に九州防衛局から提供されたものでござ

いまして、関係の２市３町にも配付をされてお

ります。
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めくっていただいて１ページ目は資料の目次

でございます。２ページから９ページが騒音度

調査の概要となっております。

まず、２ページでは、ちょっとわかりにくい

んですけれど、騒音度調査とは住宅防音工事対

象区域の指定のもととなるＬｄｅｎの騒音コン

ターを作成するために行う調査であるとして、

、 、調査目的が記載されておりまして 下のほうに

騒音コンターとは同じＬｄｅｎ値を結んだ曲線

とされておるところでございます。

Ｌｄｅｎ値については、３ページをごらんく

ださい。Ｌｄｅｎ値というのは、時間帯補正等

価騒音レベルと言われる騒音の評価指標でござ

いまして、一般的に、昼間より夕方、夕方より

夜間のほうがうるさく感じるということで、19

時から22時の間はプラス５デシベル、22時から

７時の間はプラス10デシベルの重みづけを行っ

て、騒音レベルを定めるというふうに言われて

おります。

なお、このＬｄｅｎにつきましては、従来の

飛行騒音に加えまして、誘導路上の移動ですと

か、エンジン試運転による騒音などの地上騒音

も評価の対象にするということで、平成25年度

から、この評価方法に移行しているということ

でございます。

次に、４ページが、Ｌｄｅｎの算出の流れで

。 、 、ございます まず 左側の飛行騒音については

航空機騒音の基礎データをもとに、飛行経路、

標準飛行回数から算出をいたしまして、右側の

固定地上騒音 これはエンジン試運転の騒音─

等でございますが これは航空機騒音の基礎─

データをもとに、音源の位置と標準発生回数か

ら算出するというふうに伺っております。

それぞれのデータの算出については、別途記

載がございますが、各地点におけるＬｄｅｎ値

については、現地調査等で得られたデータをも

とに、コンピューターによるシミュレーション

で算出しているというふうに伺っております。

このように算出された同じＬｄｅｎ値の地点

を結ぶことで、５ページのとおり、騒音コンタ

ーが作成されるということでございます。

次に、６ページのＬｄｅｎ値の算定に用いま

す航空機騒音の基礎データでございますが、左

下のグラフの例にありますように、受音地点か

ら航空機までの距離と騒音の値の関係を数値化

したものというふうにされております。

この基礎データは、現地における騒音測定等

、で得られたデータによりまして作成されますが

日々変化する天候を考慮いたしまして、温度25

度、湿度70％、無風の状態を標準状態というこ

とで作成されているということでございます。

それから、飛行騒音と固定地上騒音の騒音値

の算出方法については、右下の注１と注２に記

載のとおりでございます。

次に、７ページの飛行経路データ、それから

その下の８ページの音源位置データにつきまし

ては、部隊のほうから収集したデータをもとに

。作成されているということのようでございます

飛行騒音で申し上げますと、どの機種の飛行

機がどのような経路で飛行したかという飛行経

路データを３次元で座標化することによりまし

て、どこかの地点からその航空機までの距離が

わかりますので、先ほど言いました６ページの

基礎データに当てはめて、１回ごと 単発と─

いっています 単発での騒音値が算出される─

ということとなります。

次に、９ページをごらんください。

１回当たりの騒音値はそういう形でするわけ

ですが、これを年間で考えると飛行回数等が影

響してきますので、飛行回数ですとか地上騒音
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の発生回数、これにつきましては、１年間の実

際の飛行実績ですとか、メンテナンス記録など

をもとに１日の標準的な回数を求めて、下の例

のように、機種ごと、飛行方向、飛行態様等に

分類して、何回あったというのをつくっていく

ということでございます。

そして下の米印にございますように、自衛隊

等の飛行場については、日々の飛行回数の変動

が非常に大きいということで、全く飛ばなかっ

た日も含めまして、１日の飛行回数の最も少な

い日から並べていきまして、90％の多さに当た

る日の飛行回数を標準飛行回数として、全体の

Ｌｄｅｎを出していくというふうに伺っており

ます。

なお、民間空港につきましては、日々の飛行

回数が比較的安定をしておるということから、

年間平均の飛行回数を用いているというふうに

伺っております。

１月の当委員会で御説明をいたしましたよう

に、今回の調査結果では、この標準飛行回数が

前回調査時の約340回から約250回に減少し、中

でも、特に騒音レベルの高い機種の飛行回数が

約280回から約160回に大幅に減ったことの影響

が大きいというふうに伺っております。

次に、10ページ以降が騒音度調査のまとめと

なっております。

10ページに騒音度調査の主な調査状況が記載

されておりますが、このうち、現地調査の飛行

騒音調査は、平成26年12月と平成27年７月に、

左下の図の70カ所の測定地点で行われました。

また、地上騒音調査は、27年の１月と同じ年の

７月に実施されまして、次の11ページに記載さ

れております測定地点で実施されたということ

でございます。

次に、調査結果としまして、12ページに第１

種区域と、それから13ページに第２種区域に係

、 、るコンター図が示されておりますが これが今

防衛省のほうから示されております、今回の見

直しに係る騒音コンターでございます。

最後に14ページは、今回の騒音度調査に関す

る音響の専門家からなる委員会における評価が

記載されておるところでございます。

なお、前回の委員会の後に、資料につきまし

ては先週の金曜日にファックス等でお配りをい

、 、たしましたが 防衛省が本日から今週17日まで

関係２市３町内の７カ所で、第２回目の体感・

測定を実施いたしているところでございます。

説明は、以上でございます。

説明が終了しました。その他報○二見委員長

告事項についての質疑はありませんか。

、 、○来住委員 １つ ２つ聞きたいんですけれど

１つは、現区域を解除して新しい区域を指定す

る、つまり告示をすると。これが１月が３月に

変更されて、その３月がまた延ばすということ

になる。これは告示ですから、特別な法律が必

要ではないんでしょうから、防衛省がやろうと

思えば一方的に告示して、その告示の内容がど

ういうことになるのかわかりませんけれど、例

、 。えば何月何日に決定するとか そういうように

つまり、告示ですから、行おうと思えば防衛省

。が一方的に告示することはできるんでしょうか

まず、それを確認しておきたいと思います。

防衛省内の手続がどうい○平原危機管理局長

う手続かは承知しておりませんが、言われるよ

うに、特段手続を要してというわけではござい

ませんで、やろうと思えば、もう一方的に可能

であろうと思います。

もう一つ、ちょっと勉強していな○来住委員

くて申しわけないですが、全国では幾つか騒音

訴訟が起こっているんです。ちょっと資料はな
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いんですけれど この前 沖縄の嘉手納も起こっ、 、

たんじゃないかな、判決が出たと僕は思ってい

るんですけれど。それで、皆さんがつかんでい

れば教えてほしいんですが。実際にそういう騒

音訴訟が起こって、それで差しとめは、さすが

、 、に裁判所も認めていないんですが ただしかし

いわゆる補償については認めた判例が幾つかあ

るんですが。その補償を認める区域が、今回、

例えば新しくコンター図で、その区域、今回の

防衛省が示している新田原の区域外でも、裁判

でその補償がされているのかなと思っているん

ですが、そこ辺をつかんでいらっしゃれば教え

てください。

済みません、ちょっと勉○平原危機管理局長

強不足で把握しておりません。

最後に、もう一つお願いしておき○来住委員

たい。僕は本会議で取り上げさせてもらいまし

たけれど、とにかく知事自身が、あのように県

民への一方的な押しつけではなくて、地元の意

向を尊重してほしいという旨の発言もされてお

りますし、また、この前の議会でも私の質問に

対して、このことを事実上、お認めになってい

るというのか、その立場に立っていらっしゃる

と思いますので。

ですから 今後 防衛省がどういう態度をとっ、 、

てくるかにも。住民の皆さん、いわゆる２市２

町については認めないという立場ですから、認

められないと言っていますので、ですから、防

衛省の態度一つで大きく変わってくるんですけ

れど。

しかし、いずれにしましても、県としてもそ

ういう立場で引き続き頑張ってほしいというふ

うに思います。このことを述べておきたいと思

います。

昨年の12月20日に、知事○平原危機管理局長

が議長と一緒に要望に行く予定にしておったん

ですが、ちょうど鳥インフルエンザが発生をい

たしまして、知事が行けなくなりまして、副知

事に行っていただいた経緯がございます。

また、今回の議会でも、いろいろな御意見等

をいただきましたので、今後はその辺も踏まえ

て、直接、知事が行くかどうか、その辺も検討

しながら、しっかりと国に地元の意向等を伝え

てまいりたいというふうに考えております。

済みません、もう一つ。これは11○来住委員

月15日に防衛省から出された資料だと言われま

したけれど、こういう資料は、我々議員にもい

ち早く示していただきたいと思う。今後も幾つ

かこういう資料が出てくるんじゃないかと思う

んですけれど、もう現地は怒っているわけです

から、やはりこういう資料については、そのた

んびに出していただきたいし、私個人の意見で

すけれど、やはり２市４町の議会に比べて、我

々県議会のほうが、ちょっと対応がおくれたと

いうことは否めないと思います。それは、やは

り皆さんからのこういう資料が出されるのが、

結局、年末には出されなかったんですよ。明け

てから出されたというのが、届いたというのが

ありますので、ぜひそこは御協力お願いしたい

と思いますけれど、いかがでしょうか。

今回のこの資料について○平原危機管理局長

は、全体の見直しの資料を中心に説明させてい

ただいて、この資料についてはお配りをいたさ

なかったところですが、おっしゃることはよく

わかりますので、今後はそのようなことを、で

きるだけ情報提供に努めていきたいと思ってお

ります。

関連質疑はありますか。○二見委員長

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

なければほかに。よろしいです○二見委員長
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か。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上で、その他報告○二見委員長

事項について終了いたします。

、各課ごとの説明及び質疑が終了しましたので

これから総括質疑を行います。総務部全般につ

いて、質疑はありませんか。よろしいですか。

、○中野委員 総務課長に債務負担行為のことで

防災拠点庁舎建設費が122億5,900万円あります

よね この財源をどういうふうに見込んでいらっ。

しゃるかをお尋ねしておきたいと思います。

債務負担行為に○志賀防災拠点庁舎整備室長

つきましては、今回122億余を計上させていただ

いておりますが、この中身につきましては、防

災拠点庁舎本体工事と、それに付随します工事

管理業務等、29年度から31年度にかけて、３年

度にわたって実施する事業を債務負担行為とし

て計上させていただいております。

その財源でございますけれども、132億円とい

う工事費総額のほうで説明させていただきたい

と思うんですが、財源の内訳としましては、来

年度以降のことはわかりませんので、大ざっぱ

な数字になってしまいしますが、社会資本整備

総合交付金として約３億円、それから県債とし

て103億円、それから県有施設維持整備基金とし

て約26億円となっております。

わかりました。○中野委員

もう一点。財政課長にお尋ねします。４ペー

ジの自主財源のことで、いわゆる諸収入が86億

円、前年度から減っていますよね。その中身は

貸付金云々だと前言われたんですが そんなに86、

億円も減るもんですか。ああいう貸し付け云々

というのは、大体平準化されているんじゃない

かなと思ったんですが、そのあたりを教えてく

ださい。

諸収入のところが、対前年度○川畑財政課長

でマイナス86億余となっておりますが、この中

の額の大きいものとしまして、ＴＰＰ関連の国

庫補助事業がここに含まれております。といい

ますのも、自主財源のほうに含まれる理由です

が、本来であれば国庫支出金という区分になる

とは思うんですけれども、国のほうで国の基金

管理団体という外郭みたいなところを経由して

くるものにつきましては、県の収入としまして

は、諸収入に含まれます雑入として受けること

になります。この中に大きい事業としまして含

、 、まれておりますのが 畜産競争力強化整備事業

畜産クラスター事業と言われるものがマイナ

ス38億余 産地パワーアップ事業費がマイナス19、

億余となっておりまして、これらのマイナスが

大きくなっている要因でございます。

ＴＰＰに絡むものが減ったから、○中野委員

。この雑収入のところが減ったということですか

そうすると、例えば貸付金元利収入というとこ

ろの欄は、この減った425億円が410億円ですよ

ね。これは余り影響はなかったということです

か。この中の何ページにそれは、比較がわかる

んですか。この歳入予算説明書の中の何ページ

になるの。

先ほど御説明いたしました諸○川畑財政課長

収入の中の雑入ですが、歳入予算説明資料の70

ページをごらんいただきまして、その中に雑入

とあります、下から３行目のところに雑入とし

て掲載しておりますところで、今年度当初であ

れば９億円余となっております。

じゃあ、86億円が、わずか９億円○中野委員

ですが。この貸付金元利収入というところの数

字が一番大きく見えたけれど。

申しわけありません。雑入で○川畑財政課長

すね、上のほうを見ていただきまして、70ペー
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ジの上から６行目のところに雑入の合計で見て

いただきまして、昨年度であれば105億余ござい

ましたところが 今年度当初の欄で35億余となっ、

ておりますので、ここで差というのを見ていた

だければと思います。

それは、その中のどこを見たらＴ○中野委員

ＰＰが出てくるの。

雑入が、その70ページ以降の○川畑財政課長

ところに各種記載をされておりまして、例を挙

げますと76ページをごらんいただきますと、76

ページの下から７行目ですか、産地パワーアッ

、プ事業補助金というところに１つございまして

前年度当初で25億4,000万円ございましたものが

６億円となっております。

また、その下につきましても畜産関係の補助

金というものが掲載をされておりまして、39

億5,400万円のところが１億3,400万円余という

ことになっておりますので、主な事業としまし

ては、この２つを挙げさせていただきます。

、 。○中野委員 よくわからんけど わかりました

ほかに質疑は、もうよろしいで○二見委員長

すか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

では、その他で何かありません○二見委員長

か。よろしいですか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上をもって総務部○二見委員長

を終了いたします。執行部の皆様、お疲れさま

でした。

暫時休憩いたします。

午後３時26分休憩

午後３時27分再開

委員会を再開いたします。○二見委員長

ここで、皆様にお伺いします。本日の審査内

、 。容を踏まえ 御意見があればお願いいたします

暫時休憩いたします。

午後３時27分休憩

午後３時27分再開

委員会を再開します。○二見委員長

そのほか、何かありませんか。何もないよう

でしたら、あしたは午前10時から総合政策部の

審査を行うことといたします。

本日は以上で終了いたします。

午後３時28分散会
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午前９時57分再開

出席委員（８人）

委 員 長 二 見 康 之

副 委 員 長 重 松 幸次郎

委 員 坂 口 博 美

委 員 星 原 透

委 員 中 野 一 則

委 員 日 高 博 之

委 員 満 行 潤 一

委 員 来 住 一 人

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

総合政策部

総 合 政 策 部 長 永 山 英 也

総合政策部次長
井 手 義 哉

（政策推進担当）

総合政策部次長
松 岡 弘 高

（県民生活担当）

総 合 政 策 課 長 松 浦 直 康

秘 書 広 報 課 長 中 原 光 晴

統 計 調 査 課 長 丸 田 勉

総 合 交 通 課 長 野 口 和 彦

中山間・地域政策課長 奥 浩 一

フードビジネス
重黒木 清

推 進 課 長

生 活 ・ 協 働 ・
弓 削 博 嗣

男 女 参 画 課 長

交通・地域安全対策監 壹 岐 幸 啓

文 化 文 教 課 長 神 菊 憲 一

人権同和対策課長 工 藤 康 成

情 報 政 策 課 長 蕪 美知保

会計管理局

会 計 管 理 者 髙 原 みゆき

会計管理局次長 中 原 順 一

会 計 課 長 青 山 新 吾

物品管理調達課長 福 嶋 正 一

人事委員会事務局

事 務 局 長 金 子 洋 士

総 務 課 長 田 畑 吉 啓

職 員 課 長 和 田 括 伸

監査事務局

事 務 局 長 柳 田 俊 治

監 査 第 一 課 長 村 上 悦 子

監 査 第 二 課 長 佐 野 由 藏

議会事務局

事 務 局 長 甲 斐 正 文

事 務 局 次 長 奥 野 信 利

総 務 課 長 外 山 景 一

議 事 課 長 長 倉 健 一

政 策 調 査 課 長 小 田 博 之

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 長 谷 恵美子

総務課主任主事 日 髙 真 吾

委員会を再開いたします。○二見委員長

当委員会に付託されました議案等の概要説明

を求めます。

おはようございます。総○永山総合政策部長

合政策部でございます。どうぞよろしくお願い

いたします。

それでは、今回の委員会で御審議をいただき

ます当部所管の議案等につきまして、その概要

平成29年３月14日(火)
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を説明させていただきます。

お手元にお配りをしております総務政策常任

委員会資料、おめくりいただいて目次をごらん

ください。

今回、総合政策部からお願いしております予

算議案は、議案第１号「平成29年度宮崎県一般

会計予算」と議案第２号「平成29年度宮崎県開

発事業特別資金特別会計予算」の２件でござい

ます。

右側の資料の１ページをごらんください。

総合政策部の平成29年度一般会計当初予算額

は、一般会計の表の一番下、合計欄にあります

ように130億583万7,000円となり、28年度当初予

算と比較して２億7,439万7,000円の増、率にい

たしますと102.2％であります。

また、宮崎県開発事業特別資金特別会計予算

につきましては、その下の表にありますよう

に、711万1,000円となり、28年度当初予算と比

較をしまして1,074万9,000円の減、率にします

と39.8％であります。これは、当該特別会計か

ら一般会計への事業への繰り出しが減少したこ

とによるものであります。

２ページをごらんください。

平成29年度総合政策部に関する主な重点施策

関連事業を、新規・改善事業を中心に整理をし

たものでございます。

来年度は、県総合計画アクションプランの折

り返しを迎える年であり、改めて人口減少問題

に真正面から向き合い、本県の未来を切り開く

中長期的な視点に立った施策を着実に推進して

いく必要がありますことから、３つの施策に重

点を置き、未来志向の地方創生に取り組むこと

としております。

２ページから４ページにかけまして、３つの

重点施策、まず１が「人口減少対策と中山間地

域対策の強化 、それから３ページの上段であり」

ますけど、２の「世界ブランドのみやざきづく

りの推進 、そして下のほうでございますけれど」

も、３の「成長産業の育成加速化と新たな産業

づくり」に関連する総合政策部の主な事業の概

要を掲載しております。

次に、５ページをごらんください。宮崎県総

合計画「未来みやざき創造プラン（アクション

プラン 」に基づく事業体系でございます。）

アクションプランの中で整理しております八

つの重点施策ごとに、重点項目を体系的に整理

をしております。

体系表の中で、総合政策部関連の項目は太字

で示し、項目の下に主な重点施策関連事業を示

しております。

主な事業の内容につきましては、後ほど担当

課長から御説明をいたします。

次に、８ページをごらんください。平成29年

度の総合政策部の組織改正案でございます。

全体の内容は、昨日、総務部から説明があり

ましたけれども、総合政策部では、文化振興施

策推進のためのみやざき文化振興課の設置、産

業・雇用政策推進の司令塔としての産業政策課

の設置などの組織体制を整え、効率的に施策を

推進していきたいと考えております。

目次にお戻りをください。２の特別議案につ

いてであります。議案第25号「みやざき産業人

財確保支援基金条例」は、本県の産業を担う人

材の確保を図るため、県内企業等に就職した若

者の奨学金返還を支援することを目的とした基

金を創設する条例を制定するものであります。

議案第28号「宮崎県特定非営利活動促進法施

行条例の一部を改正する条例 、議案第29号「宮」

崎県行政手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律に基づく個人番
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号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

の一部を改正する条例」は、法律の改正等によ

り、関係規定の改正を行うものであります。

議案第44号「みやざき男女共同参画プランの

変更について」及び議案第45号「みやざき文化

振興ビジョンの変更について」は、宮崎県行政

に係る基本的な計画の議決等に関する条例第３

条の規定により、議会の議決に付するものであ

ります。

以上が議案の概要でありますが、詳細は担当

課長から説明をさせていただきます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。

次に、３のその他の報告事項についてであり

ます。今回は目次に記載しておりますとおり、

防犯カメラの設置及び運用に関するガイドライ

ンの策定について御報告をいたします。これに

つきましても、後ほど担当課長から説明をいた

します。

なお、本日は、広報戦略室長の藤山が体調不

良のため欠席をさせていただいております。関

連の質問につきましては、秘書広報課長がお答

えをいたしますので、御了承をいただきますよ

う、よろしくお願いいたします。

私からの説明は以上でございます。よろしく

お願いいたします。

概要説明が終了しました。引き○二見委員長

続き３課から４課ごとに班分けして説明及び質

疑を行い、最後に総括質疑の時間を設けること

とします。執行部の皆様の御協力をお願いいた

します。

なお、歳出予算の説明については、重点・新

規事業を中心に簡潔に行い、あわせて決算にお

ける指摘要望事項に係る対応状況についても説

明をお願いいたします。

、 、 、それでは これより総合政策課 秘書広報課

統計調査課の審査を行いますので、順次議案の

説明をお願いいたします。

なお、委員の質疑は、３課の説明が全て終了

した後にお願いいたします。

。○松浦総合政策課長 総合政策課でございます

まず、当初予算案の内容につきまして御説明

をいたします。

恐れ入りますが、お手元の分厚い冊子資料で

あります、表に平成29年度歳出予算説明資料と

ありますが、11ページをお開きください。総合

政策課の当初予算の総額は、ここにありますと

。 、おり７億3,664万9,000円であります このうち

一般会計につきましては７億2,953万8,000円、

前年度当初と比べまして約700万円、1.0％の減

であります。

それから、下のほうですが、特別会計、開発

事業特別資金特別会計711万1,000円であります

が、これは前年当初に比べまして約1,000万

円、60.2％の減であります。これは一般会計の

事業に繰り出しを行うものでありますが、その

額が減になったことによるものでございます。

ページをおめくりいただきまして、13ページ

をごらんいただきたいと思います。当初予算の

主な内容につきまして御説明をいたします。

真ん中あたりの（事項）連絡調整費1,420

、 、万2,000円でございますが これは部の連絡調整

あるいは新たな政策立案のための政策調整研究

等に要する費用でございます。

その次の 事項 総合企画調整費1,460万2,000（ ）

円でありますが、これは全国、あるいは九州中

央知事会の負担金、あるいは国への提案要望等

に要する費用でございます。

その次の（事項）地方分権促進費391万4,000

円でありますが、これは県内の市町村連携及び

隣県等との広域連携の推進に要する経費でござ
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います。

ページをおめくりいただきまして、14ページ

をお開きいただきたいと思います （事項）県外。

事務所費7,333万7,000円でありますが、これは

県外事務所の運営に要する費用でございます。

それから（事項）を１つ飛ばしましてその下

ですが、県計画総合推進費2,664万4,000円であ

ります。説明欄にありますように、県総合計画

の推進及び政策課題に関する調査・研究等に要

する費用でありまして、主なものを御説明いた

しますと、まず１の総合計画等管理運営費であ

ります。844万2,000円、これは政策評価や県総

合計画審議会の開催等に要する事務費などでご

ざいます。

２の重点施策等推進費712万円でありますが、

これはアクションプランや総合戦略の重点施策

を推進するための調査・研究等に要する費用で

ございます。

それから、少し飛びまして、５の地産地消県

民運動発信力倍増事業380万円でありますが、こ

れは地産地消の県民会議を推進母体といたしま

して、広い意味での地産地消の情報発信、ある

いはさらなる展開を進めていこうというもので

ございます。

次の６、新規「都市と地方の連携で築くまち

・ひと・しごと交流拡大事業」99万8,000円であ

りますが、これは川崎市と既に連携協定を結ん

でおりますが、これ以外の都市との連携を模索

するためフォーラムを開催するなどの経費に要

するものでございます。

次の７、東日本大震災復興活動支援事業529

万2,000円でありますが、これは被災地や被災者

の状況に柔軟に対応しながら、県内の民間団体

が行います復興支援活動に対しまして支援を行

うものでございます。

次の 事項 エネルギー対策推進費724万4,000（ ）

、 、円でありますが 次のページにありますように

主な内容としましては、２の新規「水素エネル

ギー利活用促進モデル事業」685万2,000円であ

ります。この事業につきまして、詳細は後ほど

常任委員会資料で御説明をいたします。

一般会計については以上であります。

ページをおめくりいただきまして、16ページ

をお開きいただきたいと思います。開発事業特

別資金特別会計であります。これは九州電力の

株式配当金を原資とする開発事業特別資金を主

な財源として一般会計の事業に繰り出すもので

ありまして、当初予算として711万1,000円であ

ります。

下のほうの繰出金のところを見ていただきま

すと685万2,000円というふうになっております

が、その繰り出し先としまして、当課所管の先

ほど言いました水素エネルギー利活用促進モデ

ル事業に充当をしたいと考えております。

特別会計については以上であります。

続きまして、常任委員会資料で新規事業につ

いて御説明をさせていただきます。常任委員会

資料の11ページをお開きいただきたいと思いま

す。新規事業「水素エネルギー利活用促進モデ

ル事業」であります。

下のほうに参考とあるところをまずごらんい

ただきたいと思います。国の取り組み状況とい

たしまして、28年３月に改定をされております

が 国は水素エネルギーに関しましてロードマッ、

プを策定しております。その趣旨といたしまし

て、化石燃料への依存度を下げていこうという

ことで、水素をエネルギーの柱の一つとして利

活用する社会へ転換をしていきたいというふう

なことで、普及目標といたしまして大きく２つ

の柱立てで掲げてございます。
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まず、１つ目が家庭用燃料電池エネファーム

であります。2030年の目標数値、右端の欄です

が、目標について530万台というふうなことでご

ざいます。これは日本全体の世帯のおよそ１割

というような状況でございます。

それから、もう一つの柱といたしまして、燃

料電池自動車の普及、それにあわせた水素ステ

ーションの設置というものが掲げられておりま

す 右端の欄の2030年代の目標といたしまして80。

万台の普及を目指している。これは国内の車両

のおよそ１％程度という状況でございます。

上のほうの１、事業の目的、背景であります

が、こうした国の動きがあります中で、水素エ

ネルギーの利活用に関する県としての構想を取

りまとめたいと考えております。

また、エネファームの普及等を通じまして、

水素エネルギーの具体的な利用拡大にも進めて

いきたいと考えております。

２の事業の概要でありますが （１）の予算、

額685万2,000円であります （２）の財源であり。

ますが、宮崎県開発事業特別資金を予定をして

おります。

（４）の事業内容であります。大きく２つで

ありますが、１つ目は水素エネルギーの普及啓

発ということで、構想の策定とセミナー、ある

いはイベントへの出展等を予定しております。

もう一つの柱でありますが、エネファームの設

置支援を市町村と一緒にできないかということ

で、現在、具体的な内容について詰めの作業を

しているところでございます。

３の事業効果でありますが、水素エネルギー

の利活用に関して機運の醸成が図られる。ある

いはエネファームの普及によりまして水素事業

の拡大が図られると考えております。

予算については以上でございますが、続きま

して、決算特別委員会の指摘要望事項に係る対

応状況について御説明をさせていただきます。

別冊の資料、決算特別委員会の指摘要望事項

に係る対応状況の２ページをごらんいただきた

いと思います。

御指摘といたしまして、主要施策の成果の報

告書の中で施策の推進状況を示す指標につきま

して、県民が施策の成果をより具体的にイメー

ジしやすいよう、次のアクションプラン策定に

向けて見直しを検討することという御意見をい

ただいております。

具体的には、教育委員会と警察本部の中でデ

ータについてわかりにくいんではないかという

ような御指摘があったところでございます。そ

れぞれ報告書の中等でしっかり説明をしていき

たいというふうにここに書いてございますけれ

ども、総合政策課といたしましては、一番上の

、 、段落でありますが 施策の指標につきましては

御指摘の趣旨を十分に踏まえて、次のアクショ

ンプランを策定する際にはしっかりと見直しを

検討してまいりたいと考えております。

次の３ページの下のほうをごらんいただきた

いと思います。３ページの②であります。東日

本大震災復興活動支援について、被災地や被災

された方々のニーズと実態を踏まえて、事業内

容を見直しながら取り組むことという御意見を

いただいております。

２番目の段落のところにありますとおり、震

災から６年が経過いたしまして、いまだに多く

の仮設住宅生活者 あるいは県外避難者がいらっ、

しゃる中で、一方で、被災地では仮設住宅から

復興住宅への再移転、あるいは、その被災地へ

の帰還といったものも進んできております。そ

ういう中で新たなコミュニティーの構築や適用

に対する支援といったようなニーズも出てきて
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おりますので、今後はこういった実態、ニーズ

の変化も踏まえながら、そして支援内容の絞り

込みもしっかりやりながら取り組んでまいりた

いというふうに考えております。

総合政策課からは以上でございます。

秘書広報課の当初予算に○中原秘書広報課長

つきまして御説明をいたします。

白い冊子、当初歳出予算説明資料の17ページ

をごらんください。

一番上の行でございます 秘書広報課の平成29。

年度一般会計当初予算額は４億7,874万6,000円

でございます。

平成28年度当初予算と比較いたしまして3,390

万3,000円の減となりまして、率にしまして、対

前年度比約93.4％となっております。

主な内容について御説明をいたします。19ペ

ージをお開きください。

中ほどの（事項）秘書業務費4,091万4,000円

でございます。これは、知事、副知事の活動経

費、あるいは秘書・栄典業務に要する経費でご

ざいます。

次に、その下の（事項）広報活動費２億1,419

万7,000円でございます。これは、各種の広報媒

体を活用いたしまして、県政全般の広報活動を

行うための経費でございます。

この広報活動費の主な事業を御説明をいたし

ます。説明の欄をごらんいただきたいと思いま

す。

まず、１の印刷広報事業4,820万1,000円でご

ざいます。これは、県の広報紙「県広報みやざ

き」を年６回、１回につき36万1,000部を作成い

たしまして、市町村の自治会や役場、コンビニ

等を通じて県民の皆様に広く配布をするもので

ございます。

２番の新聞広報事業7,176万7,000円でござい

ます。これは、新聞の紙面を通じまして、毎月

２回、日曜日でございますけれども 「県政けい、

」 、 、じばん ですとか 随時の広告を掲載しまして

県民の皆様に情報提供を行っているところでご

ざいます。

３番のテレビ・ラジオ放送事業で7,2 1 9

万4,000円でございます。これは、県内のテレビ

２局、それとラジオ２局でございますが、県政

、 。番組を制作いたしまして 放送をしております

４番の県ホームページ情報発信事業72 2

万2,000円、それと５の県ホームページ魅力発信

・充実強化事業798万円でございます。これは、

県のホームページ運用にかかわるヘルプデスク

の設置ですとか、システムの保守・管理を行い

まして、利用者にとってわかりやすく使いやす

いものとなりますよう工夫をしながら、適時、

的確、効果的に県政に関する情報を発信するも

のでございます。

次の６番の広報活動基盤充実事業でございま

す。627万1,000円でございます。これは、取材

や番組ロケなど各種の広報活動、あるいは機材

の整備等に要する経費でございます。

一番下の「楠並木ちゃんねる」情報発信力強

化事業56万2,000円でございます。これはホーム

ページにおきましてさまざまな動画を発信いた

しております。そのために職員向けの広報にか

かわるスキルアップのための研修を行う経費で

ございます。

おめくりいただきまして、20ページをごごら

んください。広聴活動費113万9,000円でござい

ます。これは、県民の皆様の御意見をいただく

ものとしまして、知事とのふれあいフォーラム

や電話やはがき、メール等によります県民の声

事業などを実施するための経費でございます。

最後になりますが （事項）県政相談費450、
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万7,000円でございます。これは、県庁本館１階

の県民室を初めとしまして、西臼杵支庁や県の

各総合庁舎に10カ所県民相談室を設置しており

ます。この運営のための経費でございます。

秘書広報課は以上でございます。よろしくお

願いいたします。

。○丸田統計調査課長 統計調査課でございます

。当課の当初予算案について御説明をいたします

ただいまの歳出予算説明資料の21ページをお

願いいたします。統計調査課の平成29年度の当

初予算額は 総額３億3,457万1,000円で 平成28、 、

、年度当初予算に比べますと1,965万4,000円の減

率にしまして約5.5％の減となっております。

主な内容について御説明をいたします。25ペ

ージをお願いいたします。

25ページでございますが、まず一番上の（事

項）就業構造基本調査費4,082万8,000円につき

ましては、ことし10月１日現在を調査日として

実施をいたします就業構造基本調査のための経

費でございます。この調査は、５年ごとに行い

ます周期調査でありまして、普段の就業の状況

でありますとか、就業者の雇用形態、収入等を

調査いたしまして、就業構造の現状を把握する

ことを目的といたしております。

その下の（事項）住宅土地統計調査費744万円

につきましては、平成30年度に実施予定の住宅

・土地統計調査に向けまして、調査単位区を設

定するなど、円滑な調査実施のための準備に要

する経費でございます。この調査も５年ごとに

行います周期調査でございまして、住宅や土地

の所有状況でありますとか、利用状況等につき

まして調査を行いまして、住生活の現状を把握

することを目的といたしております。

。 （ ）26ページをごらんください 一番下の 事項

統計データ地域分析事業費96万4,000円につきま

しては、新規事業、統計データ地域分析事業の

ための経費であります。この事業は、本県が人

口減少、少子高齢化などの課題に直面している

中で、人口動態、経済、産業、消費などのさま

ざまな分野の統計データの活用、あるいは経済

動向調査でありますとか、ヒアリングの実施な

どによりまして、本県の経済状況等についてよ

りきめ細かく把握、分析を行いますとともに、

関係機関等を交えた研究会を開催しまして、そ

れぞれが保有する情報等を活用しまして、経済

動向について幅広く検討を行うなど、本県の経

済活動につきまして、多面的な調査分析を行う

ことによりまして、統計データに基づきます政

策立案の支援に資することを目的とした事業で

ございます。

統計調査課は以上でございます。よろしくお

願いをいたします。

各課の説明が終了しました。○二見委員長

議案について質疑はありませんか。

一般会計についての総合政策課 14○来住委員 、

ページですけど、県外事務所の運営に要する経

、 、 、 、費が出ていまして ３つの事務所 東京 大阪

福岡。大阪が異常に少ないんですけど、金額と

しては少ないんですが、なぜかなと。家賃が低

いのかどうかわかりませんけど、福岡よりもむ

しろ低いですよね。まず、これを教えてくださ

い。

まず、東京事務所につき○松浦総合政策課長

ましては、国とかとの折衝とか、あるいは東京

都の県外企業誘致とか、あるいは情報発信、物

産といったところで、かなり幅広く取り組んで

いるというふうな状況がございます。

それから、福岡事務所につきましても、一つ

、には物産とかＰＲとかいうふうなものについて

１つの九州内の拠点であるということがありま
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すので、あるいは、その九州内での国や各県と

のつながりといったような連絡調整、一緒に政

、策を推進するといった活動もしておりますので

そういった意味合いでの費用がかなりかかって

いるというふうな部分がございます。

それで、大阪につきましては、そういった他

の行政機関なり 国なりとの折衝なり そういっ、 、

たものがそれほどはないというふうな状況でご

ざいます。ただ、ＰＲ、あるいは観光、物産、

そういったところ、あるいは企業誘致といった

ところについては同じような形では組んでおる

んですけれども 結果としてこういう数字になっ、

ているというふうなことでございます。

今、来住委員のほうからも言った○星原委員

ように、大阪事務所の運営費というのは意外と

少ないな。というのは、私もこの２年間、兵庫

県人会とか、近畿県人会とかいろんなところへ

行っていると かなり広くいろんな方々と出会っ、

ているんで、やっぱり企業誘致とか、そういう

関係でも結構忙しいっていうか、幅が広いんで

はないかなというふうに見ていたんで、やっぱ

り来年度の予算の中で、これぐらいの経費でそ

ういういろんな交流なり、情報収集なり、誘致

なり、活用の仕方に十分対応できるのかなとい

うふうに思っているんですが。そしてまた、市

場が広いんで、やっぱり宮崎県の農畜水産物な

んかの提供をしていく上でも、そういうお店に

も行ったことあるんですが、結構あれかなとい

うふうに、意外に思ったところですが、その辺

はどういうふうに捉えたらいいんですか。

ここに掲げてある事務所○松浦総合政策課長

というのは、ベースとなる活動経費、あるいは

、維持管理の経費ということになりますけれども

例えば農産物のＰＲでありますとか、それから

観光のＰＲというふうなところになってまいり

ますと、それぞれ所管、農政水産部であります

とか 商工観光労働部でありますとか そういっ、 、

たところの予算を使いながらということになり

ますので、そういうふうなところでのトータル

での取り組みということになってまいります。

ここに掲げてありますのは、あくまでもベー

シックな形でやっていく上での費用というふう

に御理解をいただければと思っております。

それから、少し先ほど御説明で足りない部分

がありましたけれども、福岡が少し高目になっ

ているんですけれども、これは事務所とか職員

宿舎の借り上げ料が少しこちらのほうが高いと

いうことがありまして、その分がオンされてい

るというふうな御理解をいただければというふ

うに思います。

カーフェリーが就航していたり、○星原委員

ＬＣＣがこうしたりね、結構関西方面はいろん

な形で取り組まれているんで そういう活動費っ、

ていうか、事務所費の経費の中で、ほかのとこ

ろからいろんなそれぞれのところから使ってい

るということであるんで、そういうことなら理

解しますが、やっぱり関西と宮崎というのは、

非常にそういう面では近いと捉えているんで、

十分その辺のところの狙いをしっかり捉えて活

動できるような経費を見てほしいなというふう

に思います。

秘書広報。19ページの秘書業務費○来住委員

の説明がさっきあったんですが、4,091万4,000

円、昨年に比べると、当初予算に比べると880万

円増、27％ぐらい増になるんですけど、このい

わゆる理由は、増が大きいなと思っているんで

、 。すけど これは何かの理由があるんでしょうか

880万ほど、委員がおっ○中原秘書広報課長

しゃいますようにふえております。

主なものでございますけれども、まず、公用
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車の更新が１台ございます。それと、知事の公

用車の運行を外部委託にしております。その関

係が400万ほどふえておりますので 合わせて886、

万ほどということでございます。したがいまし

て、いわゆる知事、副知事なり職員の活動の経

費、旅費ですとか、需用費ですとか、事務費的

なものの増加ということではございません。

知事の車、外部委託と言われまし○来住委員

たけど、外部委託も既にされているんですか。

はい、やっております。○中原秘書広報課長

外部委託することによってふえた○来住委員

のですか。それは今年度と変わらないんじゃな

いですか。

昨年度末で運転手の方、○中原秘書広報課長

、 、再任用の職員でしたけれども 退職されまして

その分が人件費に入ってきておりました。それ

がこちらの秘書業務費、いわゆる運行の委託料

ということで、こちらのほうに経費が回ってき

たということでございます。

はい、わかりました。理解しまし○来住委員

た。

県政報告活動費、ホームページの○日高委員

情報発信とか魅力発信充実事業とか、この予算

でなるほどなというふうなアクセス件数が得ら

れているものかちょっとお伺いします。

ホームページのアクセス○中原秘書広報課長

の状況でございます。大体１日に、これは毎月

カウントをしております。大体一月当たり250万

件前後のアクセスがございまして、経年的に

ちょっと申し上げますと、26年度が３年前でご

ざいますけれども、年間2,735万件ほど、27年度

が2,929万件、今年度が、２月、３月が未集計で

ございますけれども、大体3,000万件までふえる

かなというところで、そういったところで推移

しておりまして、少しずつアクセス数はふえて

きているという傾向と捉えております。

何か結構あるなっていう感じなん○日高委員

ですけど、これ例えば、いろいろな形で他県も

やっていますよね。これ比較したらどうなんで

すか、これは多いほうなんですか。多いほうな

のか、もうちょっと頑張らにゃいかんという数

字なのか。これ動画はないですよね。動画は県

民向けに流してないですよね。

ちょっと他県の状況につ○中原秘書広報課長

いて、大変申しわけございません、把握してい

ないところでございますけれども、動画につき

ましては このホームページの中に 楠並木ちゃ、 、

んねるという動画のところをつくっております

ので、そこへのアクセスも含めてということに

なります。

大方この件数で十分、十分という○日高委員

かある程度成果が出ているという判断はしてい

いということでよろしいですか、大体そういう

部分については。

アクセス数がふえている○中原秘書広報課長

ということについては、我々は手応えといいま

すか、感じておるところでございます。

ちなみに月別、月ごとにいろいろアクセスの

内容も変わってきております。例えば、今の時

期ですと、採用試験ですとか、公立学校の試験

の案内とか、そこら辺についてはきちんとホー

ムページで皆さんにお知らせして。それなりの

手応えといいますか、アクセスが入ってくると

いうようなところは、我々情報発信ということ

では、それこそ適時、的確にできているのかな

というふうな感触を持っているところでござい

ます。

、○日高委員 手応えを感じているということで

情報発信というのは、当然今行政の中では命み

たいなものなので、これまだ改善するなら改善
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する、またこのまま進化していくなら進化する

ということでまたやっていただければいいかな

というふうに思います。

最後に、統計調査課。結構いろいろといろん

な角度からいろんな調査をされておるなって、

情報っていうか、そういったものは次の政策に

生かされるというものは当然ここに入って、県

のシンクタンクみたいなところかなと私は理解

しております。

そこで 率直に課長から見て この調査をずっ、 、

とやっていく中で、県政に対する提言総括とい

うのをお聞きしたいんですけど、その辺ちょっ

と。

非常に大きな命題であれ○丸田統計調査課長

なんですけれども、近年やはりビックデータと

かああいう形で統計調査、あるいは統計データ

というのが行政課題、あるいは行政施策に非常

に重要な役割を果たしてきているという中で、

私どもも国の委託を受けたいわゆる基幹統計調

査でありますとか、あるいは県独自で先日も御

報告させていただきました県民経済計算、県民

所得でありますとかいろんな形でやっておりま

す。今回まだ深掘りして、例えば先ほど言いま

したけれども、人口動態でありますとか、ある

いは経済産業、そして家計消費、こういったも

のを横断的にいろんな角度から分析する。ある

いは私どもが持っております調査票までちょっ

と深掘りをして独自集計をやる。そういった形

で、もうちょっと我々としても分析をきめ細か

くやっていきたいなと思っております。

また、最近では、私ども経済指標であります

とか、経済の動きについて独自にいろんな指標

を使いまして分析を行ったりしておりますけれ

ども、そういう内容につきましても四半期に１

回、庁議の場で御説明を、御報告をさせていた

だいておりますし、また、昨年４月の熊本地震

が発生しましたけれども、発災直後におきまし

ては、みやぎん経済研究所と共同で本県への影

響調査、そういうものも５月には実施をしたり

ということで、私ども一人一人が分析能力を高

める必要がありますし、また、そういうものに

基づいて県の施策への支援につなげていければ

なというふうに思っております。

きめ細かくやっていく、また、県○日高委員

独自の形をとっていくという割には国費が10分

の10が多くて、県費の単独でやっていくってい

う形では相当予算的にはかなり少ないなって。

本当に、この辺っていうのは、ビックデータと

いうのは、先ほど言ったように分析能力ってい

うのを高めていきながら、それが分析するだけ

では何もならんわけですから、結局その後に、

やはり政策立案につなげていくっていう、そこ

までが私は仕事かなと思うんですが、その辺に

ついてお伺いします。

おっしゃいますように、○丸田統計調査課長

国の委託を受けて、国の国費が多いわけなんで

すけれども、実際、来年度でいきますと国の委

託調査を含めまして16件ございます。また、県

の独自調査が10件程度ございますけれども、で

、きるだけ国の調査ももう少し細かく分析をして

県の状況も例えば他県との類似比較であります

とか、そういうものも含めまして、国の調査も

活用しながら、我々としては県の政策に資する

ような形で利活用をしていきたいなというふう

に思っています。

いつも委員会とかで説明があるん○日高委員

ですが、データ、宮崎県はこういう形になって

いる。例えば例で言うと、インバウンドの受け

入れが135％に伸びましたっていう説明はするん

ですよ。ところが、それだけ見ると35％もふえ
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ていると、ですよね。普通そう思いますよ。と

ころが九州各県を見たら軒並み170とかですよっ

ていうところなんですよ。だから他県との比較

はするべきやなと思うんですよ。

ただ宮崎だけで二番煎じ、三番煎じやって、

この地方紙でこれやりました あれやりましたっ、

て出てくるんですけど、結局ほかのところもい

ろいろなことで早目に活動、活動というかそう

いう政策を立案して実行しているんですね。だ

から、そういった先取りっていうのはここから

出てこないと、先見性というのは養われないん

じゃないですかね。予算も県はいつも後づけで

す。結局財政があって、こう積み上げて、最終

。 、的に重点施策ですよね 普通重点施策があって

こうやっていくのが本当なんですけど、そこは

大事だと思うんですよね。その辺どう感じます

。 、 。かね その他県との比較と このやり方ですね

今委員おっしゃられまし○丸田統計調査課長

たように、自分の宮崎県だけのデータじゃなく

て、他県との比較って非常に重要だというふう

に思っていまして、私どももいろんな角度から

の調査について県の順位が今どういう状況に

なっているかというのを１冊の冊子にまとめま

して、指標で見る宮崎県というような形で、例

えばもう人口から、自然の状況から、いろんな

社会生活、あるいは経済、労働状況とか、そう

いうものも含めて順位づけ、ランキングをどう

いう状況になっているか、毎年冊子としてまと

めております。

そういう形で、我々としてはいろんな政策へ

の支援とか、そういうものに結びつけていると

いう状況でございます。

だからそういったデータと、ここ○日高委員

はこうしなくちゃいけないなとか、各部連携、

統一しないかんわけですよね。それでいくと、

総合政策課が総合調整という役目を果たします

よね、この予算で見るとですよ。こう連携って

予算が。だからそこら辺が総合政策というのは

司令塔であれば、各部に君のところはここが弱

いと、この辺どうにかしろとか、ここは強いか

らもっと伸ばしていけとか、当然データをもと

にそういった指導、監督というか、提言してい

くのが総合政策課の役目だろうと思うんですけ

ど、そこら辺は課長、どう思いますか。

委員おっしゃるように、○松浦総合政策課長

政策を進める中で、今県がそれぞれの分野の中

でどういうふうな状況にあるのかというのは、

できるだけしっかりとつかんだ上で弱いところ

はそれぞれの所管課、担当部局に対しまして、

、どういうふうな状況なのかというのは確認とか

それから それを改善するとか 伸ばしていくっ、 、

ていうふうなところについて考えてもらえるよ

うな、そういうふうな誘導をしていく必要は当

然あります。そういったところを考えながら、

重点施策なりをつくっているところではあるん

ですけれども、一方で、例えば出生率を上げて

いこうとかいう場合に どこに問題があるのかっ、

ていうようなところをしっかり考えた上で、そ

のデータなり、課題がこうなんだよっていうふ

うなところは、僕らだけでなかなかつかめない

部分もあるものですから、そういったところは

各部、担当課ともしっかり議論をしながら、ど

こに課題があるんだろうかということをまずつ

かむ。それがつかめれば、それに対する的確な

対応ができていくっていうふうなところが出て

くると思いますので、そういった努力はこれま

でもやってきたつもりでありますけれども、こ

れから人口減少なり、大きな課題として若者の

流出なりというようなところも出てきておりま

すので、そういったところについて、どう対応
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をしていけばいいのかというふうな課題の明確

化といいますか、そういったところも含めて、

これはやっていかなければならないというふう

に思っております。

あわせまして、産業なりそういった分野でも

実際どこが伸びているんだとか、県外とのやり

とりの中でどういったところが可能性があるの

か、あるいはうちの県で弱いところはどういっ

たところがあるのかっていうようなところにつ

いても、これは当然そのデータをしっかり持ち

つつということではあるんですけれども、そう

、 、いった課題 あるいはその方策についての議論

こういったものについてはこれまで以上にしっ

かりやっていきたいというふうに思っておりま

すので、そういった中での統計データの参考と

いったところについては、我々も求めていくよ

うな形をつくっていきたいというふうに思って

おります。

。○日高委員 それが政策立案能力なんですよね

そこが足し算、引き算みたいな感じなんですよ

ね。だからもっと、何かもうちょっとこう、全

庁挙げてそこで出していく。そしたら課題解決

とか政策立案。何でかというと、全国のトップ

ランナーを目指すとか、口ばっかり言うけど、

そこら辺が解決できないと、多分、政策立案能

力とか、先見的な政策とかできないと、だから

今のような状況だな、それを見ると理解します

ね。また、今後とも前向きに考えてやってくだ

さい。お願いします。

水素エネルギー関連で、この３カ○坂口委員

年でまとめる構想、これ大体どういった姿でま

とまり上がることになるんですかね。

構想につきましては、で○松浦総合政策課長

きれば来年度で形にしていきたいというふうに

は思っております。

その基礎となるデータなりエネルギーの関係

業界とか、大学とか、市町村とかいうふうなと

ころとの協議というか、意見交換というのは今

年度その政策調査の研究費の中でやってきてお

りまして、基本的な方向としては、水素エネル

ギーが全てのエネルギーに取ってかわるという

ようなところは多分ないと思います。

ある程度使われる柱の一つに20年、30年かけ

てやっていくというふうなところになると思い

ますけれども、そういう中で国が柱立てとして

おりますエネファーム、家庭用の燃料電池、そ

れから燃料電池自動車、これについて本県の普

及状況といいますのは、車については現在ゼロ

台でありますし、家庭用のものにつきまして

も100台程度の状態でありますので、全国に比べ

ると少しおくれているのかなという感じがあり

ますから、これをまずアピールしていく、県民

の皆さんにアピールしていく、そういうふうな

方策、あるいは実際にエネファームをどういう

ふうに広げていくのか、水素自動車をどういう

ふうに広げていくのかということを議論しなが

ら目標値といいますか、目指すところを10年

後、20年後というふうなところを立てて、構想

という形に上げていくのかなという感じで、今

思っているところでございます。

それが利活用のみに、３カ年かけ○坂口委員

て構想を練るのが利活用のみに終わってしまう

のか。化石燃料からずっと出しましたよとか、

、環境貢献に大きく寄与しましたよというふうに

せっかく３カ年もかけてやる構想だから僕はそ

の中に県経済への貢献とか、あるいは広い意味

での、広義な意味での県民福祉への向上とか、

そういった環境から、経済から全てを含めたも

のの構想をまとめ上げて足すと、県としてもそ

の供給県を目指そうといったような考えを持っ
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ておられたような記憶もないでもないんですけ

れども、そこらのところをトータルとしての構

想がまとめ上がるわけではないんですか。家庭

に普及させていこうという域を出ない構想なん

ですかね。

これまでの私どもの中で○松浦総合政策課長

の議論といたしましては 例えば 大災害があっ、 、

たときに、電源なりがとまってしまう、そうい

うときのエネルギー確保として、水素はためて

おけますので、これはかなり有効な手段じゃな

いかというふうな議論があったりとか、それか

ら現時点では、やはり火力発電なり、そういっ

たものが非常に多くございますので、本県とし

てはエネルギーをどちらかというと輸入する県

でありますので、そういった自給率というのを

もっと高めていけるんではないかとか。そうい

うような意味での経済に貢献できるんではない

かというような方向性の議論もこれまでしてき

ておりますので、最終的にどういうふうな形に

まとめられるかというのは、まだ素材を議論し

ている最中でありますけれども、地域経済の循

環型をどうつくっていくかという上での一つの

、 、手段としても考えられるでしょうし それから

、 、その災害の対応といったことも含めて 可能性

実現がかなり考えられるような可能性というふ

うなところでのまとめはしていきたいと思って

おります。

その資源の存在を限定されるよう○坂口委員

なものでもないし、資源はふんだんにあると言

われたように、まず自給率を高めるということ

も当然だけれども、これからの分野ということ

で、構想を練る中で、結果的にそれが構想の中

に位置づけられるかどうかは別として、やっぱ

りある意味、自給を越した供給あたりまでも構

想に入れたものとして大きく３カ年もかけるん

だったら、それだけの専門チームなりを組んで

やっていくことも一つの大きい魅力は持てるん

じゃないかなという気がしたもんだから、利活

用のみに終わるともったいないなって。

御指摘については、可能○松浦総合政策課長

性としてやっぱり議論はしていきたいというふ

うに思っております。最終的にうちの県の体力

としてどこまでできるかというのは当然ありま

すので、そういう中での議論ではありますけれ

ども。例えば、まだ技術的に確立していない部

分としては、太陽光で発電したものを効率よく

水素にためておくとかいうことがかなり目に見

、 、えてくるような状況で もしその素材があれば

材料があれば、その供給というふうなところも

含めて考えていける可能性はあると思います。

そういった議論については大学、あるいは業界

の方々含めて、市町村も含めて、しっかりやっ

ていきたいというふうに思っております。

資源っていうのが特別なものに限○坂口委員

らなくてもいいということで、常に存在してい

るものということ。やっぱりそれを加工してい

くなり 転換していくなり エネルギー転換やっ、 、

たり、そうするとあと必要なのはスペースです

。 、よね 宮崎はスペースたくさん持っていますし

そういった意味では可能性、平均点よりは高い

ような気がするんですよ。だからそこらもぜひ

、 、研究だけはしていただいて 具現化は別として

じゃないともったいないなという気がしたもの

ですから。

エネファームについてお尋ねした○満行委員

いと思います。

、これ設置支援ってなっているんですけれども

補助制度なのかなと思って聞くところです。も

う七、八年前ですかね、家庭用ができて、ずっ

と注目しているんですけれども、技術的な問題
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は完全にクリアして完成していると思うんです

けど、ただ普及しないのは金額が高過ぎてそれ

がネックで普及してない、あと効率性の問題、

採算性の問題等もあると思うんですけど、今ま

だ200万ぐらいですよね。最初出たころは、もう

相当高くて、そのころは国の補助金があったん

でやっぱり200万ぐらい、今価格が下がって、国

の補助金が下がってやっぱり200万前後だと思う

んですけど、これ県として補助金を出すという

事業なんでしょうか。

設置補助をやりたいとい○松浦総合政策課長

うふうには思っております。

ガスとか、石油とか、燃料いろい○満行委員

ろありますよね。そういう関係なく、エネファ

ームに対して補助するのか。

、 。あと ２つ目は国の補助制度がありますよね

このダブルで可能なのかどうか。

先ほどの御質問にありま○松浦総合政策課長

したが、エネファームのもともとの発売といい

ますのが2009年、10年ぐらいのころだろうとい

うふうに思いますけれども、そのときの値段と

いうのが300万ぐらいしておりました。最初の売

り出しのころはですね。

最近というか、去年の段階で、大きく二種類

あるんですけれども、１つのパターンのもの

が170万ぐらいだと思います。それから、もう一

つの少し安目の設定のものが130万ぐらいという

ふうな値段にまでは下がってきているところで

ございます。

これに対して、国のほうも一応まだ設置補助

というのは続けておりまして、高いほうのやつ

が20万ぐらい、それから、安いほうのやつで15

万ぐらいというような状況がございます。

現時点で考えていく場合に、安いほうのパタ

ーンのものについて、できれば100万ちょっとぐ

らいでつけられるような形になると、もう少し

普及が進んでいくのかなというふうなところも

ありまして、そういうような形を考えていきた

い。

そうすると、県だけでその分を全部出せるか

どうかというところもあるものですから、市町

村にも少し御協力いただける、御賛同いただけ

るところと組んでやれればなと思っているとこ

ろです。

国の計画としましては、これからまだ数年か

けてではありますけれども、もう１割とか、そ

れぐらいは安くしていこうというような状況は

あるようでございますので、そういう流れの中

で本県においても普及をしていきたいなと思っ

ております。

それで、エネファームについては都市ガスと

か、それからプロパンガスとかいうものから水

素を取り出して、電気と熱を取り出すというよ

うな仕組みでありますので、それらについては

今の社会資本というか、そういうふうな仕組み

は変える必要はありませんので、そういう意味

では、かなり普及の段階にはあるのかなという

ふうには思っております。

大分安くなってはきたと思うんで○満行委員

すけど、ただ私はおっしゃるように100万円を切

らないとなかなか爆発的普及というのはあり得

ないと思っています。

東京ガスは70万ぐらいと目標は言っています

けど、これはもう大量生産になったら確実に下

がるわけで、100万をいかに切るかというのは大

事かなと思うんですよね。100万というのは、私

が思うに、これはもう国の補助金は新築とそれ

以外と補助金の額が違うと思うんですけど、新

築にしろ何にしろ給湯器は必要なので、給湯器

分を30万、50万と見れば、あと100万とすれば、



- 69 -

平成29年３月14日(火)

あと50万手出しだ。この50万は年間５万円発電

をすると10年で50万、大体だか100万切ればユー

ザーから見てもメリットが見えるのかなと思う

んです。一つは100万を切るというのが大事だと

思うのと、この燃料電池というシステムが余り

よくわかってない人たちが多くて、敷居が高く

見えているのかなと思うので、一つはこの仕組

みを、燃料、水素エネルギー、燃料電池のシス

、テムというのを啓発普及も必要だと思いますし

今から市町村とできればコラボして、市町村か

ら５万円でも何でも出してもらってセットし

て、20万とか25万とかなれば、これはやっぱり

相当インパクトは大きいと思うんですよね。

だからその２つをやっぱり、啓発とそれなり

、の補助金っていうのを打ち出していただければ

本県の普及もかなり弾みがつくかなと思うんで

、 、すけど スキームは今からかもしれませんけど

どのくらいの補助額というのを見込んでいらっ

しゃるのかお尋ねしたいと思います。

一応まだ制度設計につい○松浦総合政策課長

てはこれからではありますけれども、積算に当

たりましては、一応県の分として５万円ぐらい

というふうには見込んでいるところでございま

す。市町村に賛同いただければ、もう５万円と

いうふうな形ができると、安いほうの機器であ

りますと、大体100万円ちょっとぐらいには持っ

てこれるのかなというようなところで考えてい

るものでございます。

それから、この補助制度、実際の補助という

のも当然出てくるんですけれども、こういった

ことを始めることによって、当然ＰＲなりもさ

れてまいりますので、そういったところでの効

、果も含めてやっていきたいと思っておりまして

その中で初年度でありますから、どれほど認知

されて普及していくのかというところはあるん

ですけれども、ここは制度としてまずはスター

トをさせたいというふうに思っております。

要望ですけど、５万円っていう考○満行委員

えみたいですけど、もうちょっと初年度頑張っ

ていただいて、３年計画だったら３年で少し落

としてもいいけど、やっぱりインパクトを与え

るためにはもっと頑張っていただきたいし、県

内の市町村も巻き込んでぜひタイアップしてで

。きる事業にしていただきたいなと思っています

関連で。個々的な補助ではな○重松副委員長

くて、やっぱりニュータウンとか、そういうと

ころで一括、300世帯とかそういうところに一度

に、福岡市のように、このエネファームを設置

して、そうすることによって、当然仕入れ原価

も もろもろのものがどっと下がってくるんじゃ、

ないかと思うんですよね。そういうことをやっ

。ぱり考えられたらどうでしょうかと思いました

重要な御指摘いただいた○松浦総合政策課長

というふうに思っております。これまでの議論

の中では、プロパンガス協会さんとかには入っ

ていただいておるんですけども、そういった開

発される業界の方々との意見交換をしたことが

ありませんので、そういったところでの可能性

も含めて、少しそういった意見交換なりがやっ

てみれたらなというふうに思っております。可

能性としてはそういったところも考えてまいり

たいというふうに思っております。

そういうニュータウンとか、○重松副委員長

それから例えば集合住宅でも構想の中、県住と

か、その中の全世帯もエネファームで全部活用

するということも考えられたほうがいいのでは

ないかと思いますので、ぜひ進めていただきた

いと思います。

このエネファームはこういうこと○星原委員

に向かっていこうとしているんですけれども、
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メリット、デメリットというのは、どういうふ

うに今我々はそこを判断する材料としてどう

いったものが、新エネルギーの中であるんです

か。

現在の機器でいった場合○松浦総合政策課長

に、最大の電力の供給量として700ワット、750

ワット、それぐらいの分量であります。これを

一般家庭用で見た場合、大きく見ると、大体半

分ぐらいの電力の使用には使えるのではないか

というふうには見込んでおります。

あとは、その電気を取り出すときに熱も一緒

に発生しますので、その熱をまたお湯なりにし

てためておくというふうな形がとれまして、か

なり熱効率、エネルギー効率としては高い水準

であるということでございます。

もともとがそういうふうな状況でありますの

で、例えば、ＣＯ の削減につながるでありま２

すとか、それから、家庭用のエネルギーの費用

としてそれなりに低減をされるというようなこ

とがありますので、５年とか、10年とかいうぐ

らいのスパンで、今の金額でも回収はできると

いうふうな状況ではあるんですけれども、そう

いった意味での、その環境への効果、それから

家庭用のランニングコストの低減といったとこ

ろにメリットとしては出てくるのかなというふ

うに思っております。

我々は今、家庭用の太陽光をつけ○星原委員

ているわけですけど、太陽光とどっちがどうな

のかなという設備の面と、実際の最終的には10

、 、年後とかね 可能性を追っかけていったときに

どっちにメリットがどういうふうに出てくるの

かなと思うんですが、その辺の理解がなかなか

できないものですからね。その辺は比較したと

きにどう捉えたらいいんですか。

、○松浦総合政策課長 先ほど言いましたように

このエネファームというので、１台設置したと

きに、家庭用の電力が全部賄えるかというと、

そういうことではありませんので、その分は別

にどこかからの電力の供給が要るということに

なってまいります。そういう意味でのほかの電

源の確保というのは、これは電力会社なのかど

うかわかりませんけれども、そういうふうなと

ころはあるということが一つございます。

それから、これは材料としてはプロパンであ

るとか、都市ガスであるとかいうことでありま

すので、ためておけるというメリットはござい

ますから、夜間であるとか、災害時に電気がと

まったときであるとかいうところでの対応とい

うのはできるのかなというふうに思っておりま

すので、そういった特性を考えながら利用拡大

を図っていく必要があるのかなというふうには

思っております。

ほかに質疑はありませんか。よ○二見委員長

ろしいですか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上で第１班の審査○二見委員長

を終了いたします。

次に、第２班として総合交通課、中山間・地

域政策課、フードビジネス推進課の審査を行い

、 。ますので 順次議案の説明をお願いいたします

。○野口総合交通課長 総合交通課でございます

総合交通課の当初予算につきまして御説明を申

し上げます。

お手元の歳出予算説明資料の27ページをお願

いいたします。

総合交通課の平成29年度の当初予算額は左か

ら２列目にありますように、総額で10億5,909

万4,000円でございます。これは平成28年度当初

予算と比較をいたしますと9,514万1,000円の増

となっております。
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それでは、当初予算の主な内容につきまして

御説明をいたします。次の29ページをお願いい

たします。中ほどの（事項）広域交通ネットワ

ーク推進費5,707万6,000円であります。

このうち、説明欄４の宮崎県物流競争力強化

事業の2,498万9,000円でありますが、これは主

に陸上トラック輸送等から本県発着の海上定期

航路または鉄道貨物にシフトした貨物に対して

補助を行うことにより、荷寄せを促進すること

で、物流の効率化を図るものでございます。

次に、説明欄５の宮崎県長距離フェリー航路

利用活性化支援事業の685万5,000円であります

が、これは航路の利用促進及びＰＲ支援等を目

的とする宮崎県長距離フェリー航路利用促進協

議会を通じまして、団体利用を喚起するなどの

利用促進事業を図るものでございます。

説明欄６の新規事業「日豊本線高速化調査事

業」につきましては、後ほど常任委員会資料で

御説明をいたします。

次に （事項）地域交通ネットワーク推進費３、

億2,354万4,000円であります。このうち説明欄

１の地方バス路線等運行維持対策事業の２

億9,488万2,000円でありますが、これは国や市

町村と連携しながら地域住民の生活に必要なバ

ス路線の維持を図るため、運行費等の補助を行

うものであります。

次に、説明欄２、離島航路運航維持対策事業

の1,012万2,000円でありますが、これは離島航

路は本土と離島を結ぶ唯一の交通手段として、

離島住民にとっては必要不可欠なものでござい

ます。国と連携をして、離島航路を運航する航

路事業者に補助を行うものでございます。

次に、説明欄３の地域公共交通ネットワーク

活性化事業1,390万円であります。これは、地域

の生活を支えるバス路線の維持を図るため、市

町村等が行いますバスの乗り方教室などの利用

促進活動や、コミュニティーバスなどへの転換

等を支援するものでございます。

説明欄４の改善事業「地域鉄道維持・活性化

支援事業」につきましては、後ほど常任委員会

資料で御説明をいたします。

30ページをお願いいたします。

次に （事項）航空交通ネットワーク推進、

費9,092万8,000円であります。

まず、説明欄１の「みやざきの空」航空ネッ

トワーク活性化事業6,262万8,000円であります

が、官民で構成いたします宮崎空港振興協議会

を通じまして、国際線を運航する航空会社に、

航空経費の一部を補助するとともに、国内線を

運航する航空会社が実施する利用促進の取り組

みを支援するものであります。

説明欄２の新規事業「国際線安定化利用促進

事業」につきましては、後ほど常任委員会資料

で御説明をいたします。

なお、航空交通ネットワーク推進費全体につ

きまして、一番右の列の現計予算額と比べます

と6,998万2,000円の減額となっておりますが、

これはこの現計予算額には９月議会で議決をい

ただきました補正予算、国際定期路線維持に向

けた緊急対策事業費3,570万円が含まれているこ

と。また、今年度の当初予算と比べますと、香

港線が就航３年目を迎え、運航に係る補助額が

減少することや、台北線が減便となったことに

より2,600万円の減額となることが主な要因でご

ざいます。

次に （事項）高千穂線鉄道施設整理基金事業、

３億852万3,000円であります。これは、旧高千

穂線の不要施設の撤去に要する経費でありまし

て、県と沿線自治体とで基金積み立てを行いま

すとともに、施設の撤去に係る沿線自治体への
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補助等を行うものであります。

なお、29年度は昨年度と比較しまして１

億4,886万8,000円の増額となっておりますが、

これは延岡市におきまして規模の大きい２つの

橋梁の撤去が計画をされているためでございま

す。

最後に 事項 運輸事業振興助成費１億8,503、（ ）

万5,000円であります。これは、県バス協会及び

県トラック協会が行います交通安全対策、利用

者の利便性を図るための事業、環境の保全に関

する事業等を支援するものでございます。

続きまして、主な事業につきまして御説明を

いたします。お手元の総務政策常任委員会資料

の12ページをお願いいたします。

まず、新規事業「日豊本線高速化調査事業」

でございます。

１の事業の目的・背景でございますが、県内

を初め隣県との地域間交流を促進し、諸産業の

振興を図るためには、その基盤となる総合交通

網の整備・充実が重要であります。

中でも鉄道は定時性に優れ、大量輸送が可能

な交通基盤でありますことから、現在の日豊本

線をどのように改良すればどの程度の高速化が

、 、図られ 都市間の移動時間が短縮できるかなど

将来に向けた検討を行うために必要な整備手法

や整備費用について調査を行い、データを得た

いと考えております。

２の事業概要についてであります。１の予算

額は2,000万円を計上いたしております。

（４）の事業内容につきましてですが、調査

の範囲は大分駅から鹿児島中央駅までの全長330

キロメートルとしており、調査の手法につきま

しては、曲線の改良、枕木のコンクリート化、

また、単線の行き違いをスムーズにする一部複

線化など、現地の調査を行い、現場に応じた可

能な整備手法を調査するものでございます。調

査結果を受けまして、ＪＲ九州に対し、具体的

なデータや手法を踏まえた要望等にもつなげて

まいりたいと考えております。

次に、13ページをお願いいたします。改善事

業「地域鉄道維持・活性化支援事業」でありま

す。

一番下の参考欄にも書いておりますけども、

地域鉄道、厳しい利用状況にございますが、通

勤・通学や通院など、地域住民の生活交通手段

として、また観光など地域産業を支える基盤と

して重要な役割を果たしております。

そこで、１の事業目的・背景にありますよう

に、路線の維持や沿線の活性化を図るため、み

ずから地域の鉄道を守り育てていく意識の醸成

や乗車人員の増加に向けた地元協議会等の取り

組みを支援するものでございます。

２の事業概要でございます。予算額は464万円

でございます。

（４）の事業内容でありますが、１つ目とし

て、吉都線及び日南線の維持・活性化のため、

地元が企画する手づくりのイベント列車の運行

といった、これまでの取り組みに加えまして、

例えば、地域の祭りやイベント等と連携した誘

客、小中学校の遠足、課外授業としての活用な

、 、ど 新たな事業を実施する地元協議会等に対し

支援を行うものでございます。

また２つ目として、旅行会社等とタイアップ

をし、観光列車「海幸山幸」を活用した30名以

上のツアー企画に３万円の助成等を行う、宮崎

県鉄道整備促進期成同盟会に対し、引き続き支

援を行うものでございます。

続きまして、14ページをお願いいたします。

新規事業「国際線安定化利用促進事業」でござ

います。
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資料の15ページをごらんをいただきたいと存

じます。昨年４月に発生をいたしました熊本地

震の影響により、宮崎空港発着の国際３路線は

いずれも大幅に利用者が減少をし、特に台北に

つきましては、御案内のとおり昨年10月末から

月曜便が減便となったところでございます。

そうした中、昨年９月に議決をいただきまし

た補正予算等によりまして、利用促進に取り組

んだ結果、各路線とも搭乗率が上向いてきてい

るところではございますが、一番右の網かけの

部分でございますけども、まだ昨年度の平均搭

乗率には達しておらず、依然として予断を許さ

ない状況であるというふうに認識をしておりま

す。

14ページのほう、お戻りをいただきまして、

１の事業の目的・背景の後段のほうになります

けれども、こうした状況を踏まえまして、ビジ

ネスや教育などさまざまな分野での利用促進事

業を展開することで搭乗率を向上させ、かつ安

定的に維持することにより、航空路線の維持・

充実を図ることを目的としております。

２の事業概要についてであります （１）の予。

算額は2,830万円をお願いしております。

（４）の事業内容についてでありますが、当

事業は、宮崎空港振興協議会への補助を通して

事業を実施してまいります。国際定期路線の利

用促進のためには、本県と韓国・台湾・香港と

の間でさまざまな交流を拡大させ、双方向での

定期的な交流活動へと発展させることが大変重

要であると考えております。

そのため①の交流拡大支援による利用促進に

つきましては、本県産業を担う民間事業者がみ

ずから企画をし実施する、現地での商談会など

のビジネス交流を支援するものであります。

また、本県の未来を担う児童・生徒による文

化・スポーツ交流など、さまざまな分野におけ

る交流を支援するものでございます。

また、路線の安定化のためには、県民の渡航

をさらに拡大させることが重要でありますこと

から、②の県民渡航拡大支援による利用促進に

つきましては、９月補正予算で実施をいたし、

航空会社、あるいは旅行会社等から好評をいた

だいておりますけれども、グループでの旅行に

対する支援、あるいはパスポート取得に対する

支援など、これに引き続き取り組んでまいりま

して、利用促進を図ってまいりたいというふう

に考えております。

このほか、県民の渡航機運醸成を図るための

ＰＲなどに取り組みまして、国際線の維持・充

実を図ってまいりたいと考えております。

総合交通課の当初予算につきましては、以上

でございます。よろしくお願いをいたします。

中山間・地域政策○奥中山間・地域政策課長

課の当初予算について御説明をいたします。

お手元の平成29年度歳出予算説明資料の31ペ

ージをお願いいたします。

当課の平成29年度当初予算額は５億8,913

万3,000円であります。平成28年度当初予算と比

較いたしますと、2,170万2,000円の減、率にし

て約3.6％の減となっております。

それでは、当初予算の主なものについて御説

。 。明をいたします 33ページをお願いいたします

ページ中ほどの（事項）中山間地域活力再生

支援費１億5,651万5,000円でありますが、これ

は、中山間地域に対する重点的・総合的な支援

に要する経費であります。

主なものといたしまして、説明欄の６の新規

事業「 みやざきジビエ」ブランド確立事業」で「

ございますが、鳥獣被害対策の機運の醸成と所

得確保による中山間地域の活性化のため 「みや、
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ざきジビエ」ブランドを確立し、普及拡大を図

るものであります。

説明欄７の新規事業「はじめよう！「宮崎ひ

なた生活圏」づくり推進事業」でありますが、

少子高齢化・人口減少が進行する中、中山間地

域等に安心して住み続けられる仕組みを構築す

るため、所得の向上や生活支援サービスの維持

など、地域の実情に応じた住民主体のモデル的

、 。な取り組みを支援し 推進するものであります

説明欄８の新規事業「地域資源ブランド化推

進事業」でございますが、地域資源の学術的な

調査等を行い、将来的な世界ブランド、日本ブ

ランド化の可能性を研究するとともに、地域資

源ブランドに係る情報を全県的に共有し、活用

する体制を構築するものであります。

また、説明欄９の新規事業「持続可能な地域

づくり応援事業」につきましては、後ほど委員

会資料で説明いたします。

次に、一番下の（事項）過疎対策等推進費360

万9,000円でございますが、これは、過疎地域活

性化対策等の推進に要する経費であります。

34ページをお願いいたします （事項）ふるさ。

とづくり推進事業費899万5,000円、これは、地

域の特性を生かした魅力あるふるさとづくりの

推進に要する経費であります。

次に （事項）地域活性化促進費6,401万2,000、

円、これは地域活性化の推進に要する経費であ

り、このうち説明欄３の宮崎県市町村間連携支

援基金事業につきましては、県内の市町村が連

、携して行う地域課題の解決の取り組みを支援し

各地域の広域的な活性化を促進するものでござ

います。

また、説明欄４の新規事業「祖母・傾・大崩

ユネスコエコパーク活用促進事業」につきまし

ては、後ほど委員会資料で御説明いたします。

次に （事項）移住・定住促進費5,431万7,000、

円、これは本県への移住等の促進に要する経費

であり、このうち説明欄１の移住・ＵＩＪター

ン強化事業につきましては、後ほど委員会資料

で御説明いたします。

それでは、35ページをお願いいたします （事。

項）エネルギー対策推進費１億6,500万円、これ

は、水力発電施設等の所在する市町村に対し、

地域活性化事業等への交付金を交付するもので

あります。

、（ ） 、次に 事項 土地利用対策費3,322万1,000円

これは、土地取引の規制等国土利用計画法の適

正な運用に要する経費であり、このうち説明欄

４の地価調査費でありますが、一般の土地取引

の指標などに活用していただくため、県内全市

町村において行う基準地295地点の標準価格の調

査及び結果の公表に要する経費であります。

続きまして、当課の主な新規事業について御

説明いたします。お手元の総務政策常任委員会

資料の16ページをお願いいたします。

まず、持続可能な地域づくり応援事業であり

ます。

１の事業の目的・背景といたしましては、県

及び市町村が策定いたしました地方版総合戦略

の的確な推進を図るため、県・市町村・地域が

一体となった地域主体の取り組みを展開し、地

方創生を促進することにより、持続可能な仕組

みを構築し、全国に誇れる地域づくりに寄与す

るものであります。

２の事業の概要でございますが、予算額

は4,890万9,000円、全額、宮崎県市町村21世紀

基金とし、事業期間は29年度から33年度までの

５カ年事業でございます。

事業内容でございますが、①の地域再生アド

バイザー派遣事業につきましては、希望する市
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町村に対し、地域が抱える課題の分析や今後の

進むべき方向性等について、外部専門家の視点

からのアドバイスを行い、地域づくりを支援す

るものであります。

また、②地域づくり応援補助金につきまして

は、地域が自立した持続可能な仕組みを構築す

るため、市町村の総合戦略に位置づけられ、市

町村と地域が一体となった地域づくりの取り組

、 、みについて支援するもので 実施主体は市町村

補助率は３分の２以内としております。

３の事業の効果といたしましては、県・市町

村・地域住民や地域団体が一体となって取り組

むことにより、これまで以上に効果的かつ地域

住民が自立した持続可能な地域づくりが推進さ

れるとともに、地域創生のモデルとなる地域を

宮崎から発信することができるものと考えてお

ります。

それでは、18ページをお願いいたします。

次に、祖母・傾・大崩ユネスコエコパーク活

用促進事業でございます。

１の事業の目的・背景でございますが、ユネ

スコへ登録申請中の祖母・傾・大崩ユネスコエ

コパークを生かした情報発信のほか、関係機関

や民間団体等の連携による自然環境保全、次世

代育成及び地域活性化などの取り組みを推進す

るものです。

、 、２の事業概要でありますが 予算額は847万円

全額、宮崎県市町村21世紀基金とし、事業期間

は平成29年度から31年度までの３カ年事業でご

ざいます。

次に、事業内容でございますが、①の県及び

、関係市町村等で構成される協議会におきまして

生態系の保全、地域資源の継承人材の育成、Ｐ

Ｒ・普及啓発などの取り組みを推進いたします

とともに、②にございますように、登録決定を

、 、 、広く県民へＰＲするために 延岡市 日之影町

高千穂町と一体となった登録記念イベントを開

催いたします。

３の事業効果でございますが、ユネスコエコ

パークを活用した取り組みを推進し、住民に地

域の資源を宝として再認識していただくことに

より、地域資源の次世代への確実な継承や地域

住民の誇りの醸成を図り、人と自然が共生する

宮崎を国内外にアピールすることにより、交流

人口の増加が期待でき、一層の観光・地域の振

興を図りたいと考えております。

それでは、20ページをお願いいたします。

次に、移住・ＵＩＪターン強化事業でござい

ます。

１の事業の目的・背景といたしましては、人

口減少に対応するため、本県の魅力発信や受け

入れ態勢の強化など、本県への移住・ＵＩＪタ

ーンを促進することにより、都市部から本県へ

の人の流れを創出するものでございます。

２の事業の概要でありますが、予算額は5,431

万7,000円、事業期間は平成27年度から平成29年

度までとなっております。

事業内容でございますが、①の市町村、各種

関係団体と連携した総合的な移住・ＵＩＪター

ンの推進につきましては、アにございますとお

り、官民で構成いたします全県的な協議会にお

いて、機運の醸成を図るとともに、本県への移

住に関心のある方を対象とした会員登録制度を

実施し、移住希望者の把握と効果的な情報発信

に努めてまいります。

また、イにありますとおり、宮崎県出身者の

、方々へのアピールが特に大事でございますので

来年度は同窓会や本県出身の若者による集会イ

ベント等を活用し、本県の魅力や就職情報等の

ＰＲを行うこととしております。
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次に、移住・ＵＩＪターン相談・案内体制で

ございますが、宮崎市と東京都に設置しており

ます宮崎ひなた暮らしＵＩＪターンセンターに

おきまして、情報発信や相談対応を行うことと

しております。

次に、③の市町村における受け入れ態勢整備

の支援でございますが、都市部でのＰＲや移住

後のフォローアップなど、今後とも市町村の取

り組みをより一層支援してまいりたいと考えて

おります。

次に、３の事業効果でありますが、社会人口

の増加や地域経済の活性化が期待できるほか、

中山間地域におきましては、地域の担い手の増

加により地域の活力やコミュニティーの維持等

が図られるということでございます。

当初予算につきましては以上でございます。

続きまして、決算特別委員会で御指摘をいた

だきました事項について御説明をいたします。

別冊資料の決算特別委員会の指摘要望事項に係

る対応状況、これの３ページをお願いいたしま

す。

個別的指摘要望事項につきまして、①地域政

策共同研究事業により生まれたアイデアを生か

し、中山間地域の課題解決に関係団体と連携し

て取り組むこととの御指摘をいただいておりま

す。

地域政策共同研究事業では、宮崎大学との連

携のもと、県と高千穂町を初めとする５町村が

共同で圏域の課題解決に向けた調査・分析や地

域活性化の実証事業を実施したところでありま

す。

この中では、大学などの外部人材からの助言

を受けながら、住民の交流拠点の創出や地域資

源を活用した遊具の開発など 地域が主体となっ、

た取り組みが行なわれたほか、地域における人

材の育成や大学と地域との連携強化が図られた

ところであります。

また、今年度からは宮崎大学と地域とが連携

した共同研究事業が世界農業遺産の地域で開始

されたほか、来年度からは地域が主体となった

取り組みに対する支援や外部専門家を長期間地

域に派遣する事業にも取り組むこととしており

ます。

今後とも市町村や地域の住民団体と連携し、

大学等の外部の知見を十分に活用しながら、持

続可能な中山間地域づくりの推進に取り組んで

まいりたいと考えております。

中山間・地域政策課については、以上でござ

います。

フードビジ○重黒木フードビジネス推進課長

ネス推進課の当初予算案について御説明いたし

ます。

お手元の平成29年度歳出予算説明資料の37ペ

ージをごらんください。フードビジネス推進課

の平成29年度当初予算案は、11億1,140万7,000

円をお願いしております。平成28年度予算と比

較しますと２億7,461万2,000円の増、率にしま

して32.8％の増となっております。

主な内容について御説明いたします。39ペー

ジをお開きください。

まず、中ほどの（事項）フードビジネス総合

推進費1,678万2,000円であります。内訳でござ

いますけれども、下の説明欄１、みやざきフー

ドビジネス推進体制構築事業678万2,000円につ

きましては、フードビジネスを初めとする本県

の成長産業の育成を図るため、産業界等と連携

した推進体制の構築を図るものでございます。

また、説明欄２のフードビジネスブラッシュ

アップ支援体制構築事業1,000万円につきまして

は、フードビジネス相談ステーション等に寄せ
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られる案件のうち、事業可能性の高いものを対

象に、事業者が行う商品デザインですとか、テ

ストマーケティングなどの取り組みを支援する

こととしております。

続きまして （事項）みやざき成長産業育成・、

雇用創出プロジェクト推進費７億6,756万5,000

円であります。この事業は、厚生労働省の補助

金を活用いたしまして、フードビジネスを初め

とする成長産業の活性化と雇用の創出等を図る

ものでございます。

説明欄の１、みやざき成長産業育成プラット

フォーム構築事業２億4,792万9,000円につきま

しては、成長産業育成の基盤となります体制の

整備を図るものでありまして、フードビジネス

相談ステーションですとか、ひなたＭＢＡ、み

やざきビジネスアカデミーでございますけれど

も、こういったものの運営を行うとともに、関

係部局と連携しまして試験研究機関の機能強化

ですとか、必要なマーケティング調査等を行う

ものでございます。

説明欄２のフードビジネス振興構想推進事業

から５の木材・バイオマス関連産業拡大推進事

業までの４事業、合計で１億1,263万6,000円の

予算を計上しておりますけれども、これらは、

成長産業各分野を支援するために、それぞれの

分野に精通したアドバイザーですとか コーディ、

ネーターを設置するなどして、新製品の開発や

販路の開拓等を支援するものでございます。

説明欄６のみやざき成長産業雇用拡大・定着

推進事業３億9,600万円につきましては、対象と

なる各成長分野の企業が行います技術力向上や

、新販路・新分野開拓のための外部専門家の活用

市場調査や分析、また、新たな雇用や人材育成

を支援しまして、当該企業の事業の拡大を通じ

。た雇用の創出や安定化を図るものでございます

説明欄７のみやざき成長産業求職者支援委託

費1,100万円につきましては、若年求職者等を対

象に企業見学ですとか、マッチングのための支

援等を行いまして、成長産業関連企業への就職

を支援するものでございます。

次の40ページをお願いいたします （事項）み。

やざき地方創生若者定着促進費１億3,9 6 9

万5,000円でございます。

下の説明欄の１、宮崎で学び、宮崎で働き、

世界へ挑戦するひとづくり事業1,804万4,000円

につきましては、本県産業の振興を図り良質な

雇用の場を確保するために、宮崎大学を初めと

する県内の大学・短大等や産業界等と連携を図

りながら、インターンシップの実施ですとか、

グローバル人材の育成等を行いまして、宮崎で

学び、働くことの機運の醸成を図りながら、将

来の宮崎を担う産業人材の育成・確保につなげ

るものでございます。

その下の説明欄の２、みやざき産業人財確保

支援基金事業及びその下の（事項）みやざき地

域活性化雇用創造プロジェクト推進費につきま

、 。しては 委員会資料のほうで御説明いたします

委員会資料の22ページをお開きください。

まず、新規事業「みやざき産業人財確保支援

基金事業」であります。この事業は、１にあり

ますように、本県の将来を担う産業人財の県内

企業への就職及び定着を図るために、新たにみ

やざき産業人財確保支援基金を設けまして、人

材の確保のために、奨学金の返還支援に取り組

む企業の支援を行うものでございます。

なお、基金設置のために条例を制定いたしま

すが、条例案につきましては後ほど御説明いた

します。

次に、２の事業の概要であります。予算額は

１億2,165万1,000円をお願いしておりまして、
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事業期間につきましては その下 米印にちょっ、 、

と書いてございますけれども、返還支援の対象

者を決定する期間でございますけれども 平成32、

年度までとしております。

（４）の事業内容でございます。まず、みや

ざき産業人財確保支援基金設置事業といたしま

して、29年度に１億1,800万円余の基金を造成す

ることとしております。内訳は、奨学金の返還

支援の原資といたしまして１億円、制度の普及

啓発分としまして1,800万円となっておりまし

て、返還支援分につきましては、今後、必要額

まで積み増しを行う予定としております。

②の奨学金返還支援事業につきましては、奨

学金の返還支援制度の周知ですとか、県内企業

の情報等の発信を行うものでございまして、361

万8,000円を計上しております。

次の23ページをごらんください。奨学金返還

支援制度の概要について簡単に御説明いたしま

す。全体といたしましては、国が示しました奨

学金返還支援制度を踏まえた制度としておりま

して、支援内容は貸与を受けた額の２分の１を

上限に、下の表にありますように、大学院でし

たら150万円、大学でしたら100万円までを就業

、 、 、 、期間に応じて １年経過 ３年経過 ５年経過

それぞれ３回に分けて給付するものでございま

す。

また、表の下の米印の２つ目にありますよう

に、給付額の４分の１につきましては、実際に

、就職した企業が負担することとしておりまして

言いかえますと、企業が人材確保に当たりまし

て奨学金の返還支援を行う際に、県が４分の３

の支援を行うという制度としております。

支援対象者につきましては、毎年80名程度、

４年間で320名程度決定する予定としておりま

す。具体的には、下の表、ちょっと小さい字に

なって恐縮でございますけれども、まず、国の

ほうで産業界と連携して奨学金の返還支援を行

う県に対しまして、無利子の奨学金枠でありま

す地方創生枠が用意されますので、この枠を活

用する学生を40名程度支援することとしており

ます。

この枠は、高校３年の時点で、将来、宮崎に

帰ってくることを意思表示した学生に対して適

用されます。したがいまして、平成29年度、高

校３年の時点で支援対象の候補としました学生

につきましては、４年制大学に進学した場合、

点線で引っ張っていますけれども、平成34年度

からの支援開始ということになります。

ただし、この地方創生枠のみでは、実際に県

内産業界が人材の確保ができるまで、これから

５年かかるということになりますので、地方創

生枠以外といたしまして、大学等に在学してい

る学生ですとか、既に働いておりましてＵター

ン等を希望する方を対象に、先行して30年度か

ら支援を実施していくということを考えており

ます。

次に、24ページをお開きください。改善事業

でございますけれども、みやざき地域活性化雇

用創造プロジェクト推進費でございます。先日

の補正予算を御審議いただいた委員会で御説明

しましたけれども、この事業につきましては、

国から平成28年度補正予算で新たに創設されま

した補助事業の採択を受けましたことから、こ

れまで当課で取り組んでまいりましたフードビ

ジネスを初めとする成長産業４分野を対象とし

た取り組みに加えまして、１の事業の目的・背

景にありますように、新たに情報通信産業と観

光産業を対象に、産業の活性化を通じた雇用の

創出等を図るために、企業等へ必要な支援を行

うものでございます。
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２の事業の概要でございますけれども、予算

額は１億1,523万1,000円をお願いしておりまし

て、事業期間につきましては、30年度までとし

ております。

事業内容につきましては、25ページの図をご

らんください。情報通信・学術研究と観光分野

を対象としまして、まず、産業振興のためのプ

ラットフォーム整備として、チーフコーディネ

ーターと分野別コーディネーターを配置いたし

まして、対象企業の新技術開発ですとか、販路

。拡大等の支援などを行いたいと考えております

次に、図の下のほうの左側になりますけれど

、 。も 地域産業雇用拡大・定着推進でございます

この部分が補正予算に計上しました事業に新た

に加えて実施する部分でございます。企業への

補助金でありまして、外部専門家の活用や販路

開拓のための調査・分析等を支援しまして、雇

用の拡大を図ろうとするものでございます。

また、その右の地域産業求職者支援につきま

しては、早期離職防止のための定着支援窓口の

設置ですとか、企業と求職者とのマッチングな

どに取り組むこととしております。

。当初予算案につきましては以上でございます

続きまして、同じく委員会資料の30ページを

お開きください。議案第25号「みやざき産業人

財確保支援基金条例」について御説明いたしま

す。

まず、第１条でございますけれども、基金の

設置目的につきましては、先ほど予算の説明で

申し上げましたとおり、産業界とともに県内に

就職した大学生等の奨学金の返還を支援するこ

とにより、本県の地域や産業を担う人材の就職

と定着を促進することであります。

また、第２条でございますけれども、基金と

して積み立てる額は、予算で定める額としてお

りまして、来年度は先ほど御説明したとおり１

億1,800万円余を措置しております。

第６条でございますけれども、この基金はい

わゆる取り崩し型の基金としておりまして、基

金設置の目的を達成するための事業、すなわち

奨学金の返還支援に要する経費として充てる場

合に、その全部または一部を取り崩すことがで

きるとしております。

、 、最後に 一番下の附則でございますけれども

施行期日は平成29年４月１日としております。

説明は以上でございます。よろしくお願いい

たします。

各課長の説明が終了しました。○二見委員長

議案についての質疑はございませんか。

１つだけ教えてください。35ペー○満行委員

ジ、エネルギー対策推進費、今年度の実績をお

願いします。

平成28年度実績に○奥中山間・地域政策課長

つきましては、１億5,883万5,680円となってお

ります。

周辺市町村への交付状況、できた○満行委員

ら市町村名を教えてほしいんですけど。

県内16市町村とい○奥中山間・地域政策課長

うことでございまして、具体的に申し上げます

、 、 、 、 、 、と 西都市 延岡市 都城市 高原町 小林市

宮崎市、綾町、西米良村、木城町、都農町、日

向市 美郷町 諸塚村 椎葉村 日之影町 五ヶ、 、 、 、 、

瀬町でございます。

総合交通、これは30ページ、高千○来住委員

穂鉄道の関係、２つの事業があるんですけど、

それで、今後ですよね、これ今聞いた、不要に

なった施設の撤去となっていますから、そうす

ると、鉄橋だとかそういうものが不要になるん

、 、だろうと思うんですけど これはまだ今からも

まだかなりの量があるんでしょうかね。今後の
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見通しですけど。

この事業によります不要○野口総合交通課長

施設撤去計画につきましては、平成20年にこの

計画の条例、計画を定めるに当たりまして、平

成22年度から平成32年度の10年間、その当時10

年間の不要計画を出しております。ですから、

トータルとしての計画するものは現在あるとい

う状況でございます。

この撤去については、国は全然関○来住委員

係しないんでしょうか。全部、県と関係市町村

で行うことになるんでしょうか。

はい。高千穂鉄道の災害○野口総合交通課長

による廃線に伴いまして、県と地元市町と協議

した結果、こういう基金をつくって撤去計画を

作成し 計画的に撤去をしていこうと そういっ、 、

たものの趣旨でございます。

今の問題とまたちょっと違うんで○来住委員

すが、日豊本線の高速化にかかわること、委員

会資料、説明の12ページですけど、小倉―大分

間が平均速度が102キロ、宮崎―大分間は69、宮

崎―鹿児島間が62と、こうなっていますよね。

そうすると、小倉―大分間はかなり改善が進ん

だんだろうと思うんですね。さっき言われた枕

木だとか、それから、鉄道の弧線だとか、そう

いうものがカーブが緩くなるとか、それで、小

倉―大分間が宮崎―大分間よりもかなりスピー

ドが上がるんですけど、そのために、いわゆる

小倉―大分間の高速化をするために大分県がど

、んなかかわり合いをしてきたのかなというのが

これまで予算だとか、それから年度、経過だと

か、そういうものは何かまとまったものがない

んでしょうかね。

今御質問ございました小○野口総合交通課長

倉―大分間につきましては、平成５年度から６

年度の事業年度で高速化事業が行われておりま

す。開業は平成７年度ということになっており

ますけれども、大分県から総事業費26億円とい

うふうに聞いております。

事業の内容でありますけども、鉄道整備基金

というのがございました。これは現在の鉄道建

設・運輸施設整備支援機構に統合されるその前

の組織であるというふうに理解をしております

けれども そこからＪＲへの無利子貸し付けが26、

億円の半分の13億円、それ以外につきまして、

残り50％の半分をＪＲ九州の負担、残り半分、

ですからトータルで言いますと25％になります

けども、これを大分県と福岡県、それから沿線

の市町、そこの内訳はちょっと詳細把握してお

りませんけども、全体の25％、地元が負担をし

たというふうになっておりまして、最高速度130

キロを目途に整備をされたと聞いております。

ちなみに平成５年から６年にかけ○来住委員

て26億円かけてされているんですけど、それ以

前は平均速度は幾らだったんでしょうかね。工

事をして102キロになっているんですけど、それ

以前のやつはつかんでいらっしゃらないんです

か。

小倉―大分間につきまし○野口総合交通課長

ては、いわゆる国鉄時代までに、昭和60年に95

キロであったものを一旦120キロに整備をして、

その後、先ほど申し上げましたように、120か

ら130キロに先ほどの事業で高速化をしたという

ふうに聞いております。

はい、わかりました。ありがとう○来住委員

ございました。

中山間地ですがね、課長ね。持続○日高委員

可能な地域づくり応援事業というの、すごくい

いことだと思うんですよね。こういうことで市

町村に促していくというか、結局市町村がやる

気出してもらわにゃいかんしですよ、そのマン
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パワーというのが、このマンパワーというのを

息を吹き込まないとだめなんですね、これ基本

的に。もう、ただやるだけではだめなんで。こ

こら辺をちょっと今度持続可能なって、持続的

にやっていくことってすごく私はいいことだと

思いますので、これをもうちょっと深く、どう

いう形でやっていくのか、内容をもうちょっと

聞きたいというのと、中山間地は重点施策とか

なっているんでしたかね。予算を減額されてお

ると、予算が全てかなということもあるかもし

らんですが、この重点施策で何を重点としてい

くのか、総体的な。その辺をお伺いしたいと思

います。

まず、予算の件か○奥中山間・地域政策課長

ら御説明をいたしますと、今回、平成28年度の

予算につきましては、国の地方創生推進交付金

を使いまして、ハード事業は１億ほどの補助事

業を組んでおりまして、その分、28年度は前年

比21％増という、ちょっと大きな予算になって

しまいまして、その反動と申しますか、29年度

予算につきましては、国の地方創生推進の交付

金が、今回ソフト事業中心だということもあり

、 。まして 5,000万ぐらいの規模となっております

ですから、単年度の国の地方創生推進交付金

のその分を除きますと、実質５％増ということ

でございますので、極端に今年度が予算が減っ

たということではないというふうに考えており

ます。

それから、持続可能な地域づくり応援事業に

つきましては、やはり我々が市町村とお話をす

る中では、マンパワーの部分が不足をしている

というようなことをやっぱり感じております。

先般の委員のほうからもお話がありましたけれ

ども、ただ待っているだけではなくて、我々も

地域に行って話を聞きながら、事業をつくり上

げていかないといけないというふうに考えてお

りますし、この事業の中でも、事業内容の①に

地域再生アドバイザー派遣事業という事業を今

回つくっておるんですが、これは実際地域がど

んなことをしていいかわからない、課題はある

んだけれど、どうやっていいかわからないとい

うようなものにつきまして、専門家の方に来て

いただいて、従来は１回３日間程度地域を見て

もらってアドバイスということでもあったんで

すが、今度の新しい事業では、専門家の方に１

回ではなく数回地域に来ていただいて、アドバ

イスをきちんとやっていただくと、そういうよ

うな仕掛けもしているところであります。

、 、○日高委員 それを粘り強く 深く入っていく

行政は余り口を出さないというところがやっぱ

りポイントかなというふうに思う。基本的に市

町村が元気を出すっていうのは、予算の獲得状

、 、 、況じゃなくて そういった市民とか 町民とか

やっぱり立ち上がって自分たちも地域づくりに

参加するんだっていうのが元気を取り戻すとか

なと思うんで、そこら辺って、これ大きいこと

だと思いますので、ひとつよろしく、これはお

願いしたいと思います。

、 、それと フードビジネスのほうなんですけど

産業人財確保支援基金事業ですね。これはいろ

いろ説明を聞いたんですが 年80名程度 平成29、 、

年から32年の４年間ということでありますが、

これって結局宮崎市集中という段階の部分もあ

るのかなって、やってみてもですね。80名って

いうと ばらしたとしてもそんな大きい人数じゃ、

ない。この辺は逆にこういった事業について、

やはり市町村に対してこれプラス上乗せ、自分

、たちで例えばこういった奨学金制度を創設して

県のこの事業プラス自分たちでもやると、二階

建てのものっていうのを促していくことも、若
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者の定着率を生む一つの手段かなと思うんです

が、その辺の部分については全く考えてないの

か、それとも推進していくのか、ちょっとお伺

いいたします。

この奨学金○重黒木フードビジネス推進課長

返還支援制度でございますけれども、まず最初

に、宮崎市集中というお話でございましたけれ

ども、基本的にはあらかじめ県内企業にこの制

度に登録するかどうか、登録してもらうように

広く募集をしまして、登録してもらおうと思っ

ています。

県内の就職説明会とかに来られる企業さんも

たくさんございますので、宮崎市が当然数は多

いと思いますけれども、宮崎市以外の市町村に

所在する企業さんにもたくさん登録してもらう

ように働きかけていきたいと思っております。

それから、市町村との関係でございますけれ

ども 実は県内市町村で既に独自の奨学金を持っ、

ているところが幾つかございます。幾つかの市

町村から、今回これを予算化したということで

問い合わせもいただいたところでございますけ

れども、そういったところにつきましては、市

町村独自で県のこの奨学金返還支援制度に、こ

れ上限100万までですので、ある程度上乗せして

実施したいというふうなこともできませんかと

いうお話もちょっとさせていただいたところで

ございます。

それぞれの市町村で事情もありますので、

ちょっとどうなるかわかりませんけれども、そ

ういった機会も捉えて、各市町村と一体となっ

て産業人材の確保に一緒になってやりましょう

ということは働きかけていきたいというふうに

考えているところでございます。

特に、日向と延岡ですね、その県○日高委員

内高校生が卒業した就職率というのは 県は54.8、

％か何か、県北になると愕然に20％ぐらい減る

んですね。日向は25か４ですね。延岡も多分大

したことないです。そういった状況があるわけ

ですから、やっぱり若い人はそこに残らにゃい

かんし 入郷地域ですね 西臼杵とか そういっ、 、 、

たところも、やっぱり残す努力をしていかにゃ

いかんわけですよね、いろんな中で。残らんわ

けですよ。結局、ダムが決壊した状況なんです

ね。だから延岡に期待するけど延岡もだめ、日

向はというともっとだめ、そうなってくると、

、 、もうしょうがないから 強引に帰ってもらうと

３年間、地元に帰ればどうにかなるんだってい

うところを、県は、その市町村に促していくの

が県の役目だからですよ、もっとそういった厳

しいところを中心にやってほしいなって思うん

ですね。その辺はどうですか。

おっしゃる○重黒木フードビジネス推進課長

とおりでございまして、産業人材の確保につい

ては、奨学金返還支援制度以外でもさまざまな

取り組みをこれからやっていくべきだと思って

おります。

特におっしゃるように、県北の工業高校の学

生さんの就職状況が、県内就職状況が非常に低

いとかいう実態は聞いておりますけれども、今

現在で、特にどこどこ市町、特定の市町村に特

化して事業ということはまだできておりません

けれども、そういった県北ですとか、そういっ

たところの市町村の御意見もいろいろ聞きなが

ら、一緒になって産業人材の育成を進めていき

たいと思っております。

産業人財育成のプラットフォームとか、ある

いはその上の会議とかもございますので、そう

、いった会議の場でも市町村の意見も聞きながら

どういったことがより効果的になるのか、どう

いったことで地域に根差した産業人材が確保で
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きるのかということをちょっと考えていきたい

と思っております。

では、時間になりましたので、○二見委員長

午後は１時10分に再開いたしたいと思います。

暫時休憩いたします。

午前11時59分休憩

午後１時８分再開

委員会を再開いたします。○二見委員長

議案等について、また質疑がありましたら、

お願いします。

もう少し詳しく説明してほしい点○来住委員

がありまして、一般会計の34ページ、中山間の

問題で、このちょうど真ん中にあります地域活

性化促進費、４つ項目がありますけれど、その

中の第３、宮崎県市町村間連携支援基金事業、

これについてもう少しわかりやすく説明してい

ただけませんか。

市町村間連携支援○奥中山間・地域政策課長

基金事業につきましては、国のほうのふるさと

市町村圏構想が終わったときに、その後継とい

う形で県のほうで市町村間連携支援基金という

基金を創設いたしまして、この事業につきまし

ては 県内８地域で市町村間連携の計画をつくっ、

て、その計画に基づいて市町村が連携した事業

を毎年申請していただいて、補助の交付をする

といった事業の内容になっております。

だから、もう少し、例えば具体的○来住委員

にどんな事業なのか、内容なんかがどんな。８

地域となっていますから、例えば都城地域があ

るのかな、その地域ではこういう事業がされて

いますよとか、そういうのをもう少しわかりや

すく出してください。

例えば西諸地域に○奥中山間・地域政策課長

おきましては、農家民泊の取り組みをしており

まして、北きりしま田舎物語推進協議会という

協議会をつくって、平成25年度はその民泊が400

人程度でございましたけれども、26年度に

は1,000人、27年度には1,200人ということで、

徐々に成果が出てきているということでござい

ます。また、あるいは県北のほうではメディカ

、 、ル構想をやっておりますけれども 県北の延岡

日向を中心とした地域におきましては、宮崎大

学と共同で医療関連の機器の開発ですとか、そ

ういった取り組みも行われているところであり

ます。

了解しました。○来住委員

ほかに。○二見委員長

この資料の20ページに、移住・Ｕ○星原委員

ＩＪターン強化事業ということで、27年度から

始まって、ことしが最終年度かなというふうに

思うんですが、これまでの２年間でどういった

課題があって、最後の年に新たにこういうふう

に持っていかざるを得ないとか、何か新たなも

。のが考えられたところなんかはないんですかね

何かありませんか。

移住・ＵＩＪター○奥中山間・地域政策課長

ンにつきましては、うちの県では後発のような

形で出てきておりまして取り組みを進めている

ところなんですが、一番は、やはりターゲット

は、東京に事務所を置いてありますけれども、

いろんな宮崎なり、ほかの県なり、漠然と移住

を考えている方も一方でいらっしゃいまして、

そこを取り合いになっている部分もあったのか

なというふうなことは思っています。ただ、そ

ういう人よりは、やはり本県の出身者の方にタ

。ーゲットを絞った取り組みが必要ではないかと

というのは、移住を進めたら定着を図っていか

ないといけないと。そんな中でやはりＩターン

ですとか、自分が見ず知らずのところでやって
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いける人も確かにいるんですが、なかなか、そ

こは難しい面がございます。何かやはり戸惑っ

たときには近くに親戚がいたりとか、仕事がな

、 。かなかうまくいかなくても よりどころがある

定着を図る上でも県の出身者、Ｕターンをター

ゲットに今後やっていきたいなと、中心にです

ね、思っております。

県外から宮崎に来るとなったとき○星原委員

は、まず一つは仕事、収入が安定したものがあ

るかどうかだろうというのが想定されると思い

ますよね。あるいは、農業とか林業とか漁業と

か、自分が好きなことがやれるというのもある

かもしれない。もう一つ問題なのには、やはり

子供、家族がいた場合に、子供の学業、学校の

問題とか、あるいは近くに子供がかかる病院と

かね、そういった問題というのは出てきてない

のかな、どうなのかなと思ったんですよね。そ

ういうものがあるとすれば、そういったことに

整備を進めていかないと、この事業は29年度で

とりあえずは一つの区切りにはなるんでしょう

けれど、今後のいろんなことに、そういった何

か課題みたいなものが出てきてないのか、どう

。 、なのか その辺のところはないのかというのと

もう一点は、だからこの２年間でどれぐらいの

人たちが県内に移住してみえたのか、その辺わ

かれば、ちょっと教えてもらえば。

先般、移住者の方○奥中山間・地域政策課長

を交えた座談会、知事を交えた座談会がござい

まして、その中で出たのは、こちらの暮らしと

いうのはやはり自然が豊かで、物価も安いし、

暮らしやすいということはあったんですが、今

言われたように、一番の不安は病気になったと

きに近くに病院がなくて、車でかなりの時間を

かけて行かないといけないといった話は、やは

りございました。学校の問題については、その

中では特に出ませんでしたが、例えば綾町とか

では、町のほうでお金を出して、宮崎市の塾の

講師に来ていただいて足りない部分を補うと、

そういったところも見られるとこであります。

ですから、確かに医療の問題あるいは学校の教

育の問題、そういった問題については、やはり

移住の際にも問題になっているというところで

はございます。

２年間でどれぐらいですか。○星原委員

平成27年度は202世○奥中山間・地域政策課長

帯の方が移住してこられております。平成28年

度につきましては、12月末の実績でございます

が、268世帯の方が移住してこられております。

もちろん これは県なり市町村の移住施策を使っ、

て移住されてきた方の数ということでございま

す。

今、27年と28年の世帯数が出てき○星原委員

たんですが、その中で県内の出身者以外、県外

のね、宮崎と関係ない人たちの世帯というのは

この中にどれぐらいいらっしゃるのかなという

ふうに思うんですが、その辺わかりませんか。

わからなきゃ、後からでもいいですけれど。

済みません ちょっ○奥中山間・地域政策課長 。

とその数字は後から。

了解です。○星原委員

総合交通課長のところの日豊線の○坂口委員

高速化の調査事業ですよね、あれは2,000万が組

、 、まれているんですけれど いつぐらいですかね

日豊線の宮崎―延岡間の高速化をやったときが

あったですよね、もう随分前。あのとき、五十

数億かけて二十数分かな、二十数億かけて五十

何分かな、かなりな、１分当たり２億ぐらいつ

いたような記憶があるんですけれど。あの調査

、 、 、をやって 実際 工事までやったわけですよね

プラットホームを長くしたりとか。そのときの
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基礎資料として、ある程度のものがあると思う

んですけれど、この路線の形状とか駅の状況等

の把握とか、これはそのときのものからぽっと

。 、 、出てくると思うんですよね それに 改良手法

どういう改良をやれば、どれぐらい時短できる

んだというのも、これはある程度の一般的な知

識の上に、ぽっとこういう工事をやればこうな

りますよとか、半径、アールを何ぼにすればス

ピード何ぼで回れますとか、勾配を変えれば安

定しますとかいう域で、これは恐らく机上の理

論でできる範囲ぐらいのことやないかと思うん

ですよね。

これで2,000万で具体的に調査を委託されて、

この前の新幹線調査みたいに、全く今後への参

考、具体的なところへ進む参考にならないよう

な調査に終わりゃへんかと思って、極端に言っ

たら、コンサルタント会社がある程度決まって

いて、持っているのを何ぼか組み合わせてぽっ

と出せば成果品になりますよという域を出ない

調査じゃないのかなと 本気でやれば桁がちょっ。

と違うんじゃないかとか思うんですけれどね。

この調査でどれぐらいのものが期待できますか

ね。

委員、今お話がございま○野口総合交通課長

したとおり、延岡―宮崎間、実際やりまして、

当時は85キロから110キロということで高速化の

工事がやられております。今回は小倉―大分間

が130キロということでございますので、一つ、

その130キロを念頭に置いた調査をやりたいと

思っています。ただ、当然、全部が130キロにな

るということじゃなくて それに向けてどういっ、

た部分的な可能性があるかということでござい

ますけれども、そういった中で、例えばコンク

リートの枕木に変更できないかですとか、曲線

の傾きはどうかだとか、駅の行き違いをスムー

ズにすることによって部分的な複線化ができな

いかなどを中心に、全長にわたって測量や工法

等の検討を行いたいというふうに考えておりま

す。

ですから、当然、延岡―宮崎間につきまして

は、基本的なデータ等ございますけれども、も

ちろん、それは当然それで生かさせていただき

ますが 若干時間もたっておりますことと 今110、 、

キロでございますので、それが130キロに可能に

なるとすれば、果たしてプラスの改良ができな

いかどうか、あるいは延岡以北はまだ手つかず

でございますので、そういったところはまた新

たな調査ということでございますので そういっ、

たところをいろいろ踏まえまして、調査機関と

もいろいろ御相談等、今させていただいている

ところでありますけれども、そういった実現可

能なところの調査にぜひ結びつけていきたいと

いうふうに思っておるところでございます。

何か前回のデータがそのままそっ○坂口委員

くり生かされて、それに鉛筆を入れていくだけ

の調査なら、そんなにかからないと思うんです

よね。ただ、それだったら、逆にそんな2,000万

も投資しなくても ある程度の絵が描けるんじゃ、

ないかというのと、それで心もとないよとなる

と、ちょっとこれ中途半端で、将来につなげる

その成果品というのがこの予算で期待できるの

かなということで、あの新幹線のときの調査と

いうのがあんまりそれを参考にどうできるとい

うようなものでは、判断できるものでは、工事

費の正確な予測すらできないような調査だった

んですよね、新幹線のこの前の調査。

だから ああいう域を出ないんじゃないかなっ、

て。やるなら、やはり本当に高速化につなげる

ために、まずワンステップになる、そこで調査

なり設計書なりが出てくるというのが必要じゃ
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ないかなと思って。正確な投資額すら予測でき

ないような調査になるんだったら、もう前のか

ら推測したほうがましだし、正確なものとか、

実際130キロなりの平均速度を確保するために

は、どれぐらいの工事費と、どういう法線で、

どこを通るよというようなものまで出せば、そ

れがまた次の用地の交渉なり、工事費の予測な

りに 予測というんですかね、推計というん─

ですかね、つながるけれど、2,000万という数字

がどうもその中間あたりにあるような数字のよ

うな気がしてですよね。

委員御指摘の部分もござ○野口総合交通課長

いますけれども、実際、全てにわたって調査を

、 、 、しようと 実地調査をしようということで 今

打ち合わせ等々やっておりまして。ただ、先ほ

ど申し上げましたのは、延岡以北は今まであり

ませんから、そこの部分の実地調査はかなり力

が入るだろうと。延岡―宮崎は実際やっていま

すので、そこは既存のデータ等ももちろん活用

しながら、実地調査もあわせてやるということ

でございますので、そういうことで、しっかり

と実地調査を踏まえた上での調査としていきた

。いというふうに考えておるところでございます

というのが、日豊線の高速化とい○坂口委員

うのは、これはかなり力を入れて本気で取り組

むべき作業じゃないかなという気がするのと、

それと、その限界がどこにあるかですけれど、

前の金額は覚えておられないでしょう 前回やっ、

た工事のときの、かけた経費と短縮できた時間

というのは。

延岡―宮崎間の工事で申○野口総合交通課長

し上げますと、これは平成３年度から５年度、

３年間で工事しておりますけれども、事業費と

して24億5,000万円程度、時間として14分、これ

は平成４年と現在29年との差でございますけれ

ど、14分短縮されたというふうになっておりま

す。

よろしいですか。ほかにありま○二見委員長

すか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上で第２班の審査○二見委員長

を終了します。

次に、第３班として、生活・協働・男女参画

課、文化文教課、人権同和対策課、情報政策課

の審査を行いますので、順次、議案の説明をお

願いいたします。

生活・協働○弓削生活・協働・男女参画課長

・男女参画課の当初予算について御説明いたし

ます。

平成29年度歳出予算説明資料の41ページをご

。 、らんください 当課の平成29年度当初予算額は

総額で４億3,575万8,000円でありまして 平成28、

年度の当初予算と比べまして、1,193万3,000円

、 。の増 率にしまして2.8％の増となっております

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。43ページをお開きください。中ほどの（事

項）交通安全基本対策費632万6,000円でありま

す。これは、交通事故の防止を図るため、交通

安全実施計画の策定及び交通安全活動の推進に

要する経費であります。

説明欄３の（２）の改善事業「みんなで交通

安全！啓発推進事業」493万8,000円につきまし

ては、脇見や安全不確認等の漫然運転による事

故や高齢者の交通事故死者が多い状況で推移し

ていることから、子供から高齢者まで県民一人

一人に行き届くよう、きめ細かな広報・啓発を

行うものです。

次に （事項）交通事故被害者救済対策費296、

万1,000円であります。これは、県庁４号館１階

の交通事故相談所において、無料相談を実施す



- 87 -

平成29年３月14日(火)

るための経費であります。

次に、一番下の（事項）安全で安心なまちづ

くり推進費588万6,000円であります。これは、

安全で安心なまちづくり県民会議の運営や、安

全教室、防犯訓練等のアドバイザーの派遣など

を行うための経費であります。

。 （ ）44ページをお開きください 一番上の 事項

協働運営事業費2,167万4,000円であります。こ

れは、宮崎駅前のキテンビルにあります特定非

営利活動、いわゆるＮＰＯ活動や協働の推進拠

点である支援センターを運営するための経費で

あります。

次に、中ほど下の（事項）ボランティア活動

促進事業費874万1,000円であります。これは、

市町村や関係機関と連携しながら、ボランティ

アやＮＰＯ活動、協働の啓発や支援に取り組む

ための経費であります。

次に 一番下の 事項 消費者支援対策費5,133、 （ ）

万3,000円であります。次のページをごらんいた

だきまして、これは、消費者の自立を支援する

とともに、消費者被害の防止と解決支援を図る

ための経費であります。このうち説明欄３の消

費者被害防止・解決支援費3,565万8,000円につ

きましては、県消費生活センターに12名の消費

生活相談員を配置するものであります。

次に （事項）消費生活センター設置費2,439、

万4,000円であります。これは、消費生活センタ

ーの運営や、センターが入居する生活情報セン

ターの管理に要する経費であります。

次に （事項）消費者行政活性化基金事業、

費5,040万2,000円であります。これは、国から

の交付金を活用し、県消費生活センターにおけ

るテレビＣＭや出前講座などの広報・啓発や、

市町村における消費者相談や啓発に対する補助

など、県及び市町村における消費者行政の充実

を図るための経費であります。

次に （事項）男女共同参画総合調整費293、

万7,000円であります。これは、審議会や各種会

議の開催、また第３次みやざき男女共同参画プ

ランの概要版の作成に要する経費であります。

次に、（事項）男女共同参画推進費4,281万7,000

円であります。46ページをお開きください。説

明欄１の啓発・活動推進事業費1,575万1,000円

につきましては 広報・啓発のためのパンフレッ、

ト作成や、企業・団体・行政で構成する、みや

ざき女性の活躍推進会議に支援を行う経費であ

ります。また、説明欄２、2,706万6,000円につ

きましては、県の男女共同参画の推進拠点であ

る男女共同参画センターの管理運営委託を行う

ための経費であります。

当初予算の説明は以上でございます。

続きまして、委員会資料の31ページをお開き

。 、ください 委員会資料31ページでございまして

議案第28号「宮崎県特定非営利活動促進法施行

条例の一部を改正する条例」について御説明い

たします。

まず、１の改正の理由につきましては、特定

非営利活動促進法、いわゆるＮＰＯ法の改正に

伴い、法の施行に関し必要な事項を定めた条例

について所要の改正を行うものであります。

次に、２の改正の内容ですが （１）の条例第、

９条関係の海外送金等に関する事前提出書類に

係る規定の削除については、認定ＮＰＯ法人等

による200万円を超える海外への送金または金銭

の持ち出しについては、金額及び使途並びに予

定日を記載した書類を、その都度、事前に所轄

庁である県へ提出することが課せられていたと

ころであります。今回の法改正において、法人

の事務負担を軽減するため、事前の提出が不要

となりまして、毎事業年度終了後に提出する書
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類に記載すればよくなったことに伴いまして、

関連する規定を削除するものです。

（２）の条例第10条関係の引用する条項の変

更については （１）で御説明した関連規定の削、

除に伴い変更を行うものであります。

３の施行期日につきましては、平成29年４月

１日としております。

続きまして、委員会資料の33ページをお開き

ください。議案第44号「みやざき男女共同参画

プランの変更について」御説明いたします。

１の策定の趣旨につきましては、現行プラン

が平成28年で終期を迎えることから、社会経済

情勢の変化に対応し、引き続き男女共同参画社

会の実現に向けた施策を推進していくため、第

３次男女共同参画プランを策定するものであり

ます。

２のプランの概要としましては、まず（１）

の計画期間は、平成29年度から33年度までの５

年間としております。

次に （２）の計画の性格と役割につきまして、

は、男女共同参画社会基本法に基づく本県の男

女共同参画計画として推進の基本的方向や具体

的施策を示すとともに、県総合計画の部門別計

画として位置づけられております。また、女性

活躍推進法に基づく推進計画を盛り込み、一体

として策定することとしております。

（３）の基本目標及び（４）の数値目標につ

きましては、後ほど御説明をいたします。

３の策定の経緯ですが、総務政策常任委員会

への報告、審議会の開催、答申などを経て、今

回、議案提出に至ったところでございます。

それでは、お手元に別冊でお配りしておりま

す第３次みやざき男女共同参画プラン（案）で

内容を御説明いたします。この冊子でございま

す。

、 。それでは 冊子の10ページをお開きください

就業者に占める女性の割合は年々増加傾向にあ

りますが、上の図表９、男女の賃金（所定内給

与額）の比較を見ますと、全国的に女性の給与

水準は男性の７割という状況が続いておりまし

て、本県においても75.7％と、男女間の賃金格

差が生じているところです。

13ページをお開きください。女性の活躍に関

する状況で、一番下の左側、６つある表の左下

でございます。図表12―５、雇用者のうち管理

的職業従事者に占める女性の割合を見ますと、

年々上昇傾向にあるものの本県は5.8％と、全国

平均を下回っており、女性の参画が十分に進ん

でいない状況にございます。

20ページをごらんください。３の男女共同参

画に関する県民意識の中で、一番下の図表23、

男女の平等感（社会全体・男女別）について見

ますと、全体として、男性のほうが非常に優遇

されているが8.6％、どちらかといえば男性のほ

うが優遇されているが51.8％で、平等であると

している割合は15.5％にとどまっている状況で

あります。

以上のような背景を踏まえまして、計画の基

本的考え方について御説明をいたします。

28ページをお開きください。２の計画が目指

す男女共同参画社会の姿については、基本理念

として、男女が互いにその人権を尊重しつつ責

任も分かち合い、性別にかかわりなく、その個

性と能力を十分に発揮することができる男女共

同参画社会の実現とし、目指す姿としては、左

側の枠、男女の人権が尊重され、尊厳を持って

個人が生きることのできる社会など、３つを掲

げております。

基本目標については、30ページをお開きくだ

さい。基本目標Ⅰのあらゆる分野における女性

平成29年３月14日(火)
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、の活躍の推進を３つの基本目標のトップに掲げ

女性活躍推進法の推進計画として位置づけてお

ります。次に、基本目標Ⅱの男女共同参画社会

の実現に向けた基盤の整備を、右側の31ページ

には、基本目標Ⅲの男女の人権が尊重される安

全・安心な暮らしの実現について、内容を記載

しているところです。

32ページをお開きください。４の計画の体系

につきましては、左側の男女共同参画社会の実

現に向けて ３つの基本目標と10の重点分野 25、 、

の施策の基本的方向及び推進体制としておりま

す。

、 。以下 計画の内容について御説明いたします

34ページをお開きください。重点分野１の社

会における政策・方針決定過程への女性の参画

拡大については、特に経済分野において、多様

な人材の能力活用等の観点から、女性が重要な

担い手であるという認識のもと、女性活躍の機

会を拡大させていく必要があります。

右の35ページをごらんください。中ほどの施

策の基本的方向（２）経済分野における女性の

活躍の一番上の黒丸の施策には、企業団体、行

政で構成する、みやざき女性の活躍推進会議の

より一層の活性化を図ることや、その下の施策

でありますが、今年度設置した体系的な人材育

成メニューであります、ひなたＭＢＡなどの研

修講座を実施いたしまして、本県産業を支える

重要な担い手である女性の活躍を人材の面でも

推進してまいります。

めくっていただきまして、36ページの下の表

をごらんください。下から３つ目の欄には、た

だいま御説明しました、みやざき女性の活躍推

進会議の会員企業数を数値目標としておりまし

て、137社から250社にすることを目標としてい

るところであります。

それでは、41ページをお開きください。重点

分野３の男性中心型の働き方の見直しと仕事と

生活の調和については、長時間労働や転勤を前

提とする男性中心の働き方は、女性が育児・介

護等と両立して活躍することや、男性の家事等

への参画などが進まない要因となっており、仕

事と生活の調和の実現の観点から、その見直し

が求められているところです。このため、下か

ら３番目の施策ですが、積極的に子育てをする

イクメンや、仕事と家庭の両立に理解のあるイ

クボスの普及を行い、働き方の見直しや多様な

働き方について理解促進を図るとともに、ペー

ジをめくっていただきまして、42ページの一番

上の施策には、長時間労働の抑制等の働き方改

革などを企業・関係団体へ継続して働きかける

ことにしております。

続いて、44ページをお開きください。重点分

野４の様々な分野における男女共同参画の推進

であります。農山漁村においては、農林漁業者

の約半分を女性が占めており、６次産業化の進

展に伴い 女性の役割の重要性はますます高まっ、

ております。

右の45ページをごらんいただきまして、中ほ

どの施策の基本的方向（11）活力ある農山漁村

の実現に向けた男女共同参画の推進の上から２

番目の施策に みやざき森林・林業女性の会 ひ、 「

なたもりこ」の取り組みに対する支援や、一番

下の施策には、若手女性農業者を中心に結成し

た「Ｈｉｎａｔａ・あぐりんぬ」の活動などを

支援していくこととしております。

続いて、57ページをお開きください。重点分

野９の困難を抱えた女性等が安心して暮らせる

環境の整備については、男女共同参画の視点に

立ち、さまざまな困難を抱えた女性等が安心し

て暮らせる環境の整備を進めることとしており

平成29年３月14日(火)
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ます。

58ページをお開きいただきまして、施策の基

本的方向（24）高齢者、障がい者、外国人等が

安心して暮らせる環境の整備の上から２番目の

、 、施策においては 性的指向や性同一性障害など

性別にとらわれないあり方を持つ、いわゆるＬ

ＧＢＴを理由とする差別や偏見を解消するため

の教育・啓発活動を推進することとしておりま

す。

続いて、60ページをごらんください。重点分

野10の防災分野における男女共同参画の推進に

つきましては、東日本大震災や熊本地震におい

、て避難所の運営におけるプライバシーの確保や

男女それぞれのニーズの違いなどについて、配

慮が必ずしも十分でなかったということもあり

まして、このような教訓等を踏まえまして、防

災に関する政策・方針決定過程及び防災の現場

における女性の参画を拡大するなど、男女共同

参画の視点を取り入れた防災体制の確立を図る

こととしており、今回新たに重点分野にしたと

ころであります。また、一番下の数値目標の欄

には、女性消防団員のいる消防団の割合などを

目標値としているところであります。

最後に、62ページをお開きください。今回の

プランの推進につきましては、県や市町村、関

係団体等との連携などにより、男女共同参画社

会の実現に向けて、しっかりと取り組んでまい

りたいと思います。

生活・協働・男女参画課からの説明は以上で

あります。よろしくお願いいたします。

文化文教課の当初予算に○神菊文化文教課長

ついて御説明いたします。恐れ入りますが、歳

出予算説明資料にお戻りいただきまして、47ペ

ージをお開きください。当課の平成29年度の当

初予算額は、左から２列目になりますが、67

億8,170万4,000円でございます。28年度当初予

算と比べますと、2,727万8,000円の減でありま

して、率にしますと0.4％の減となります。

主な事業について御説明いたします。49ペー

。 、 、（ ）ジをお開きください まず 一番下の段 事項

。県立芸術劇場費６億9,307万6,000円であります

これは、県立芸術劇場の指定管理等に要する経

費でありますが、主な内容につきましては、次

の50ページになります。

説明欄１の指定管理料４億7,021万8,000円に

ついては、指定管理者である公益財団法人宮崎

県立芸術劇場への委託料であり、その内訳とし

ては （１）の宮崎国際音楽祭開催事業9,835、

万6,000円は、平成29年度の開催経費及び平成30

年度の準備経費であり （２）の県立芸術劇場管、

理運営委託費３億1,839万9,000円は、同財団の

人件費等の管理運営に必要な経費であります。

また （３）の県民文化振興事業5,346万3,000円、

は、同財団の国際音楽祭以外のさまざまなジャ

ンルの公演、自主企画制作公演、教育普及事業

等の実施に必要な経費であります。

その下の説明欄２、県立芸術劇場大規模改修

事業費２億1,737万円につきましては、県立芸術

劇場の設備等について計画的に改修を行うもの

であり、平成29年度は屋根防水改修や舞台機構

・音響・照明設備の改修などを行うものであり

ます。

続いて 中ほどの 事項 文化活動促進費4,189、 （ ）

万円についてであります。説明欄８の改善事業

「文化力充実強化事業」1,786万2,000円につき

ましては、公益財団法人宮崎県芸術文化協会が

、実施する県民芸術祭の開催を支援するとともに

平成32年の東京オリンピック・パラリンピック

、文化プログラムの実施を図るものでありますが

県内文化団体等がその活動を高めるような創造
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性やチャレンジ性のある文化プログラムの実施

を支援するよう改善したものであります。

次に、その下の段 （事項）文化交流推進、

費1,013万円であります 説明欄１の新規事業 国。 「

民文化祭開催準備事業」でありますが、本事業

につきましては、後ほど常任委員会資料で説明

させていただきます。

次に、説明欄３の新規事業「音楽でつなぐ都

市と地方の市民交流拡大事業」186万5,000円に

ついては、平成26年11月に、川崎市との連携・

協力の取組に関する基本協定が締結されたとこ

ろでありますが、持続性のある市民・民間レベ

ルの交流を拡大するため、本県の県立芸術劇場

と川崎市のミューザ川崎シンフォニーホールが

連携して公演等を行うものであります。

次の51ページの中ごろ （事項）私学振興費59、

億745万3,000円であります。説明欄１の（１）

私立学校振興費補助金一般補助38億594万5,000

円については、私立高等学校等に対し、経常的

経費の一部を生徒数等に応じて補助することに

より、経営の安定化、生徒・保護者の負担の軽

減を図るもので、それぞれの学校種類別ごとの

内訳は記載のとおりでございます。

次の（２）教育改革推進特別経費補助の1,200

万円については、私立高等学校等において、英

語教育の強化や伝統、文化等に関する教育の推

進など、特色ある取り組みに要する経費の一部

を補助するものであります。

次に、説明欄３の私立学校振興・共済事業団

補助金4,016万3,000円については、日本私立学

校振興・共済事業団の行う長期給付事業に対す

る補助、また、説明欄４の私立学校退職金基金

事業補助金7,784万9,000円については、公益財

団法人宮崎県私学振興会が行う退職手当資金給

付事業に対する補助であります。

次に、説明欄５の私立高等学校授業料減免補

助金2,540万2,000円については、私立高等学校

が低所得者世帯等に対して行う授業料の減免措

置に対して、補助することにより、授業料負担

の軽減を図るものであります。

次に、説明欄10の私立専修学校教育充実支援

事業4,091万4,000円については、私立専修学校

高等課程の経常的経費や国家資格取得等に要す

る教育用備品等の購入に対して補助等を行うも

のであります。

次に、説明欄11の（１）のアの就学支援金高

等学校等16億4,392万3,000円につきましては、

私立高等学校等の生徒の授業料のうち、公立高

等学校授業料相当額、もしくは低所得者世帯等

に対しては、これを増額して支援することによ

り、授業料負担の軽減を図るものであります。

次のイの新規事業「就学支援金小・中学

校」3,850万円につきましては、国の制度創設に

係るものであり、児童・生徒・保護者の世帯年

収が400万円未満の私立小・中学生に対して、１

人当たり年額10万円を支援することにより、授

業料負担の軽減を図るものであります。

次のページ （２）の奨学のための給付金２、

億1,026万5,000円につきましては、低所得者世

帯等を対象に、授業料以外の教育に係る経費の

負担軽減を図るため、定額を給付するものでご

ざいます。

それでは、恐れ入りますが、お手元の常任委

員会資料26ページをお開きいただきたいと思い

ます。新規事業「国民文化祭開催準備事業」に

ついて御説明いたします。

まず、１の事業の目的・背景であります。本

事業は 昨年11月に開催内定を受けました平成32、

年度国民文化祭の本県開催に向け、その準備を

行うものであります。
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右のページの上の基本的な考え方の中ほどに

ございますが、平成32年は、オリンピック・パ

ラリンピック東京大会が開催、また記紀編さ

ん1300年記念事業の集大成の年に当たることか

ら、開催を通じて、県民の芸術文化に親しむ機

会の拡大、主体的な文化活動の活発化、神話や

神楽を初めとする本県のさまざまな文化や地域

資源を積極的に国内外に発信してまいりたいと

考えております。

その下の図に開催までのスケジュール案を記

載しております。来年度は基本構想を策定しま

して、その後の30年度及び31年度には、これを

具体化した実施計画大綱、事業別実施計画の策

定を行うとともに、これらと並行して、開会式

・オープニングフェスティバル及び閉会式の検

討、広報活動等を行うとともに、プレイベント

等をあわせて実施してまいりたいと考えており

ます。

恐れ入りますが、左に戻りまして、２の事業

の概要であります。予算額は701万6,000円、全

額一般財源でございます。開催前年に当たる平

成31年度までを事業期間としております。

29年度の事業内容としては、実行委員会の設

、 、 、置 基本構想の策定 ロゴマークの公募・決定

実施計画の検討などを行うことにしており、こ

れにより、開催に向けた具体的な事業検討を行

、うための体制を組織することができるとともに

国民文化祭の認知度を高め、開催機運の醸成を

図ることができると考えております。

それでは、続きまして、同じ資料の34ページ

をお開きください。議案第45号「みやざき文化

振興ビジョンの変更について」御説明いたしま

す。

まず、１の改定の趣旨でありますが、本県の

文化振興につきましては、平成23年３月に策定

した現行ビジョンにより取り組んできたところ

であります。その後、記紀編さん1300年記念事

業の実施や平成32年のオリンピック・パラリン

、ピック東京大会の文化プログラムに向けた動き

さらには国民文化祭の開催地内定など、本県の

文化振興を取り巻く諸情勢が大きく変化してい

ることから、本ビジョンを改定するものであり

ます。

、 、次に ２の改定ビジョンの概要でありますが

、計画期間は平成29年度からの５年間としており

今後の県の文化振興に関する基本的な方向性を

定めるとともに、それらの実現に向けて県が行

う具体的な施策を明らかにした文化に関する県

政運営並びに県民全体で共有する指針となるも

のでございます。

（３）基本目標及び（４）数値目標につきま

しては、後ほど、別冊により御説明させていた

だきます。

、 、３の改定の経緯でありますが 県民意識調査

文化を考える懇談会の開催等を経て改定するも

のであり、昨年12月に本委員会で素案を報告さ

せていただいたところでございます。

それでは、別冊により、みやざき文化振興ビ

ジョン（案）の内容を御説明いたします。

別冊の10ページをお開きください 現行ビジョ。

ンでは、上段の４つの基本的な方向性を定め、

施策を推進してきたところであります。これら

の施策による主な課題でありますが、まず、そ

の下の県民が文化に親しむ機会の充実につきま

しては、11ページになりますけれども、今後も

地域間格差の解消や理解の促進、学校における

文化芸術に親しむ機会の不足、次に12ページを

お開きいただきまして、県民の文化活動を支え

る環境の整備については、13ページになります

が、文化団体においては会員の減少、高齢化、
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資金不足、文化施設においては運営を担う専門

的人材の不足や事業予算の減少、行政機関や学

校、地域においては文化活動を支える人材が不

足しているというところでございます。

14ページをお開きください。次に、文化財の

保護・継承と活用では、少子高齢化による民俗

芸能の伝承や後継者確保の課題、15ページにな

りますが、特色ある文化資源の活用では、地域

づくりの核となる人材等の育成やネットワーク

づくりが必要であり、記紀編さん1300年記念事

業においては、県外におけるブランドイメージ

の向上やターゲットを絞った戦略的な情報発信

を行う必要があるとしておるところでございま

す。

恐れ入ります、16ページをお開きください。

現在の本県文化を取り巻く社会情勢や現状、現

行ビジョンにおける課題等を踏まえまして、文

、化で築くみやざきの新しい豊かさの実現のもと

記載のとおり３つの基本目標を定めるととも

、 、に 17ページのほうに四角で囲んでおりますが

その実現に向け、県民誰もが文化に親しむ機会

の充実など、５つの方向性を定めております。

18ページをお開きください。ただいま御説明

いたしました施策の体系をまとめたものであり

ます。基本目標、基本的な方向性のもと、14の

施策の展開を定めております。説明につきまし

ては、重点となる施策の１、４、10、12、13に

ついて順次説明させていただきます。

まず、右のページ、19ページの施策１でござ

います。鑑賞学習機会の充実であります。県民

がさまざまな形で文化芸術を鑑賞する機会を提

供するとともに、中でも子供たちの豊かな感性

や創造力を育むため、学校教育とも連携し、芸

術文化に親しむ機会のさらなる充実を図るとし

ているところでございます。

恐れ入ります、23ページをお開きください。

施策４、文化活動を担い・支える人材の育成で

は、新進芸術家の育成や、芸術教育に携わる教

員の指導力向上、文化芸術を核として地域を活

性化できる総合マネジメント能力を備えた人材

の育成、県立文化施設においては、各施設の特

性を踏まえた専門職員の育成・確保に努めると

しております。

35ページをお開きください。施策の10、文化

資源の掘り起こし・情報発信では、本県の歴史

や長年受け継がれてきた固有の文化は、貴重な

地域資源であり、県民にとっては誇りや郷土へ

の愛着の源となるものでありますので、これら

を積極的に掘り起こすとともに、新たな価値を

創出し、県内外に発信していくこととしており

ます。

39ページをお開きください。施策の12、文化

発信力の強化では、平成32年は日本書紀編さ

ん1300年、オリンピック・パラリンピック東京

大会や文化プログラムの展開など、文化への注

目が集まる絶好の機会に本県で国民文化祭が開

催されることから、県民の文化芸術活動や魅力

ある文化資源を広く発信するとともに、今後の

個性を生かした魅力ある地域づくりにつなげ、

本県文化活動の持続的な発展を図ることとして

おります。

41ページをお開きください。施策13、県民総

参加による取り組みと連携体制の構築では、全

国的文化イベントを一過性のものに終わらせる

ことのないよう、多くの県民や、特に若い世代

の参加を促すことで、将来の地域の文化活動を

担う人材を育成するとともに、関係機関による

ネットワークを構築し、連携して取り組むこと

にしております。

続きまして、恐れ入ります、43ページをお開
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きください。施策の推進に際して、県は、文化

の振興の将来の姿を明らかにし、目指すべき方

向性を示しながら、実現に向け、文化団体等と

連携し、計画的に実施するとともに、産業振興

や地域振興など、関連する政策分野との連携を

図ることにしております。特に、国民文化祭の

開催に向けては、市町村等と連携を密にし、具

体的な事業の実施に取り組むとしております。

また、44ページになりますが、県民には一人

一人が地域文化の担い手であることを認識し、

積極的に文化に触れたり活動したりすることを

通じて、県民それぞれが持つ力を発揮しながら

本県の文化の振興をしていく役割が期待される

としております。

最後に、46ページをお開きください。33年度

までの成果目標・指標を掲げております。主な

ものについて御説明いたします。

まず、成果目標、県民だれもが文化に親しむ

機会の充実では、１年間に文化施設で文化・芸

術を鑑賞する機会のあった人の割合を、今年

。度52.2％を65％へ上昇するなどとしております

その下の成果目標、文化活動を支え育む環境の

整備では、文化施設等の職員を対象とした講座

・研修の参加者数を700人とするとしておりま

す。また、その下の成果目標、全国的文化イベ

ントの開催を契機とした文化力の向上では、国

民文化祭等の参加者100万人、文化プログラムの

実施350件としているところであります。

説明は以上であります。

人権同和対策課の当○工藤人権同和対策課長

初予算について御説明いたします。お手元の平

成29年度歳出予算説明資料の53ページをお開き

ください。人権同和対策課の平成29年度の一般

会計当初予算額は、総額で１億3,798万1,000円

でありまして、平成28年度当初予算と比較し

て164万6,000円、率にしまして約1.2％の減と

なっております。

それでは、当初予算の主な内容について御説

明いたします。55ページをお開きください。３

番目の（事項）人権同和問題啓発活動費2,819

万9,000円であります。これは、県民のさまざま

な人権問題に対する正しい理解と認識を深める

ための啓発活動に要する経費であります。

説明欄１の一人ひとりが尊重されるみやざき

づくり人権啓発推進事業につきましては、人権

、啓発強調月間や人権週間における集中的な啓発

人権に関する作品の募集、テレビＣＭの放送、

新聞広告の掲載など、さまざまな手法による啓

発活動に取り組むこととしております。

２の新規事業「みんなでつくる「一人ひとり

が尊重し合うみやざき」人権啓発事業」につき

ましては、後ほど、別冊の常任委員会資料で御

説明いたします。

次に、一番下の（事項）宮崎県人権教育・啓

発推進方針推進事業費1,938万8,000円でござい

ます。これは、本県の人権教育・啓発の基本方

針であります宮崎県人権教育・啓発推進方針に

基づく施策の推進に要する経費であります。

説明欄１の宮崎県人権啓発センター事業につ

きましては、人権同和対策課内に設置しており

ます宮崎県人権啓発センターを拠点として、視

聴覚教材・図書の整備・貸し出し、研修手法に

関する調査研究、人権相談、ホームページによ

る情報提供、各企業や団体が人権啓発に主体的

に取り組むためのリーダーの養成研修、人権啓

発情報誌「じんけんの風」の発行等の事業を実

施するものであります。

ページをおめくりいただきまして、56ページ

でございますが、３の地域人権啓発活動活性化

事業につきましては、市町村が実施する講演会
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等の啓発活動や地域の小中学校で実施される人

権の花運動に関する経費を助成するものであり

ます。

続きまして、新規事業、みんなでつくる「一

人ひとりが尊重し合うみやざき」人権啓発事業

について御説明いたします。お手元の常任委員

会資料の28ページをお開きください。

本事業は、１の事業の目的・背景にあります

とおり、大学やＮＰＯ、企業などと連携して、

それぞれの特性を生かした多彩な啓発活動を展

開するとともに、各団体の積極的な活動を促し

て、県内の人権啓発活動を活性化することで県

民の人権意識の高揚を図ることを目的としてお

ります。

２の事業概要であります 予算額は515万7,000。

円、財源は国庫委託金と一般財源で、平成31年

度までを事業期間としております。事業の内容

といたしましては、大学との連携による公開講

座等の実施、民間団体等と連携した人権啓発事

業の実施、保育園や幼稚園や地域で実施する行

事等への人権啓発キャラクター「ジンケンジャ

ー」の派遣、障がい者や高齢者等の雇用、ワー

クライフバランスへの配慮などに積極的に取り

組まれています県内企業を紹介する人権啓発ラ

ジオ番組の放送、といった事業に取り組むこと

としております。

、 、３の事業効果ですが 大学と連携することで

その専門性を活用するとともに、若者を啓発対

象の階層に加えて啓発の幅を広げ、また、民間

団体等と連携することで、県民に人権について

考える多様な機会を提供することができるもの

と考えております。さらに、県内企業の人権に

関するすぐれた取り組みを紹介することで、企

業の人権意識の高まりも期待できるものと考え

ております。

人権同和対策課の説明は以上であります。

情報政策課の当初予算につ○蕪情報政策課長

いて説明いたします。歳出予算説明資料の57ペ

ージをお開きください。情報政策課の平成29年

度一般会計当初予算額は13億4,790万5,000円を

お願いしております。これは、平成28年度当初

予算と比較しまして415万8,000円、率にして

約0.3％の増となっています。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。59ページをお開きください。中ほどの若干

下のほうにあります上から３番目の（事項）行

政情報処理基盤整備費9,762万9,000円ですが、

これは、当課で一括導入している各所属の職員

用パソコンの賃借料で、当課負担分の経費であ

ります。

次に、一番下の（事項）行政情報システム整

備運営費の３億4,912万1,000円ですが、これは

次ページにかけて説明欄に列挙してあります県

庁ＬＡＮ、全国の自治体間を結ぶ総合行政ネッ

トワーク等の維持管理等に係る経費であり、

ちょっとページをめくっていただきまして、60

ページの一番上から３行目の新規事業 共有ファ「

イルデータ災害時復旧対策事業」の902万5,000

円は、職員が共有して使用している県庁舎内に

あるファイルサーバを、地震などの災害時には

情報共有手段として機能させることが極めて大

事なため、被災等で破損したときも業務が継続

できるよう、宮崎市以外の総合庁舎内にも予備

サーバを新たに設置するものであります。この

事業は、さきの熊本地震の教訓で対策を強化す

るもので、宮崎県大規模災害対策基金を財源と

しております。

続きまして （事項）電子県庁プロジェクト事、

業費の５億3,856万9,000円についてですが、説

明欄１の宮崎県市町村ＩＴ推進連絡協議会運営
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事業の１億5,162万3,000円は、電子行政を進め

るための県と市町村の連携組織である協議会に

対する負担金で 職員の研修や宮崎情報ハイウェ、

イ21の共同運営に係る経費であります。

次に、３のサーバ管理委託事業7,259万6,000

円は、情報システムの安定稼働や安全性を高め

るため、県のサーバを外部の堅牢なデータセン

ターに置いており、その管理に係る経費であり

ます。

５の行政情報システム全体最適化推進事業の

２億3,303万4,000円は、庁内の各システムにつ

いて、サーバや情報システムの集約・統合を進

め、県庁全体で経費の削減や事務の効率化等を

図っていくもので、その統合基盤の管理等に係

る経費であります。

11の新規事業「データを活用した地域活性化

推進事業」の559万8,000円は、国提供の地域経

済分析システム、いわゆるＲＥＳＡＳを活用し

た人材育成や、ビッグデータやオープンデータ

を手軽に見える化するツールの構築などを通し

て、県を挙げてデータ利活用を推進して、庁内

業務の効率化はもちろん、県民サービスの向上

なども目指して取り組むものであります。

次に、２番目の（事項）地域情報化対策費の

２億3,147万6,000円ですが、説明欄の２番目、

電気通信格差是正対策費 （１）携帯電話等エリ、

ア整備事業２億416万9,000円です。これは県内

の情報通信格差是正のため、携帯電話等の施設

を整備する市町村に、その費用の一部を助成す

、 。るもので 詳細は委員会資料で説明いたします

別冊の常任委員会資料の29ページをお開きく

ださい。１の事業の目的・背景のところにござ

いますように、これまで国県補助で携帯電話の

不感エリア解消に尽力してまいりましたが、民

間では採算ベースに乗らずに、自治体みずから

整備せざるを得ない状況が中山間地域では多ご

ざいまして、こういった地域では依然として不

感エリアが点在して多く残されており、地形的

にも事業費が高くなるため、従来の支援メニュ

ーのままでは解消までに10年以上かかる状況に

ございました。また、この間、国や通信事業者

の方針変更も懸念されることから、今回、地元

自治体と話し合いを重ねて、県の支援方法を見

直すことといたしました。みずから整備に取り

組む自治体の不感エリア解消に前倒しで取り組

むことといたしました。

具体的には、２の（３）の事業内容にありま

すように、みずから基地局等を整備する市町村

に対し、国の補助は従来どおりでありますが、

県分は補助を後年度負担への交付金に切りかえ

るもので、整備自治体の負担分に対し、地財措

置を最大限活用しながら、補助のときには申請

時の概算で予算化するために、交付決定時に減

額されていたものを、整備完了時に自治体の実

質負担分は変えずに同水準で精算して助成する

こととして、整備可能な箇所を前倒しで確保し

ようというものでございます。これにより、整

備を加速化し、みずから整備を希望している市

町村分については、おおむね４カ年で整備が完

了できるものと考えています。来年度は串間市

、上大矢取地区ほか３カ所を予定しておりまして

予算額及び財源は（１）及び（２）のとおりで

あります。

なお、現時点で自治体みずから整備を希望し

ている箇所は、20地区ほどございます。今回の

見直しで重点化して、３に掲げておりますよう

に計画的に事業を進める予定としております。

当初予算の説明は以上であります。

引き続き、特別議案について御説明いたしま

す。同じく常任委員会資料の32ページをお開き
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ください。議案第29号「宮崎県行政手続におけ

る特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個

人情報の提供に関する条例の一部を改正する条

例」であります。

１の改正の理由ですが、いわゆる番号法の第

９条第２項の規定に基づき、県において独自に

個人番号の利用等ができる事務、これを独自利

用事務と言いますが、当該条例により、下のほ

うの〔参考〕の表にございますように、７つの

事務を限定列挙しているところであります。今

回の改正は、庁内や他の機関との情報連携で申

請手続の添付書類が省略され、県民の利便性向

上や事務手続の効率化が図られることが期待さ

れますので、この独自利用事務の追加等を行う

ものであります。

２の改正の内容ですが （１）の独自利用事務、

というのは、国の機関である個人情報保護委員

会が、番号法の規定に基づき、規則で要件を定

め、その要件を満たす事務の事例を公表してお

ります。この事例に先般、肝炎治療費の助成に

関する事務が追加されたことから、所管課であ

る健康増進課において検討され、今回追加する

ということであります。なお、この改正部分に

ついては、関係する常任委員会に分割付託され

ておりまして、健康増進課から厚生常任委員会

へ説明されますので、事務内容等の説明は省略

させていただきます。

（２）の番号法の一部改正に伴う改正は、番

号法の一部改正に伴い、条例で引用している条

文にずれが生じましたことから、これに対応す

るための改正であります。

最後に、３の施行期日ですが、今回の改正内

容は、番号法の施行期日に合わせ、平成29年５

月30日としております。

情報政策課からの説明は以上であります。

各課長の説明が終了しました。○二見委員長

議案について質疑はございませんか。

29ページの携帯電話等エリア整備○満行委員

事業についてお尋ねします。今まで事業者がな

かなか採算性に合わないということで、希望し

、ても設置が難しい状況にあったんですけれども

その実施主体を市町村にするということですよ

。 、ね その費用負担というのは事業者じゃなくて

国県の補助を使って市町村がみずから中継局を

つくるということでよろしいんでしょうか。

この携帯電話等エリア整備○蕪情報政策課長

事業というのは、市町村の自治体側がみずから

民間事業者にかわって整備をしておりまして、

。それに対する補助を従来から行っておりました

平成６年ぐらいからずっとやっていたんですけ

れど、その補助の仕方というか、助成の仕方を

今回見直して、少しでも早くやろうというふう

に切りかえたものであります。民間事業者が、

採算がとれるところについてはこれまでもずっ

と整備されているんですが、そういう整備が進

まないところについては、国のほうからも補助

をもらって、県も継ぎ足し補助をしながら、市

町村の整備部分について補助をしていたという

ことでございます。

これは希望している市町村という○満行委員

ことなんですけれど、この20地区以外にもたく

さんまだ不感エリアというのはあると思うんで

すけれども、それ以外の対応、対策はどうされ

るんでしょうか。

この補助スキームについて○蕪情報政策課長

は、整備する自治体に対してということですの

で、今のところ、ここについては希望しており

ますのがこの20地区ということになるわけなん

ですが、県が昨年度、全市町村について調査を
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させていただいたところ、おおむね40地区ぐら

い、まだございます。ただ、そういったところ

、 、については 都市部に近い部分もございまして

どちらかというと、民間事業者に頑張っていた

だきたいなという部分もありますし、市町村に

とっては、山間部の市町村について残っている

ところについては、他の代替措置がある程度整

備されていることと、高齢者のために、携帯電

話の整備を余り地元のほうが希望されてないと

いったような事情から、今浮かび上がっている

のがこの20地区ということでございます。

自治体で設置をするということで○満行委員

すけれど、これはキャリアは全てカバーという

か、３キャリアなら全てそれはちゃんと対応し

てもらえるわけなんでしょうか。

、○蕪情報政策課長 ここにも書いておりますが

ここ数年なんですけれど、キャリア側について

も一定の、進んで整備をしたいということで、

補助を出していただければとか、こういった形

で支援していただければ乗っかりたいよという

ようなところが最近見えてまいりました。それ

より昔の、ちょっと10年ぐらい前あたりについ

ては、キャリアはもう採算がとれないから、ど

ちらかというと、放置されている状態で、お願

いしていたところではあるんですが、この数年

ちょっと進んできておるもんですから、この機

を逃さないで一気に希望するところについては

解決したいなという事情で、今回見直したもの

でございます。

ということは、キャリアはずっと○満行委員

自治体が整備するのを待っていたというふうに

考えてもいいわけですかね。自分ところでする

と金がかかるから、採算性が合わないので、自

治体がしてくれたら、そしたら回線はちゃんと

つけてあげるよみたいな話でしょうか。

そういった一面がなくはな○蕪情報政策課長

いのかもしれないんですが、基本的には携帯の

サービス自体というのがユニバーサルサービス

という形で位置づけられてないもんですから、

結局、キャリア側については、ある程度の採算

性とか そういったところを考えざるを得なかっ、

たというところがございました。そういったと

ころもありましたが、現時点では技術も進みま

したし、いろんな形で金額面も下げながら整備

が可能になってきたということもあって、それ

とオリンピックとか、そういったところに合わ

せて国を挙げて整備をしていきたいという機運

も盛り上がってきているので、この機会にとい

うことで事業者の協力も得られているという状

況にございます。

わかりました。○満行委員

ほかにありませんか。よろしい○二見委員長

ですか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

では、以上で第３班の審査を終○二見委員長

了します。

次に、その他報告事項に関する説明を求めま

す。

お手元の常任委○壹岐交通・地域安全対策監

員会資料の35ページをお開きください。防犯カ

メラの設置及び運用に関するガイドラインの策

定について御説明申し上げます。

まず、１の策定の目的でございます。現在、

県内では防犯対策の一環として、金融機関、商

業施設等に防犯カメラが自主的に設置され、犯

罪の防止に効果を上げており、宮崎県犯罪のな

い安全で安心なまちづくり条例に基づく指針で

も防犯カメラの設置を促しているところでござ

います。一方、防犯カメラは、知らないうちに

人々を撮影、記録するものであるため、プライ
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バシー保護と適正な管理運用が求められており

ます。このため、防犯カメラの有用性とプライ

バシー保護との調和を図り、設置者が防犯カメ

ラを適切かつ効果的に活用できるようガイドラ

インを策定したものでございます。

、 。次に ２のガイドラインの概要でございます

策定に当たり県民の防犯カメラに対する意識調

査の結果、防犯カメラで撮影された個人情報を

含む画像の取り扱いに不安を感じている人が一

部いることや、インターネットの普及に伴い、

インターネットに接続した防犯カメラが増加し

ていること、東京オリンピック・パラリンピッ

クなどで外国人観光客の増加も見込まれるなど

の現状を踏まえまして、防犯カメラの設置及び

運用に当たって配慮すべき事項について明記し

ております。

ガイドラインの骨子としましては、中段に記

載したとおりでございますが、主な内容を御説

明いたします。お手元の35ページ裏面に添付さ

れております資料、防犯カメラの設置及び運用

に関するガイドラインの１ページをごらんくだ

さい。第１は、ガイドライン策定の目的及び対

象の項目です。

次に、２ページをおめくりいただきまして、

２、ガイドラインの対象となる防犯カメラは、

（１）ア、主として犯罪の防止を目的に設置さ

れ （２）のアにありますように、不特定多数の、

者が利用する施設や場所で、主に公共空間を撮

影するもの （３）撮影した画像の録画機能を有。

。 、 、するものとしております 設置例では 通学路

、 、 、 、 、公園 広場 商店街 繁華街 空港ターミナル

鉄道、大型商業施設など、日常、人々が行き交

うような場所に設置される防犯カメラを対象と

しております。

３ページをごらんください。第２では、プラ

イバシーの保護の観点から、防犯カメラの設置

及び運用に当たって配慮すべき事項をまとめて

おります。１として、防犯カメラの設定と利用

について、犯罪の防止の目的を逸脱した利用を

行わないこと。２として、防犯カメラの設置場

、 、所や撮影範囲については 防犯効果が発揮され

かつプライバシーを殊更に侵害するような画像

。 、が撮影されない方法で設定すること ３として

防犯カメラを設置するときは、犯罪抑止効果を

、 。高めるため 設置している旨の表示をすること

その際、外国語表記も行うこと。

、 、 、引き続き ４ページに移りまして ４として

防犯カメラを適正に管理運用するため、管理責

任者を指定すること、また、管理責任者がみず

から防犯カメラの操作をすることができない場

合は、操作取扱者を指名して、機器の操作を行

わせることを明記しております。さらに、５と

して、設置者等の責務として （１）撮影された、

画像の適正な保存及び管理、インターネット利

用カメラについてはパスワード設定等の措置、

５ページの（２）撮影された画像の利用及び提

供の制限、６ページに移りまして （４）苦情や、

問い合わせに対する適切な対応 （６）個人情報、

保護法の遵守や （７）秘密の保持に努めること、

などを定めております。詳細については、後ほ

ど、ごらんください。

。常任委員会資料の35ページにお戻りください

次に、３の策定の経緯でございます。昨年９月

に総務政策常任委員会で策定についての御報告

をさせていただきました。その後、10月にガイ

ドラインの素案を作成いたしまして、11月に素

案について学識経験者等に対する意見照会、こ

とし１月に宮崎県犯罪のない安全で安心なまち

づくり県民会議の部会で協議を行いまして、本

ガイドラインを策定しております。今後、県民
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会議構成団体などを通じて本ガイドラインにつ

いて県民に広く周知を行い、防犯カメラの適正

な設置と運用を推進し、犯罪のない安全で安心

な宮崎づくりに努めてまいりたいと考えており

ます。

説明は以上でございます。

執行部の説明が終了しました。○二見委員長

その他報告事項について質疑はございません

か。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上でその他報告事○二見委員長

項について終了いたします。

各課ごとの説明及び質疑が全て終了しました

ので、これから総括質疑を行います。総合政策

部全般についての質疑はございませんか。

総合政策部の中でも県民生活に資○日高委員

する部分については、役割というのが非常に大

きいというふうに思います。県民との協働の推

進とか、もう本当に基本中の基本だと思ってい

ますので、松岡次長は、このことについて、こ

れまでどういう思いで取り組んできたのか、そ

の辺をお伺いしたいと思います。

思わ○松岡総合政策部次長（県民生活担当）

ぬ振りでありがとうございます。この１年間、

発言の機会がなかったんですけれど、最後の最

後に御指名をいただいて、感謝というか、あり

がたく思っております。

私は、この次長を担当する前、ちょうど西臼

杵支庁に２年間勤務することができました。そ

こで、もう本当に地域にどっぷり入らせていた

だいて、いろいろ活動もさせていただいたんで

すが、そのときに地元県議がですね、見て本当

にびっくりしたんですけれど、県議さんという

のはここまでいろいろ、もう隅から隅まで地域

に入られて、朝から晩まで、行事も含めて活動

されて、いろんな県民の声をすくい上げて県議

会、常任委員会等に臨んでいらっしゃるんだな

ということを強く認識したところであります。

それで、こちらに戻りまして、常任委員会でこ

、うやっていろんな議論を聞かせていただく中で

本当に今、日高委員が言われたように、協働の

推進、行政も県民も一緒になって進めていくと

いうことを本当に強く実感して、やっていかな

くちゃいけないと思ったところであります。

そういったところで、今のお答えには直接的

にはならないんですけれど、間もなく私は退職

してしまうんですけれども、残った現役の職員

の皆さんには、ぜひ今委員が言われた県民との

協働ということを念頭に置いて、しかも、委員

の声というのは、地元、いろんな人たちの、県

。 、民の声を踏まえての御意見です ということで

そういった観点で強く委員の思いも受けても

らって、県政の施策をより効果的ないいものに

していくように取り組んでいただければいいか

と思います。ということで、お答えにはならな

いんですけれども、一応、職員の皆さんには本

当にそういうつもりで取り組んでいただけたら

と思っております。

退職されてからも、私ども議員に○日高委員

対しましても、またアドバイスないしいろんな

御提言をいただければと思いますので、これま

で本当にお疲れさまでした。ありがとうござい

ました。

先ほどの星原委員○奥中山間・地域政策課長

の質問にお答えいたします。平成27年に移住さ

れた202世帯のうちのＵターン者の数ということ

で、50世帯ということでございます。ただ、28

年度については、まだ集計中ということで、現

在のところ把握できておりません。よろしくお

願いします。
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国民文化祭のことでお尋ねします○中野委員

が、これは説明にもありましたが、もともと、

古事記、そして日本書紀の編さん1300年事業の

集大成として、これの申し込みをされて、そし

て30年に開催するわけですよね。るる説明があ

りましたが、もともとの発端であった古事記と

か日本書紀、いわゆる日向神話ですよね、それ

にまつわるようなことが少し薄いなという気が

したんですけれども。せっかく宮崎で、日向神

話の宮崎でするわけですから、準備が今からこ

の３年間であるわけですけれども その辺をもっ、

と織り込んだ、もっと入れたものをぜひ盛り立

ててというか、そういうことでやってほしいな

と、こう思うんですよね。

ただいま議員がおっしゃ○神菊文化文教課長

いましたとおり、記紀1300年の集大成の年に国

民文化祭を開催するということに大きな意味が

あるということは、私も同感でございます。来

年度に実行委員会をつくりまして、基本構想で

あるとか全体の予算も含めて、いろいろ検討し

ていくわけでございますが、できる限り、記紀

編さん事業を通じて磨いてきた本県の宝という

ものを生かしていきたいと思っております。

その意味で、本日の資料のほうにございまし

たけれども、来年４月から記紀編さんの準備室

のほうが私ども文化文教課のほうにまいりまし

て、国民文化祭担当がまた新設されますので、

その２つが一体となって事業を推進するという

ことで、議員の御期待にもお応えしてまいりた

いというふうに考えております。

それでは、その他、何かありま○二見委員長

せんか。

、 、○日高委員 今回 総合政策全般に関する形で

、 、私も初めて委員会に入って 私は県北ですから

医療とか経済、また人手不足、福祉とかで県北

の衰退というのが目立つなと思います。特にこ

れは延岡の活力がやはり失われている関係で、

この県北が衰退の状況にあるというふうに、私

は日向に住んでいて、よくそれが見えるなとい

うことで、客観的な目で見ております。特に、

きょうもちょっとありましたが、高校生の卒業

後の就職率が本当に延岡・日向は低い。本当は

ダム機能を果たさなくてはならないところなん

。 。ですよね それが果たせてない状況であります

県職員の皆さんが仮に逆の立場に立って考え

た場合、県に対してどのような提言をして、県

のあるべき姿を描いていくのか、総合政策部長

にお伺いいたします。

、○永山総合政策部長 宮崎県全体が活性化をし

エネルギーを持つためには、宮崎市という核が

あるのと、加えてやはり県北に一つ、延岡・日

向という地域があり、そして都城という地域が

ある、これが宮崎の大きな特徴だろうというふ

うに思っています。ですから、宮崎市がしっか

り伸びるとともに、それぞれの地域、県北、県

西、それぞれがしっかり、ダム機能と言われま

したけれども、その個性を生かして伸びていく

ということが宮崎県全体のためになるというふ

うに思っています。

そういう目で見た場合に、県北地域が持って

いるポテンシャルをまだ十分に生かし切ってい

ないということについては、私もそういうもの

は感じているところがございます。あれだけの

企業群があって活力があるわけですから、それ

をどう生かしていくかというのは大変重要な観

点だと思っております。

立場を変えて県に対してどのような要望をす

るのかということについては、そういう立場に

なっておりませんので、余り考えたことはあり

ませんけれども、やはり県北地域でいえば、市
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民力が極めて高いということ、自主的な活動が

相当程度行われている、それは産業面でも、文

化面でも、あるいはスポーツ面でもと、その辺

、が特徴ではないかなというふうに思いますから

そういう自主的、自立的な活動に対して少しで

、 、も県が関心を持ち 多少なりともサポートする

そのことによって、より一層活動が活発になる

んだということは、しっかり伝えるべきではな

いかなというふうに思っております。

筆頭部長である永山部長なんです○日高委員

が、今後、県庁はもっとこうあるべきじゃない

か、もしそういうものが、提言というか、あり

ましたらお伺いしたい。そのことについては、

私も重く受けとめて、今後の議員活動に生かし

ていきたいというふうに思いますので、よろし

くお願いします。

私、36年間県庁で仕事を○永山総合政策部長

させていただきました。その中で、この企画、

総合政策部門というのを長くやらせていただい

たところです。私自身、宮崎県というのは、こ

の温暖な気候であったり豊かな時間の流れとい

う大きなポテンシャルは持っていると思うんで

すけれども、こと経済面について各県との競争

あるいは海外との競争となると、やはり基盤の

弱さ等があって、どうしても競争力としては弱

いと これは認めざるを得ないというふうに思っ、

てまいりました。そういう意味では、宮崎県に

おいて、立ちどまっている、とまっているとい

うのはおくれをとることだというふうに私自身

は肝に銘じて仕事をしてきたところでございま

す。常に前に向かって歩いていく、これが特に

産業政策等においては必要なことであると考え

てやってまいりました。

その際に基本に置いていたのは、さまざまな

課題に対応し対処方法を考えていくわけですけ

、 、れども 単に対症療法に終わることではなくて

やはり県庁職員というのはできるだけ広くある

いは遠くから物を見ることが必要であるという

ふうに思ってまいりました。つまり長期的な視

点で、広域的な視点で、あるいは場合によって

は構造的な改善、そういうことも頭に置きなが

らやっていくんだというふうなことを、自分自

身としてはミッションとしてやってきたつもり

でございます。これについては、総合計画の策

定であるとか、今の地方創生の取り組みあるい

は企業成長・人財育成のプラットフォーム等に

ついては、一定程度、自分の意向として、考え

方としては反映できたんではないかなと思って

おります。

総合政策だけをとっても、人口減少対策であ

るとか、きょうも委員会で出ましたけれども、

集落対策を含めた中山間地域対策であるとか、

あるいは産業政策課になりますので、より一層

産業振興を進める立場になるということで、部

だけを見ても非常に大きな課題に取り組むこと

になっていきますけれども、ぜひ総合政策部の

職員というのは、長期的あるいは広域的な視点

を持ちながら、なおかつ十分に個性を持って、

全庁を引っ張っていく、あるいはまとめていく

という気概を持って仕事をしてほしいなという

ふうに思っているところでございます。

御提言ありがとうございます。そ○日高委員

ういった意味で、聞かれていた県庁の職員、総

合政策部の皆さんも、また次に生かせる部分と

いうヒントがかなりあったんじゃないかなと思

います。個人的に頑張ってください。

ことしの重点施策に３点あげてい○星原委員

、 、る中に 人口減少対策と中山間地域対策の強化

、あるいは世界ブランドのみやざきづくりの推進

そして成長産業の育成加速化と新たな産業づく

平成29年３月14日(火)



- 103 -

りということで、この３点あげてこられている

んですが。その中の第１番目に人口減少対策と

中山間地域対策、さっきいろんな説明をいただ

いているんですけれど、29年度のこの政策の中

で、それが29年度どういう形で動いていくかに

もよると思うんですけれど、私はやはり、宮崎

県全体がバランスのとれた地域にと考えたとき

には、先ほどから出ていますように、県北、県

央、県南、その地域がバランスよく、若い人た

ちの雇用の場もあるし、あるいは女性のそうい

う活躍の場もあるとか、いろんなことがあると

思うんですけれど、もう少し掘り下げて、それ

ぞれ地域ブロックごとにどういうふうにして

いったらいいのかという、もう少し細かい視点

で取り組むべきじゃないかなというようなこと

を思っているんです。その辺についての基本的

な考えというんですか、取り組みというのはあ

るんですかね。

今年度、私、各市町村ブ○松浦総合政策課長

ロックごとに２回、企画担当の課長さんなり、

そういった方々と意見交換をして、最初のとき

には夜まで含めて腹を割って話をしてきたとこ

ろでございます。そういう中で感じましたこと

は、各市町村によって、それぞれこれからの将

来人口の推計でありますとか、社会のあり方と

いったところが、かなり具体的なイメージとし

て課題も含めて見えているなというところ、そ

れから、なかなかそういったところまでは行っ

てないなと、推計人口なんかについても委託で

やっているもんですから、実際に自分たちで手

がけてないというふうなことがあったりもする

もんですから、そういったところの度合いとい

うのがそれぞれだなというふうに感じていると

ころでございます。

どちらかというと、なかなか見えてないとい

うところが多いのかなというふうに思っており

ますし、それから、ブロックごとの市町村同士

の話し合いというのもそんなに十分にできてい

るわけではないのではないかというふうに少し

感じたところがございます。そういう意味で、

もう少し踏み込んだ形で議論をし合っていく必

要があるんではないかなというふうなことを

思っております。これは予算にはまだ載ってい

るわけではないんですけれど、実際の行動とし

て、そういったところを市町村としっかり話し

合えるような形をつくってまいりたいというふ

うに思っております。

その中で、それぞれの市町村ごとに必要な施

策が何なのかということを、課題をしっかり定

めていく。まず、そこを定めた上で実行に移せ

るような形まで持っていく。そのために、県と

そこの単体の市町村あるいはそのブロックでと

いうふうな取り組みが何ができるんだろうかと

いうのを一緒に考えるような形をぜひつくって

いきたいというふうに思っておりまして、その

取り組みを、来年度からといいますか、この議

会が終わりましたら市町村に１回御説明をした

、 、上で 強制的にというわけにはいきませんので

希望して手を挙げていただける市町村とはまず

始めたい、それの成果を出していくことによっ

て、ほかの市町村にもしっかり取り組んでいた

だけるような形をつくっていきたいというふう

に思っております。

今ごろそんなことをするのかというふうなこ

とがあるかもわかりませんけれども、そういっ

たところをしっかりやっていくことが最終的に

は解決を 解決というか、そういうふうな施─

策を見出していく一番いい方法ではないかなと

私は思っております そういうふうなことをやっ。

ていきたいと思っております。
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そういう中で、地方創生というこ○星原委員

とがずっと言われてきたわけですよね。という

のは、やはり地方が元気になっていくことが、

宮崎県でいえば宮崎県が元気になり、あるいは

宮崎県が元気になることが日本全体が元気にな

るという、そういう視点でいけば、逆に市町村

がどういった政策を持っていくかという、そこ

が一番重要なポイントだと思うんですよね。宮

崎県でいけば26市町村がそれぞれいろんなこと

で取り組んで、その地域が抱えている課題を解

決しながら元気になっていく政策を打ち出して

いくことが一番大事。

その場合に、そういう地域の中でそういうも

のが出たときに、じゃあ県が何を、その方向性

を示しながら国とのパイプ役となってね、そこ

にどういうふうな形で、いろんな形で協力とい

うか 一緒になって取り組むというか そういっ、 、

たことがなされていくことが宮崎全体の底上げ

になるんじゃないかなというふうに思うんです

が、この地方創生の中でそういった形で市町村

、 、 、と県 国 その中間にいる県の役割というのは

その辺のところは十分認識されて、今、動かれ

ているとは思うんですけれども、何か感じたこ

とがあるんじゃないかなというふうに思うんで

すよ。

我々地域におって、なかなか、まだ地方創生

が功を奏したとか、アベノミクスが功を奏して

いるとかと言えないところもあるんですよね。

、 、ただ 全体として県民所得も上がってきている

いろんなことを見ると バランスよく 多少違っ、 、

てはきているのかなと思うんですけれど。やは

り雇用の場をふやす、人口減少をどうやって歯

どめをかけていくかとかということになると、

やはりそれぞれの抱えている地域の課題をどう

やって取り組んでいくかというのが非常に重要

じゃないかなと思うんです。そういう意味で、

県の総合政策部の役割というのは大きいという

ふうに思っていますので、その辺の取り組みに

ついての今抱えている課題とか考えていること

はありますか。

委員がおっしゃったとお○永山総合政策部長

り、地方創生については市町村同士の連携ある

いは市町村と県の連携、かなり広域的な取り組

み、それが必要になってきているというふうに

思っています。以前、20年ぐらい前までであれ

ば、それぞれの地域についてこういうふうな地

域にしましょうよというのを県が絵を描いて、

それで、ところどころ市町村と連携してという

ようなこともありましたけれども、やはり今は

もう人口減少の地方創生の時代です。それぞれ

の市町村が総合戦略も練っていますので、それ

をしっかり推進していく必要があると思ってい

ます。

一方、県は、県全体のさまざまなデータ、地

域ごとの特色、違い、そのあたりについてもあ

る程度のものが把握できておりますし、例えば

雇用であったりということになれば、労働局と

の連携とか国との連携、相当程度のことができ

るようになってきていますので、今、御指摘が

ありましたように、それぞれの地域が抱えてい

、る課題について県としてアドバイスをしながら

より一層効果的・効率的な施策が展開できるよ

うに、そして、その展開についてはそれぞれの

役割分担なり、あるいはサポートなりという関

係を構築する、していく必要があるだろうとい

うふうに思っています。

先ほど松浦課長が言いましたように、これか

ら一緒に研究をしていくようなシステムをつく

りたいということで考えてくれていますので、

市町村の行政レベルが一層上がって、県とのサ
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ポート関係のもとにもっともっといい施策が展

開できるように、それが人口減少のよりよい対

策になるように、それの熟度を増していく、そ

ういうふうな取り組みが必要になりますし、そ

れをやっていく部であると思っております。

了解いたしました。○星原委員

次に、この第２番目にある世界ブランドのみ

やざきづくりの推進ということで、ここに掲げ

てあるやつで果たして世界ブランドのみやざき

づくりになるのかなと、この３ページのことで

はね。もう少し宮崎の持っている資産といいま

すか、財産をどういう形で、人なのか、物なの

か、いろんなものがあると思うんですが、産業

が持っているいろんな能力とかというのがある

と思うんですけれど、そういったものの磨き上

げというものを考えたときに、ここに出てきて

いるような形で本当に宮崎の自信を持って県民

が誇りというか、そういうのを持ちながら世界

にいろんな情報発信できるための部分に少し弱

いような感じがするんですが、そういうふうに

私が捉えているのがおかしいですかね、どうな

んですかね。

ここに掲げましたのは、○永山総合政策部長

来年度の総合政策部の事業ということになりま

すので、例えば世界農業遺産をいかに活用する

か、あるいはジオパークをいかに活用するかと

いうこともありますし、うちの事業でいうと、

この②で掲げております新たな地域資源の掘り

起こし再評価、ブランド化を目指していくとい

うことで、新しいエコパークあるいはジオパー

クの場所はどこがあるのか、あるいは別の仕切

りで、狙いで展開していけるような場所はどこ

があるのかということを専門家等も活用しなが

ら、しっかり組み立てていきたいというふうに

思っています。

あるいは③の文化・スポーツ、これは宮崎県

にとって非常に大きな材料になると思っていま

す。スポーツについては一定程度のところまで

来ていると思いますが、きょう御説明申し上げ

ました文化振興ビジョンをつくりましたので、

国民文化祭を契機として一層宮崎の文化、先ほ

どあった神楽等も含めてですけれども、文化が

もっと花開くように、それが自信の醸成あるい

は外から見たときの魅力につながるように、こ

こはしっかり頑張っていきたいというふうに

思っています。予算的にはまだまだこれからた

くさんのものを組んでいかなければならないと

思いますが、全庁的にこういうふうな考え方の

もとで進めていきたいと考えています。

そこで、結局県がいろいろそうい○星原委員

う形で取り組む中で、あとは今度、市町村との

連携のとり方をどういうふうにそれぞれの中で

組み込んでいくかというのが非常に重要なポイ

ントじゃないかな。さっき言ったように、宮崎

県が元気になるにはやはり26市町村を元気にす

ることだというふうに思いますので、そういう

いろんな取り組みの宮崎県が考えている方向性

を示しながら、市町村とどのような形で連携を

とるのか、各市町村ととるのか、広域の地域連

携の中での県との形でどういった磨き上げをし

ていくのか、その辺、非常に重要だと思うんで

、 、すが その辺についてもう少し説明いただくと

ありがたいんですけれど。

市町村と県の連携あるい○永山総合政策部長

は広域的な連携という意味では、今回、祖母・

傾・大崩ユネスコエコパークの取り組みという

のは新しいタイプとしてやれたのではないかな

というふうに思っています。県北の市町村と県

が一体となって働きかけを行う。そして、大分

県あるいは佐伯市等とも連携して広域的に進め
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ていくということができました。あるいは世界

農業遺産についても、県の発案に西臼杵の町長

がまとまっていただいて動いてきたということ

でございます。これらをどんどん成果を上げる

ためにも、より一層連携関係を進めていく必要

があると思います。

国民文化祭あるいはそれを通じた文化力の発

揮ということについても、それぞれの市町村あ

るいはそれぞれの地域といかにつながるかとい

うことが非常に大事ですので、これから我々の

仕事としては、先ほどとも恐らく連動するんで

しょうけれども、市町村の考え方をいかに聞け

るか、そして、それをいかに引き出せるか、そ

して、それをいいものに育てていけるか、これ

が県職員の力量が試されることになるんではな

いかなというふうに思います。

ありがとうございます。○星原委員

ほかはよろしいですか。○二見委員長

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上をもって総合政○二見委員長

策部を終了いたします。執行部の皆様お疲れさ

までした。

暫時休憩いたします。

午後２時47分休憩

午後２時55分再開

委員会を再開いたします。○二見委員長

当委員会に付託されました議案の説明を求め

ます。なお、委員の質疑は、説明が全て終了し

た後にお願いいたします。

会計管理局の平成29年度当○髙原会計管理者

初予算について御説明いたします。お手元の歳

出予算説明資料、この分厚い資料の419ページを

お開きください。表の一番上、左から２列目の

、 、当初予算額の欄でございますが 会計管理局は

会計課と物品管理調達課を合わせまして総額５

億6,549万5,000円をお願いしております。

それでは、次に各課別の内訳について御説明

。 。 、いたします 421ページをお開きください まず

会計課でございますが、一番上の当初予算額の

欄にございますとおり、総額４億3,458万9,000

円をお願いしております。

その主なものについて御説明いたします。423

。 （ ）ページをお開きください 上から４段目の 目

、一般管理費２億6,286万8,000円でございますが

。これは会計課職員39名分の人件費でございます

次に、中ほどの（目）会計管理費につきまし

ては、まず下の段 （事項）出納事務費7,886、

万8,000円でございます。これは会計事務を行う

ために全ての職員が利用しております財務会計

システムの運用管理などに要する経費でござい

ます。

次に、下の段の（事項）証紙収入事務費9,285

万3,000円でございます。これは証紙売りさばき

に要する経費でございまして、売りさばき人に

対して支払う手数料などが主なものになってお

ります。平成28年度と比べまして約960万円の減

額となっておりますが、この主な要因は、証紙

の印刷を２年に一度行っております関係で、平

成29年度は印刷を行わない年となっていること

によるものでございます。

会計課については以上でございます。

続きまして、物品管理調達課について御説明

いたします。425ページをお開きください。一番

上の当初予算額の欄にございますとおり、総額

１億3,090万6,000円をお願いしております。

その主なものにつきまして御説明いたしま

す。427ページをお開きください。上から４段目

の（目）一般管理費8,471万6,000円でございま

すが、これは物品管理調達課職員12名分の人件
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費でございます。

、 （ ） 、次に 中ほどの 目 財産管理費については

まず下の段 （事項）物品管理及び調達事務、

費3,412万円でございます。これは物品の適正な

管理と調達を行うための経費でございます。平

成28年度と比べまして約2,500万円の増額となっ

ておりますが、この主な要因は、更新時期を迎

えております物品調達システムについて、更新

にあわせて業務の効率化を図るためのシステム

改修を行うことによるものでございます。

次に、下の段の（事項）車両管理事務費1,207

万円でございます。これは県有車両の維持管理

や任意保険への加入などに要する経費でござい

ます。

。物品管理調達課については以上でございます

よろしく御審議のほどお願いいたします。

説明が終了しました。○二見委員長

議案について質疑はありませんか。

今の物品管理及び調達事務費で○二見委員長

二千数百万ちょっと今回上がるということでの

御説明いただいたわけですけれど、このシステ

ム効率化とかのそういった作業というか、バー

ジョンアップ、そういった作業というのは結構

頻繁に起こるものなんですかね。

システム改修の年限○福嶋物品管理調達課長

。 、等のお尋ねだと思います これにつきましては

この物品調達システムは平成24年10月から物品

調達システムを一部業種に対して運用を開始し

たところです。平成26年度から全業種に対して

本格運用を開始してまいりましたが、平成29年

度末にサーバの保証期間が切れるということで

システムの更新時期を迎えるものであります。

証紙のこの経費が9,285万3,000円○中野委員

ありますが、これは手数料、それと運搬経費。

会計課そのもので支出する、内部で支出すると

いう経費は何もないんですかね。手数料と運搬

費だけ。

手数料自体は所管している各○青山会計課長

課に入ります。証紙を売りさばく方に対する手

数料、これをまとめて会計課のほうで計上して

おりまして、あわせて売りさばき人は各県税事

務所で購入されるんですが、各県税事務所まで

の運搬費、これを予算計上させていただいてお

ります。

この9,200万の手数料は、売りさば○中野委員

き人というのは、今どこか言われたけれど、振

興局の総務係、あそこかなんかと言われたが、

普通の民間とか、そういうのもあるんですか。

まず、証紙を売りさばく方は○青山会計課長

市町村とか農協とか漁協、交通安全協会とか、

いろんなところがあるんですが、そういうとこ

ろが証紙を売りさばかれます。そういう売りさ

ばき人が購入していただくのが各県税事務所、

それと西臼杵支庁ということになります。会計

課からは、その証紙を各県税事務所、西臼杵支

庁に送る運搬費を計上しているということでご

ざいます。

その証紙の売上料というんですか○中野委員

ね、証紙の販売高というんですかね、それと手

数料率を教えてください。

大体ここ５年間ほどは27億円○青山会計課長

ほど証紙を売り上げておりまして、その3.24％

が手数料となっております。

よろしいですか。○二見委員長

では、その他で何かありませんか。

髙原会計管理者は退職されるとい○日高委員

うふうにお聞きしています。これまで髙原会計

管理者、また、その前の舟田さんがこれまでい

。ろいろと女性の立場で県政運営に携わってきた

、 、 、特に 女性の社会進出だとか 女性の活躍とか

平成29年３月14日(火)



- 108 -

一億総活躍とか、男女共同参画も含めて、そう

いったことのフロンティアランナー、言ってみ

、ればパイオニアでやってこられたということは

すごく県政に貢献されたものと私は信じており

ます。そのことについても、坂口委員ともいろ

いろと話したところであります。そのことが、

県政のほうにも女性が活躍するということがど

んどん芽生えつつあるなという成果だというふ

うに思っております。これまで県庁にもう長年

おられて退職されますが、これまでの思いと、

今後、我々、また職員に対するメッセージがあ

ればお伺いしたいというふうに思います。

ありがとうございます。私○髙原会計管理者

が入ったのが昭和54年でございますけれども、

その当時は担当で県民の方からお問い合わせが

あったときに出て、いろいろ御説明しても 「女、

じゃつまらん、男出せ」という時代でした。本

当にそのときは悔しくて涙が出るぐらいの気持

ちでした でも 今 それからすると随分変わっ。 、 、

てきました。女性が担当でも 「上司にかわれ」、

と言って 女性が上司であっても県民の方はすっ、

と上司なんだということで受け取ってもらえま

す。やはり世の中随分変わってきたなというふ

うに思います。

私自身のことで言うと、私が頑張ったという

、 、よりも やはり周りの職員の方々に支えられる

あるいは先輩に引っ張られる、あるいは、こう

やって議会の場でいろいろ教えていただくこと

もあったと。女性だけが頑張っても絶対だめだ

と思います。女性自身が頑張るのはもちろんな

んですが、皆様方がやはり支えながら、引っ張

りながら、将来きちっとした男女共同参画、ま

だまだ途中にあると思うんですけれども、本当

にそれが実現できるように、みんなで力を合わ

せなきゃいけないんだろうなというふうに思い

ます。今後とも女性の活躍のために、先生方も

ぜひ御協力をお願いしたいと思います。本当に

ありがとうございました。

ほかはございませんか。○二見委員長

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

では、以上をもって会計管理局○二見委員長

を終了いたします。お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後３時６分休憩

午後３時８分再開

委員会を再開いたします。○二見委員長

当委員会に付託されました議案の説明を求め

ます。なお、委員の質疑は、説明が全て終了し

た後にお願いいたします。

人事委員会事務局○金子人事委員会事務局長

でございます。平成29年度の当初予算につきま

して御説明をいたします。お手元の歳出予算説

明資料505ページをお開きください。表の左から

２列目、当初予算額の欄でありますけれども、

人事委員会事務局の当初予算総額は１億4,283

万8,000円をお願いいたしておりまして、前年度

当初予算総額と比べますと、48万4,000円、0.3

％の増となっております。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。509ページをお開きください。まず、上から

４段目の（目）委員会費702万3,000円でありま

すが、その内訳といたしましては （事項）委員、

報酬635万6,000円が人事委員３名に対する報酬

であります。また （事項）委員会運営費66、

万7,000円は、人事委員会の会議開催等に要する

経費であります。

次に、中ほどの（目）事務局費の１億3,581

万5,000円でありますが、その内訳は （事項）、

職員費１億1,277万8,000円が事務局職員15名の
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人件費であります。

次の（事項）事務局運営費540万3,000円は、

人事委員会事務局の運営に要する事務的経費で

あります。

一番下の（事項）県職員採用試験及び任用研

修調査費1,176万9,000円でありますが、次のペ

ージをお願いいたします。内容としましては、

１の県職員採用試験実施費は、試験案内や試験

問題の作成、会場借り上げなどの試験の実施等

に要する事務的経費であります。また、２の任

用制度等に関する調査研究費は、人事行政に関

する調査研究等に要する経費であります。

次の（事項）警察官採用共同試験実施費251

万9,000円は、本県が警視庁ほか３つの府県と共

同で警察官採用試験を実施するための経費であ

りまして、試験案内や試験問題の作成等に要す

る事務的経費であります。

次の（事項）給与その他の勤務条件の調査研

究費179万1,000円でありますが、その内容は、

１の給与報告及び勧告に必要な調査研究費は、

民間の給与実態調査を初め、人事委員会が行う

職員の給与等に関する報告及び勧告に関する経

費であります。また、２、給与その他の勤務条

件の調査研究費は、勤務条件に関する調査や、

職員に対する給与支払い状況の監理等に関する

事務的経費であります。

最後に、その下の（事項）審査監督費155

万5,000円は、不利益処分に関する審査請求等審

査に要する経費及び人事委員会が権限を有する

。労働基準監督関係業務に関する経費であります

当初予算についての説明は以上であります。

御審議のほどよろしくお願いいたします。

説明が終了しました。○二見委員長

議案について質疑はありませんか。

510ページのこの警察官採用共同試○星原委員

験ということで警視庁なんかと一緒にやられて

いるという話だったんですが、この割合という

のは、これは受験者数で割るものなんですか、

それとも均等でやるものなんですか、金額の。

その負担金の割合なんですけ○田畑総務課長

れども、均等割と、それと採用予定者数割で、

それで計算してから応分の負担を求めていると

ころでございます。

結局いろんな書類とか、いろいろ○星原委員

ありますよね、印刷代とか、そういう部分だと

思うんですよね。そうすると、均等割というの

は、書類のあれが一緒なんだということと、今

度は逆に数で印刷物が違ってくる、受ける県ご

とにね、警視庁なんかはかなり受けるのかどう

かわかりませんが、どこが一番、採用が多いと

ころほど数がふえるのかなというふうに思うん

ですが その辺は関係なく もう統一で かかっ、 、 、

た経費を案分して分けているというふうにとれ

ばいいということですかね。

共同試験につきましては、男○田畑総務課長

性警察官だけなんですけれども、その男性警察

、官の採用に係る試験問題作成費でありますとか

そういった需用費関係ですね、それを一応積算

いたしまして、それを、先ほど言いましたけれ

ど、採用予定数 宮崎県のほうで採用したい─

という予定数ですね。例えば今年度、警視庁の

場合、試験区分ＡとＢとあるんですけれども、

。 、予定数が５名ですね それ以外の県では滋賀県

大阪府、兵庫県がそれぞれ同じように５名で上

がってきておりまして、本県のほうがその５名

に対して、それに相当するのが66名ということ

で、そういった本県の割合が結構多いんですけ

れども、ほかの都府県からいただくのは５名を

ベースにした負担金をいただいておるというと

ころでございます。
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わかりました。○星原委員

ちょっとわかりませんでしたが、○中野委員

どこも５名ずつでしたよね。ということは、こ

こで試験を受けたうちの警視庁なら警視庁に５

名は通るということですかね。

あくまでもこれは採用予定数○田畑総務課長

でありまして、共同試験を実施するときに第１

希望、第２希望というのをとるんですね。そし

て……

その次また質問したかったんだか○中野委員

ら、言うただけ答えりゃいいから。

どうぞお答えください。○二見委員長

よろしいですか。例えば本県○田畑総務課長

を第１希望にして、第２希望を警視庁といった

場合に、残念ながら本県のほうが一次試験で不

合格になったといった方について、その情報を

警視庁のほうに提供して、警視庁のほうがその

方を二次試験に移すかどうかはまたそこで判断

なんですけれども、移行して、もし向こうの基

準に合致すれば合格と。不合格になる方も中に

はいらっしゃいますけれども。それで、必ず５

名全部、過去、実績として採れるかどうかはあ

れなんですけれども、当初の予定数で一応この

負担金のほうはいただいているところでござい

ます。

もう言われたから入りにくいんで○中野委員

すが、警視庁５名ですよね。そうすると、いろ

いろあって警視庁にということで一次合格があ

りますよね。本年度の例でいいんですが、何名

合格ということで通知をされたんですかね、そ

してまた実際は警視庁に何人合格したもんか。

28年度の試験なんですけれど○田畑総務課長

も、最終合格者としましては、警視庁は警察官

Ａで２名、警察官Ｂで３名、そして合計５名と

なっております。ちなみに滋賀県が警察官Ａ区

分で１名、警察官Ｂ区分で１名、合計２名。大

阪府については、警察官Ａがゼロ、警察官Ｂが

５、合計５名と。ちなみに兵庫県が警察官Ａが

ゼロ、警察官Ｂが１、合計１名ということで、

本県を除く４都府県の合計でいいますと、警察

官Ａで３名の合格、警察官Ｂで10名の合格、合

計13名が最終合格、他県のほうで最終合格され

ているというような状況でございます。

前段のほうの回答がなかったんで○中野委員

すが、一次で何名合格通知を出したの。

少しお時間をいただきたいと○田畑総務課長

思います。

警視庁だけでええが。○中野委員

申しわけありませんが ちょっ○田畑総務課長 、

と調べさせてください。

やっぱり重要なことやから。どの○中野委員

くらい合格して、どんな割合で合格するものか

なと思ったもんだから。宮崎県警はハードルが

高いって言いますよね。これは全国から募集し

とるわけやからな。

暫時休憩します。○二見委員長

午後３時21分休憩

午後３時27分再開

委員会を再開いたします。○二見委員長

ほかに質疑はないですか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

ありませんか。○二見委員長

そしたら、また後ほど御回答いただくという

ことで （ はい」と呼ぶ者あり）。「

では、以上をもって人事委員会事務局を終了

いたします。お疲れさまでした。

暫時休憩します。

午後３時27分休憩
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午後３時29分再開

委員会を再開いたします。○二見委員長

当委員会に付託されました議案の説明を求め

ます。なお、委員の質疑は、説明が全て終了し

た後にお願いいたします。

それでは、監査事務局の○柳田監査事務局長

平成29年度一般会計当初予算について御説明を

いたします。お手元の歳出予算説明資料の監査

事務局のインデックスのある499ページをお開き

ください。監査事務局の当初予算額は、表の一

番上にありますように、２億1,712万2,000円を

お願いしております。

次に その内容について御説明いたします 503、 。

。 、 、ページをお開きください まず 上から４段目

（目）一般管理費の1,505万円についてでありま

す。これはその下にあります（事項）外部監査

費でありまして、包括外部監査人による外部監

査の実施に要する経費であります。

次に、中ほどの（目）委員費3,022万6,000円

。 、についてであります この内訳につきましては

（事項）委員報酬が2,865万2,000円で、これは

監査委員４名の給与・報酬や職員手当等であり

ます。

また、その下の（事項）運営費が157万4,000

円で、これは監査委員の監査の実施に要する経

費であります。

次に 下から３段目の 目 事務局費１億7,184、 （ ）

万6,000円についてであります。この内訳につき

ましては （事項）職員費が１億6,009万9,000円、

で、これは事務局職員19名分の人件費でありま

す。

資料をめくっていただきまして504ページであ

ります （事項）運営費が1,174万7,000円で、こ。

れは事務局職員の監査活動や事務局の運営に要

する経費であります。

予算については以上であります。

続きまして、議案第40号の包括外部監査契約

の締結について、御説明いたします。議案書で

は209ページでありますが、お手元の常任委員会

資料で御説明させていただきます。常任委員会

資料の１ページをお開きください。

この議案は、１の提案の理由に記載しており

ますとおり、平成29年度の包括外部監査契約の

締結に当たりまして、地方自治法第252条の36第

１項の規定によりまして、議会の議決に付する

ものであります。

まず、この監査契約の締結の流れを御説明い

たします。右側２ページのイメージ図をごらん

ください。この包括外部監査契約は、知事と外

部監査人との契約でありますが、地方自治法の

規定によりまして、監査事務局長が知事の契約

事務を補助執行いたしております。

具体的な契約の手続につきましては、図の下

側の①にありますように、知事が監査委員に契

約締結の意見を求め、これを受けまして②のと

おり、監査委員が合議による意見を知事に提出

いたします。知事は、③にありますように、契

約締結の議案を議会に提出し、御審議いただく

ということになっております。

１ページにお戻りいただきたいと思います。

この契約の目的は、２にありますように、包括

外部監査人による監査の実施及びその結果の報

告を求めるものであります。契約の金額は、３

にありますように、1,442万8,000円を上限とす

る額としております。

次に、４の契約の相手方であります。地方自

、 、治法では 外部監査人として契約できるものは

弁護士、公認会計士等とされておりますが、包

、括外部監査が財務監査であることに鑑みまして

日本公認会計士協会南九州会宮崎部会から推薦
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いただきました公認会計士の大塚孝一氏と契約

いたしたいと考えております。大塚氏は、公認

会計士として18年の監査実務の経験があり、ま

た、これまで本県の包括外部監査の補助者とし

ても６年間従事されるなど、経験豊富でありま

すので、包括外部監査人として適任であると考

えております。

なお、昨年度の当委員会におきまして、包括

外部監査人の選任のあり方について御意見をい

ただきましたので、その御意見を踏まえまして

他県の状況等を調査し、慎重に検討した上で、

知事部局とも協議を行った結果、引き続き、財

務監査に精通している公認会計士との契約締結

を提案することとしたところであります。

契約の期間は、５にありますように、平成29

年４月１日から平成30年３月31日まででござい

ます。

。 、議案の説明は以上であります 御審議のほど

よろしくお願いいたします。

説明が終了しました。○二見委員長

議案について質疑はありませんか。

そしたら、503ページのここに監査○星原委員

委員４名の報酬等と書いてあるんですが、この

内訳をちょっと教えてもらうといいんですけれ

ど。

報酬、委員報酬の内訳で○村上監査第一課長

すけれども、まず議員選出の監査委員につきま

して報酬という形で月額６万7,000円の12カ月

分、あと日額、監査をしていただいた日に応じ

て１万5,600円のお二人ということで、348万円

が報酬になっております （ ２人で」と呼ぶ者。「

あり）お二人で （ １人」と呼ぶ者あり）お一。「

人は174万円になります。ただ、日数に応じてで

、 、すので これは予算上とっているということで

。 。実際とはまた違った数字になります 減ります

あと、識見委員、常勤の識見委員の給料とし

て月額65万7,000円の12カ月のお二人ということ

で1,576万8,000円、それに期末手当と新たに通

勤手当がつきますので、それが517万8,000円、

あと共済費ということで、保険関係なんですけ

れども、422万6,000円ということで、こちらの

ほうがお二人で2,517万2,000円となっておりま

す。

包括外部監査制度のことでお尋ね○中野委員

しますが、これの契約をするに当たって、知事

が監査委員に意見聴取をするというふうになっ

ていますよね。それに対する意見があるわけで

すが、何か今回について監査委員から意見があ

りましたか。

局長が先ほど説明いたし○村上監査第一課長

ましたように、この外部監査人の候補者の方は

長年の公認会計士としての経験と、あと平成11

年度から６年間、県の包括外部監査の補助者を

していただいているということと、また、19年

からは本県の入札契約監視委員会委員も務めて

いらっしゃるというような経験を有しておられ

るということで、本県の財務管理、事業の経営

管理、その他行政運営に精通されているという

ことで、異議なしという監査委員からの意見を

知事のほうに送っております。

そういうことを聞いているんじゃ○中野委員

ないけど、わかりました。

今後、監査テーマとか監査範囲が○坂口委員

決まっていくわけですよね。それの流れという

のは、形式だけでいいんですけれど、どういっ

た流れで、最終的にこの部分についてこういっ

た監査をやりますというのは決定していくんで

すか。

この議会で監査委員とし○村上監査第一課長

て議決いただきましたら、今後、監査人のほう
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が補助者を選定されまして、その補助者とチー

ムを組まれて監査テーマを決めていかれます。

それに関しましては、いろいろ意見を監査事務

局のほうにも聞かれるということはされると

。 、伺っております そのテーマが決まりましたら

監査を開始しますという通知を監査委員のほう

にいただきまして、そして監査を開始されてい

くという手順になってまいります。

ただ、補助者に関しましては、監査委員のほ

うに報告いただくことになっておりますので、

補助人が決まった段階で監査委員のほうには御

報告いただくようになっております。

そうすると、監査対象を決めるの○坂口委員

はあくまでも外部監査人として認められた方が

やっていく、そこに関与はできないわけですよ

ね。そうすると、補助員に対しては、問題ない

かというようなところの確認ができれば、そこ

もやはり100％、選任された監査人が自分の意思

で決めるということでよかったんですかね。

、○村上監査第一課長 報告ということですので

監査人のほうで決められるということです。

では、その他、何かありません○二見委員長

か。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

では、以上をもって監査事務局○二見委員長

を終了いたします。お疲れさまでした。

暫時休憩します。

午後３時41分休憩

午後３時44分再開

委員会を再開いたします。○二見委員長

当委員会に付託されました議案の説明を求め

ます。なお、委員の質疑は、説明が全て終了し

た後にお願いします。

議会事務局の平成29年度○甲斐議会事務局長

当初予算につきまして御説明いたします。お手

元の歳出予算説明資料の１ページをお開きくだ

さい。議会事務局の平成29年度当初予算は11

億1,766万1,000円を計上しておりまして 平成28、

年度当初予算と比べまして2,466万5,000円、率

にして2.1％の減となっておりますが、平成28年

度当初予算では、委員会室放送設備の大規模改

修費用等を計上しており、その費用を除きます

と、実質的には若干の増となっております。

それでは、当初予算の主な内容について御説

明いたします。５ページをお開きください。ま

ず、上から４段目の（目）議会費でございます

が、７億5,144万3,000円を計上しております。

以下、事項ごとに御説明いたします。

まず、その下の（事項）議員報酬でございま

すが、議員の報酬、期末手当として４億8,862

万2,000円を計上しております。

次に （事項）本会議運営費でございますが、、

本会議及び議会運営委員会の開催などに要する

。経費として2,686万9,000円を計上しております

次に （事項）常任委員会運営費でございます、

が、常任委員会の開催、県内外調査活動などに

要する経費として1,157万2,000円を計上してお

ります。

、（ ） 、次に 事項 議会一般運営費でございますが

正副議長の各種大会・協議会等への出席や、議

員年金負担金、政務活動費などに要する経費と

して２億1,637万5,000円を計上しております。

このうち、説明欄の３、各種協議会負担金等２

億839万4,000円には、政務活動交付金約１

億4,040万円や議員年金の給付に係る地方負担金

約6,151万4,000円などを計上しております。

６ページをお開きください 一番上の段の 事。 （

項）特別委員会運営費でございますが、特別委

員会の開催、県内外調査活動などに要する経費
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として800万5,000円を計上しております。

次に （目）事務局費でございますが、３、

億6,621万8,000円を計上しております。以下、

事項ごとに御説明いたします。

まず （事項）職員費でございます。事務局の、

職員31名の給与等として２億4,838万6,000円を

計上しております。

次に （事項）本会議運営費でございますが、、

本会議の記録、印刷などに要する経費とし

て1,229万8,000円を計上しております。

次に （事項）常任委員会運営費でございます、

が、常任委員会調査活動の随行などに要する経

費として260万4,000円を計上しております。

次に （事項）図書室運営費でございますが、、

議員の調査活動に供するための図書購入など、

議会図書室の運営に要する経費として766万円を

計上しております。

７ページをごらんください （事項）議員寮運。

営費でございますが、議員寮運営に必要な管理

人等の経費として880万2,000円を計上しており

ます。

、（ ） 、次に 事項 議会一般運営費でございますが

議会広報などの一般運営に要する経費とし

て8,020万9,000円を計上しております。

、（ ） 、次に 事項 議会史編さん費でございますが

議会史の編さんに要する経費として548万3,000

円を計上しております。今回の議会史につきま

、 「 」しては 平成15年度から18年度までを 第23集

としまして編さんすることとしております。

最後に （事項）特別委員会運営費でございま、

すが、特別委員会調査活動の随行に要する経費

として77万6,000円を計上しております。

予算の内訳は以上ですが、これら予算に基づ

きまして円滑な議会運営に努めてまいりたいと

思います。説明は以上でございます。

説明が終了しました。○二見委員長

議案について質疑はありませんか。

議会一般運営費に要する経費で議○日高委員

長が各種大会・協議会出席、これ年間、回数っ

てどれぐらい。

概算ですけれども、正副議長○外山総務課長

合わせた実績200件、200回ほど公務で出張して

います。

ただいまの答えの補足と○甲斐議会事務局長

いいますか、全国規模、九州規模のものに立場

として出られる大会もございますし、それから

執行部の県内行事も、多くの行事がございます

ので、それに出ていただいているところです。

ほかに質疑はありませんか。○二見委員長

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

、 。○二見委員長 では その他で何かありますか

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

以上をもって議会事務局を終了○二見委員長

いたします。お疲れさまでした。

暫時休憩します。

午後３時51分休憩

午後３時53分再開

委員会を再開いたします。○二見委員長

ここで皆様にお伺いしますが、本日の審査内

、 。容を踏まえ 御意見があればお願いいたします

特にないでしょうか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

、 、○二見委員長 では 次に採決についてですが

委員会日程の最終日に行うこととなっておりま

すので、16日木曜日に行いたいと思います。開

会時刻は15時としたいのですが よろしいでしょ、

うか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのように決定いた○二見委員長
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します。

その他、何かありませんか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

ないようでしたら、本日の委員○二見委員長

会を終了したいと思いますが、よろしいでしょ

うか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

以上をもちまして、本日の委員○二見委員長

会を終ります。

午後３時55分散会

平成29年３月14日(火)
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平成29年３月16日（木曜日）

午後３時２分再開

出席委員（８人）

委 員 長 二 見 康 之

副 委 員 長 重 松 幸次郎

委 員 坂 口 博 美

委 員 星 原 透

委 員 中 野 一 則

委 員 日 高 博 之

委 員 満 行 潤 一

委 員 来 住 一 人

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 長 谷 恵美子

総務課主任主事 日 髙 真 吾

委員会を再開いたします。○二見委員長

それでは、まず議案の採決を行いますが、採

決の前に各議案につきまして、賛否も含め御意

見がありましたら、お願いいたします。

ただいまから採決される議案の中○来住委員

の議案第29号と議案第31号については同意でき

ませんので、他のものについては同意いたしま

す、前もって （ 理由は」と呼ぶ者あり）理由。「

は本会議場で。

ほかにはございませんか。○二見委員長

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

、 、○二見委員長 では ほかにないようですので

これより議案の採決を行います。

では、一部を個別採決、残りを一括採決する

といたしたいんですが、よろしいでしょうか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは まず議案第29号 第31○二見委員長 、 、

号について、原案のとおり可決することに賛成

の方の挙手をお願いします。

〔賛成者挙手〕

。 、 、○二見委員長 賛成多数 よって 議案第29号

第31号については、原案のとおり可決すべきも

のと決定いたしました。

、 、 、 、 、次に 議案第１号 第２号 第３号 第23号

第24号 第25号 第28号 第30号 第32号 第40、 、 、 、 、

号、第44号、第45号の各号議案について、一括

して採決いたします。

各号議案につきましては、原案のとおり可決

することに御異議ございませんか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

。 、○二見委員長 御異議なしと認めます よって

各号議案につきましては、原案のとおり可決す

べきものと決定いたしました。

、 。次に 委員長報告骨子案についてであります

委員長報告の項目及び内容について御意見をお

願いいたします。

暫時休憩します。

午後３時４分休憩

午後３時17分再開

委員会を再開いたします。○二見委員長

委員長報告につきましては、ただいまの御意

見等を参考にさせていただきながら、正副委員

長に御一任いただくことで御異議ございません

か。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのようにいたしま○二見委員長

す。

次に、閉会中の継続調査についてお諮りいた

します。総合政策及び行財政対策に関する調査
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、については継続調査といたしたいと思いますが

御異議ありませんか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

、 、○二見委員長 御異議ありませんので その旨

議長に申し出ることといたします。

その他、何かありませんか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

。○二見委員長 以上で委員会を終了いたします

委員の皆様お疲れさまでした。

午後３時17分閉会

平成29年３月16日(木)


